


　わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・価

値・原則（自主、自立、参加、民主的運営、公正、連帯等）に基づき行動

します。そして地球的視野に立って環境変化を見通し、組織・事業・経営

の革新をはかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合の仲間と連携

し、より民主的で公正な社会の実現に努めます。

　このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざした組

織としての社会的役割を誠実に果たします。

▲

　Ｊ　Ａ　綱　領　 ▲

　わたしたちは

１．地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。

１．環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる豊かな地域社会を築こう。

１．ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を実現しよう。

１．自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に経営し信頼を高めよう。

１．協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求しよう。



　日頃、皆さまには格別のご愛顧をいただき厚く御礼申し上げます。

　ＪＡ福島さくらは、情報開示を通じて経営の透明性を高めるとともに、当ＪＡに対

するご理解を一層深めていただくために、当ＪＡの主な事業の内容や組織概要、経営

の内容などについて、利用者のためにわかりやすくまとめた「ディスクロージャー誌

２０１７」を作成いたしました。

　皆さまが当ＪＡの事業をさらにご利用いただくための一助として、是非ご一読いた

だきますようお願い申し上げます。

　今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

　　平成２９年６月　福島さくら農業協同組合　　

▲

　は　じ　め　に　 ▲

☆設　　　立　　　　　平成２８年３月 ☆組　合　員　数　　７３，９３２人

☆本店所在地　　　　　郡山市朝日二丁目１４番７号 ☆役　員　数　　　　６７人

☆出　資　金　　　　　８，５７８百万円 ☆職　員　数　　　１，４８７人

☆総　資　産　　　　　６６５，０７７百万円 ☆支　店　数　　　６１支店

☆単体自己資本比率　　１３．７０％

▲

　ＪＡ福島さくらのプロフィール　 ▲

●　本冊子は、農業協同組合法第５４条の３に基づいて作成したディスクロージャー誌です。

●　本誌に記載してある計数は、原則として単位未満を切り捨てて表示しています。

　なお、平成２７年度以前の実績数値は旧いわき市農業協同組合のものを記載しており、前年対

比の増減には合併による増減額が含まれています。
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ご　あ　い　さ　つ

　平素より、ＪＡ福島さくらをお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

　このレポートは、農業協同組合法第５４条の３に基づき、私たちＪＡ福島さくらの事業内容を皆

さまにご理解いただくため、ディスクロージャーの一環として作成いたしました。

　昨年の３月１日にＪＡ郡山市、ＪＡたむら、ＪＡいわき市、ＪＡいわき中部、ＪＡふたばの５

ＪＡが合併し「ＪＡ福島さくら」が誕生し、早いもので１年が経過致しました。この間、合併事

業計画を着実に実践するため「湖から洋へ地域の特性を活かした協同の力の発揮」をテーマに、

組合員の皆様はもとより地域住民の皆様に愛され信頼されるＪＡを目指して、役職員一丸となり

組織・事業運営に邁進してまいりました。

　ＪＡをめぐる情勢は、昨年４月１日に施行されました改正農協法により、農協改革に伴う新制

度への対応と自己改革の実践が求められており、一段と厳しさを増しております。しかしながら、

この合併により当ＪＡは組織・財務基盤が強化され、より安定した事業展開ができる組織体とな

りました。この状況を転機と捉え、ＪＡが求められている組合員の農業所得の増大、農業生産の

拡大及び地域活性化に向けた取組みを着実に実践し、目に見えるものにすることが、当ＪＡに課

せられた使命であるとともに大きな課題であります。

　このような中、組合員の意思反映機能を活性化させるため、地区本部運営委員会４組織、支店

運営委員会５６組織及び営農経済センター運営委員会１０組織を設置し、組織基盤の拡充に向けた態

勢づくりをすすめました。平成２９年度は各運営委員会において当ＪＡの自己改革に関する内容に

ついて、広く組織討議していくことにしております。

　さらに、地域農業の担い手に対する支援を実践するため「担い手支援担当者」を各支店または

営農経済センターに配置し、定期的に訪問することによる支援活動をすすめてまいります。食の

安全・安心対策においては、農業生産工程管理（ＧＡＰ）の導入により第三者認証取得をすすめ、

信頼される産地形成を目指します。また、物流の合理化をすすめ、組合員の皆様に良質で安価な

農業生産資材を提供することにより、その成果が実感いただけるものにしてまいります。さらに、

組合員の皆様の生活基盤を支援するため、地域の特性を活かしたくらしの活動や地域に密着した

福祉・介護・医療サービスを提供してまいります。

　東日本大震災及び東京電力第一原子力発電所事故から６年が経過しましたが、今なお多くの地

域住民の皆様が避難生活にあり、帰還に至っていない現状にあります。また、営農再開について

は帰還された生産者を中心に着実にすすめられておりますが、依然として厳しい状況は変わって

いません。避難されている皆様が帰還するためには、安心して暮らせる環境づくりが不可欠であ

り、農業の再生なくして考えることはできません。農業者の田畑で働く姿が復興の象徴となり、

地域の再生に繋がるものと言えます。これからも、強い決意と使命感をもち、関係機関と連携し

て地域農業の復興に邁進してまいります。

　当ＪＡの経営理念に掲げる「農業の振興と地域社会への貢献」を最優先にすすめ、地域社会に

根差した組織としての役割を誠実に果たしてまいります。

　今後とも、皆様の変わらぬご支援ご協力の程、心よりお願い申し上げます。

　　平成２９年６月

福島さくら農業協同組合

代表理事組合長　結　城　政　美
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ディスクロージャー誌　２０１７

経営理念・経営方針１

⑴　経営理念

農業の振興と地域社会への貢献 

～「緑の輝き」「地域の輝き」～

【解　説】

『緑の輝き』は、「地域の元気でたくましい農業」、「美しくかけがえのない自然」、「農

家組合員の活力ある営農の姿」を表し、『地域の輝き』は、「地域社会の発展」、「健康で

心豊かなくらし」、「次代の子供たちの姿」表します。

すなわち、２つの輝きは「農業の振興」と「地域振興」であることを意味します。

⑵　経営方針

より身近に、より信頼されるＪＡづくりの実践

わたしたちは、地域の農業を振興し、

ふるさとのかけがえのない自然を守り、

健康で心豊かなくらしづくりを応援します。

そして、愛され信頼されるＪＡをめざして、

誠実に、着実に歩みます。

【解　説】

『身近に』は、ＪＡが「地域にかけがえのない」、「愛され必要とされる」、「地域社会に

根ざした」組織をめざすこと、『信頼』は、ＪＡが「公正」、「健全な経営」「組合員の負

託に応える」「誠実」な組織であることを表します。

■■基本方針■■

　ＪＡ福島さくらは、「農業の振興と地域社会への貢献」という経営理念の下、合併事業計

画に定めた４つの基本方針「復興に向けた取組み」「地域農業振興方針」「くらしの活動方針」

および「事業運営方針」に基づき、組合員、利用者、地域のみなさまに心から満足していた

だける「なくてはならない、かけがえのない身近なＪＡ」をめざし事業展開をしています。

　農業・ＪＡを取り巻く情勢は極めて厳しい環境下にありますが、ＪＡ福島さくらは、合併

事業計画の着実な実践を図り、農業の復興促進や農業者の所得向上、さらにＪＡの組織体制

を大きく変革させる農協法改正に対応し得る「創造的自己改革」を積極的に推進して、組合

員・利用者の期待と信頼に応え得る「魅力あるＪＡ」をめざし取り組んでいくことを基本方

針としています。



ディスクロージャー誌　２０１７
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事業の概況（平成２８年度）３

⑴　ＪＡをめぐる情勢

　ＪＡにおいては、組合員の世代交代と高齢化が進み、全国的に平成２１年度に准組合員数が正

組合員数を上回るなど、組織基盤が大きく変化してきています。

　こうしたなか、平成２８年４月１日に改正農協法が施行され、ＪＡグループは自己改革を具体

的に進めてきましたが、さらに政府は介入圧力を強めており、ＪＡの経営をめぐる環境は厳し

さを増しています。特に、准組合員の事業利用規制について、法施行後５年間の組合員の事業

利用状況やＪＡグループの自己改革の実施状況の調査を経て、検討を加えて結論を得るとして

おり、予断を許さない状況が続いています。

⑵　平成２８年度事業の内容と成果

　平成２８年度は合併初年度として「合併事業計画書」に基づき、「湖から洋へ、地域の特性を

活かした協同の力の発揮」をテーマに、組合員はもとより地域住民の皆様に愛され信頼される

ＪＡを目指して、役職員一丸となり事業を展開してまいりました。

　この間、本店と地区本部の機能強化、役割及び責任の明確化を図るため、組織・事業運営に

関する管理体制の整備をすすめてきました。

①　復興に向けた取組み

　平成２９年３月現在、東日本大震災及び原発事故による避難者は、郡山市・いわき市・福島

市・会津若松市を中心に、県内に約７万７千人（ピーク時／平成２４年５月・１６万５千人）お

り、復興へなお時間がかかることが予想されます。

　また、平成２９年４月現在、大熊・双葉町は全域居住制限・帰還困難・避難指示解除準備区

域、富岡・浪江町及び葛尾村の一部は帰還困難区域に指定されています。

　ＪＡの使命は、祖先から受け継いだ緑の大地を守り、ふるさとの農業と暮らしを再び取り

経営管理体制２

　◇経営執行体制

　当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総代

会」の決定事項を踏まえ、総代会において選出された理事により構成される「理事会」が業

務執行を行っています。また、総代会で選任された監事が理事会の決定や理事の業務執行全

般の監査を行っています。

　組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、青年連盟や女性部

などから理事の登用を行っています。また、信用事業については専任担当の理事を置くとと

もに、農業協同組合法第３０条に規定する常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化

を図っています。
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戻すことであります。さらに、暮らしの「安全・安心」が確保される地域社会の形成に向け、

組合員はもとより地域住民の皆様と共に行動することであります。

　支店再開した地域におきましては、帰還された組合員はもとより地域住民の皆様をしっか

りとサポートしてきました。さらに、これから帰還する予定の皆様が安心して暮らせる環境

づくりに寄与するため、関係機関と連携して迅速な対応ができる組織運営に万全を期してま

いりました。

　また、復興に向けた取組みを双葉郡の町村と連携して、今後の地域農業のあり方について

本格的に議論をスタートさせました。

②　地域農業振興の取組み

　担い手支援担当者（専任担当者２名、兼任担当者４５名）を配置し、訪問対象担い手農家

（５０９軒）に対して支援活動に取組みました。

　県市町村企画補助事業、ＪＡグループ補助事業及びＪＡ福島さくら単独の補助事業等の有

効活用により地域農業の振興を図りました。

　食の安全・安心確保対策取組みに係る各種規程・要領に基づき、食の安全・安心確保推進

本部を設置するとともに、情報開示等をはじめ、食の安全・安心対策の徹底を図りました。

　本店、並びに各地区本部に防霜対策本部・農作業事故ゼロ運動推進本部を設置し、農業災

害対策並びに農作業事故ゼロ運動を推進しました。

③　くらし活動の取組み

　地域貢献及び地域の特性を考慮して地区本部・支店等を基本に活動を実施しました。

　特に、郡山地区の「食育の日」や「ごはんの日」の取組み、たむら地区の「わくわく農業

体験」の取組み、いわき地区の「生き物調査」の取組み、さらに、全地区おいて小学生を対

象とした「バケツ稲」の栽培指導、ＪＡ健康寿命１００歳プロジェクト及び環境整備活動（ゴ

ミ拾い）等の取組みを実施しました。

　さらに、「元気でたくましい農業」の実現に向け、管内の組合員とその家族を対象とした

「アグリカレッジ」を３か年事業として設定し、今年度はいわき地区において、２２４名の参

加により開催しました。また、組合員や地域の皆様に愛され信頼されるＪＡづくりを実践す

るため、協同の力を結集し、地域に根差した組織を目指し、全地区で「ＪＡまつり」を開催

しました。

　女性部組織においては、各地区のこれまでの内容を基本に活動してまいりました。さらに、

組織力の強化並びに部員間の連携を図ることを目的として、平成２８年３月に「ＪＡ福島さく

ら女性部協議会」を設立しました。

④　事業運営の取組み

　組織基盤の拡充に向けた態勢づくりとして、地区本部運営委員会４組織、支店運営委員会

５６組織、営農経済センター運営委員会１０組織を設置しました。この運営委員会を基盤とし、

組合員の意思反映機能を活性化させ、併せて、支店・営農経済施設等の事業拠点の機能を強

化し、地域の特性を活かした事業運営をすすめました。



ディスクロージャー誌　２０１７

－4－

⑤　事業の取組み

　平成２８年度の主要事業実績は、次のとおりとなりました。

　信用事業においては貯金が６，１６５億２千万円、貸出金が１，０２８億６千万円の実績となりました。

　共済事業においては長期共済新契約高１，５７６億９千万円、介護共済新契約高３９億８千万円、

年金共済新契約高４億９千万円の実績となりました。

　購買事業の取扱高は１０２億２千万円となり、生産購買４８億４千万円、生活購買１６億６千万

円、拠点型購買３７億１千万円の実績となりました。

　旅行事業の取扱高は６億３千万円、福祉事業の取扱収益は９億３千万円の実績となりました。

　販売事業の取扱高は１５１億６千万円となり、米穀６３億１千万円、園芸４７億４千万円、畜産

４１億円の実績となりました。特に、米の集荷数量においては６０９，９４５．５俵の実績を挙げるこ

とができました。

　主要事業において信用事業の貯金・貸出金、共済事業の長期共済・介護共済・年金共済、

購買事業の生産購買、福祉事業、販売事業の米穀・園芸・畜産については、事業計画を達成

することができましたが、購買事業の生活購買・拠点型購買、旅行事業については、達成す

ることができませんでした。

　また、総合収支においては旅行事業を除き信用事業、共済事業、購買事業、福祉事業、販

売事業で達成することができました。

⑥　当該事業年度における重要事項

　当組合は、平成２８年３月１日にいわき市農業協同組合、郡山市農業協同組合、たむら農業

協同組合、いわき中部農業協同組合、ふたば農業協同組合が合併し、いわき市農業協同組合

が存続組合となっております。

農業振興活動４

⑴　復興対策に関する取組方針

　東日本大震災・原発事故から６年が経過しましたが、被災地域の多くが依然として避難指示

が継続されています。避難指示が解除された町村においては、水稲中心に営農再開が徐々に進

展しつつあるものの住民の帰還に向けた動きは依然として鈍く、更なる農業基盤復旧と営農再

開にかかる取組みが求められます。避難指示区域外においても風評被害による農産物価格下落

が継続している等震災・原発事故からの復興には長い時間と労力が必要です。

　ＪＡの本来の使命は、「地域農業を振興し、安心・安全な農畜産物を消費者に供給して、農家

の所得向上と地域の振興を図ること」であります。そのためには震災からの早期復興と地域農

業の振興への取組みを通じて、地域社会の発展に最大限の貢献を果たしていく必要があります。

　被災された組合員が早期の帰還と営農再開を果たし、地域農業の生産基盤の再生を図るため

行政ならびに関係機関と連携し、被災地域の復興加速を最優先課題として取組んでまいります。

≪農業関係の持続的な取り組み≫
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⑵　営農指導に関する取組方針

　農協法の改正や農協改革に伴う新制度への対応と自己改革の実践が求められている中、ＪＡ

福島さくらの経営理念に掲げる「農業の振興と地域社会への貢献」に基づき、ＪＡが求められ

ている「農業者の所得増大」・「農業生産の拡大」・「地域の活性化」の実践に向け、消費者の信

頼に応えるため、安全で安心な農産物を安定的に供給できる体制を強化し、農業所得の確保を

図ります。

　また、担い手支援対策により担い手の多様なニーズに応え、持続可能な地域農業の実現とと

もに、新たな担い手づくりにも取組み、「農」を通じて豊かな地域づくりを目指します。

①　出向く営農指導の強化

・地域農業の現状把握からの行動目標を設定します。

・「地域生産振興計画」等に基づいた生産推進によるＪＡ事業の利用拡大

・行政及び関係機関等と連携した補助事業の導入による地域営農の高度化

②　担い手支援対策の強化（担い手支援活動）

・担い手支援担当者の配置による個別支援の強化

・担い手支援担当者の育成

・地域営農ビジョンの策定と実践

⑶　農業所得向上に関する取組方針

　農業所得の増大を図るため、農家から預かった農産物を「１円でも高く販売する」を基軸と

し、生産拡大と販売力の強化に取組みます。選ばれる産地を目指し、出荷コストの削減と安定

出荷のため一元集荷販売を基本とし、市場委託販売からの段階的な転換として、買取販売・契

約販売等の拡大に取組むとともに本店担当部署に農産物直販係を配置し、直売事業の強化を図

ります。

　組合員の農業所得向上の実現に向けて、「スーパーバイザー」の機能を充分に発揮し、生産

資材の仕入強化を図り、良質で安価な生産資材の提供をいたします。また、暮らしに役立つ魅

力ある商品を提案して事業を展開いたします。

【農業融資】

①　農家等のニーズ把握と対応するための態勢の構築

②　農業近代化資金等の制度資金、ＪＡ農業資金の商品内容や取扱方法を熟知した担当者の

育成

③　担い手支援担当者との連携による担い手経営体等への定期的な訪問活動の実施
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⑴　農業者等の経営支援に関する取組方針

①　組合員の生活・農業経営の災害復興に向けた、金融サービスの提供

②　組合員と地域への貢献のための「農業メインバンク・生活メインバンク機能強化」を柱と

した取り組み

③　顧客視点営業を通して利用者本人の満足度向上とライフイベント・ニーズに応じた利用者

軸に基づく取り組み

⑵　農業者等の経営支援に関する体制整備

①　被災組合員等に対する相談機能発揮及び十全な融資対応、行政との連携による農業・地域

経済復興への取り組み

②　地域農業の担い手となる大規模農家・農業生産法人等に対して営農経済担当部署との連携

強化

③　利用者拡大、利用者保護、利用者満足度向上のため重点商品を定めサービス向上

⑶　利用者基盤の拡充・再構築に向けた取組み（農業メインバンク・生活メインバンク）

①　東日本大震災への対応

②　存在意義としてのメインバンク強化

③　大口安定利用者（世帯）への重点対策

④　利用者軸に基づく事業推進への転換

⑤　利用者利便性等の向上

⑥　利用者の認知度向上

⑦　利用者保護等への適切な対応

≪地域密着型金融への取り組み≫

地域貢献情報５

　当ＪＡは、郡山市、いわき市、田村市、田村郡三春町・小野町、双葉郡広野町・楢葉町・富

岡町・川内村・大熊町・双葉町・浪江町・葛尾村を事業区域として、農業者と多くの地域住民

の皆さまが組合員となって、相互扶助（お互いに助け合い、お互いに発展していくこと）を共

通の理念として運営される協同組織であり、地域農業の活性化に資する地域金融機関です。

　当ＪＡの資金は、その大半が組合員を始め皆さまからお預かりした、大切な財産である「貯

金」を源泉としております。

　一方、資金を必要とする組合員や地域の皆さま方にご融資し、暮らしや事業のお手伝いをさ

せて頂いております。

　そして、ＪＡの総合事業をつうじて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域

≪協同組織として≫
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　組合員や地域の皆さまからお預かりした貯金の残高は６，１６５億２１百万円となっております。

≪地域からの資金調達の状況≫

の協同組合、として、農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向けた地域貢献に努めてい

ます。

平成２９年２月末資　　　格

５１７，７１８組　　合　　員　　等

　９８，８０２そ　　　　の　　　　他

６１６，５２１合　　　　　　　　計

（単位：百万円）貯金の資格別残高

〔貯金商品〕

　「スプリングキャンペーン」、「ナツトクキャンペーン」および「ホクホクキャンペーン」

を実施し、定期貯金、定期積金等のご契約者に対して“ちょリス”グッズをプレゼントする

など、幅広いお客様に好評をいただいております。

　組合員や地域の皆さまへの貸出金の残高は１，０２８億６０百万円となっております。

　農業の経営改善や近代化、発展のために資することを目的として、各種制度資金を取り扱っ

ております。

　　　　○農業近代化資金　　　　　　　　　　　　３５６百万円

　　　　○㈱日本政策金融公庫資金　　　　　　　　　８６百万円

≪地域への資金供給の状況≫

平成２９年２月末資　　　格

　８７，９８２組　　合　　員　　等

　１４，８７７

　　（３，９６５）

　　（７，１３２）

　　（３，７８０）

そ　　　　の　　　　他

（うち地方公共団体等）

（うち金　融　機　関）

（うちそ　　の　　他）

１０２，８６０合　　　　　　　　計

（単位：百万円）貸出金の資格別残高
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○　東日本大震災の復興活動

　県内外にて地元野菜の即売会などの活動・生産物の放射線測定・放射線と農業に関する講習

会の開催などの震災復興活動を行っております。

○　食と農を結ぶＪＡ食農教育の展開

　次世代を担う子供たちを対象とした、「バケツ稲作り」や、学習田での米づくり、田んぼの

生きもの調査等を開催し、子供たちの手で直接体験してもらうことで、農作業と自然の恩恵を

受けて成長する農作業の大切さや、食べ物を大切にする心をはぐくんでもらう活動を開催して

います。

　また、全体企画として「アグリカレッジ　ｉｎ　いわき」を開催し、地元で採れた野菜がどのよ

うに調理されて食卓に並ぶのかを親子で学ぶことや、地区ごとの取組みとして「郡山女子大付

属高校の田植え支援」、「親子でわくわく農業体験」や「親子農業体験ツアー」等を実施し食料

と農業、自然環境への理解を深めています。

○　健康増進活動の取り組み

　組合員・利用者のくらしと健康を守ることを目的とした健康増進活動を実施しており、健康

診断の実施や健康講話・生活講話・健康体操などの指導が主な内容となっております。

　また、健康寿命１００歳プロジェクトの取組みとして、年金友の会の愛好者による「ゲート

ボール大会」や各地区においっては健康ウォーキング大会や健康講話を開催しております。

○　地域貢献活動（地域行事への参加・協賛等）の取組み

　地域の環境美化運動（ゴミ拾い）・防犯活動「安全・安心パトロール子供１１０番」に取り組む

とともに、各地域で開催されるお祭りやイベントに積極的に参加・協賛しております。

　また、認知症サポーター養成講座等を開催するなどして、高齢者にやさしい地域づくりに努

めています。

○　教育文化活動

　協同組合の意義と必要性を地域の皆さへ理解してもらうために「家の光」、「日本農業新聞」

の普及活動を実施しております。

○　各種イベントの開催

　地域のみなさまとの交流と親睦を兼ねた行事として、各地区でのＪＡまつりの開催、ファー

マーズマーケットの売り出し等を積極的に開催し、地域に根ざしたＪＡづくりに取り組んでい

ます。

○　情報提供活動

　ＪＡと組合員を結ぶ広報誌「さくら」の定期的な発行やホームページをとおして、より多く

の方々に活動の報告やニュースの提供をしています。

≪文化的社会的貢献に関する事項≫
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リスク管理の状況６

　組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご利用いただくためには、より健全性の高い経営

を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。

　このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応すべくリスク

管理体制を整備し、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リクス管理の基本的な

体系を整備しています。

　また、この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施など

を通じてリスク管理体制の充実・強化に努めています。

①　信用リスク管理

　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを含む）

の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。

　当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定してい

ます。

　また、通常の貸出取引については、本店にリスク管理部保全審査課を設置し各支店と連携

を図りながら、与信審査を行っています。

　審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うととも

に、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。

　貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行って

おります。

　不良債権については管理・回収方針を作成・実施し、資産の健全化に取り組んでいます。

　また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「債権の償却・引当基準」に基づき必

要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

②　市場リスク管理

　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、

資産・負債（オフ・バランスを含む）の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債から

生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことです。主に金利リスク、価格変動リスク

などをいいます。

　金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミス

マッチが存在している中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスク

をいいます。また、価格変動リスクとは、有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減少

するリスクのことです。

リスク管理体制について

≪リスク管理基本方針≫
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　当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールする

ことにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益

力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感度分析などを実施し、

金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当Ｊ

Ａの保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を

定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及

び意思決定を行っています。

　運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき

有価証券の販売やリスクヘッジを行っています。

　運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうか

チェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③　流動性リスク管理

　流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確

保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより

損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができない

ため、通常よりも著しく不利益な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリス

ク（市場流動性リスク）のことです。

　当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次に資金計画を作成し、

安定的な流動性の確保に努めています。

　また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置づけ、商品

ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの対策の際に検討を行って

います。

④　オペレーショナル・リスク管理

　オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切

であること又は外生的な事象により損失を被るリスクのことです。

　当ＪＡでは、収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市場リスク及び

流動性リスク以外のリスクで受動的に発生する事務、システム、法務などについて事務処理

や業務運営の過程において、損失を被るリスクと定義しています。

　事務リスク、システムリスクなどについて、事務手続きを整備し、定期検査等を実施する

とともに、事故・事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握する体制を整備して、リス

ク発生後の対応及び改善が迅速・正確に反映ができるよう努めています。

⑤　事務リスク管理

　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより

金融機関が損失を被るリスクのことです。

　当ＪＡでは、業務の多様化や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務手
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続きを整備するとともに、自主検査を実施し事務リスクの削減に努めています。

　また、事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善を図るとともに、内部

監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施しています。

⑥　システムリスク管理

　システムリスクとは、コンピューターシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備に

伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金融

機関が損失を被るリスクのことです。

　当ＪＡでは、コンピューターシステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用に努めると

ともに、システムの万一の災害・障害等に備えております。

「余裕金運用等にかかるリスク管理手続き」に基づき管理すべきリスク

：市場金利の変化により資産、負債または期間収益が変動するリスク・金利リスク

：取引先、債券発行体等の債務不履行により預金、有価証券等の元利金回収ができなくなるリスク・信用リスク

：運用調達のミスマッチや予期せぬ資金流出等により必要な資金を確保できなくなることや、市場の混
乱等により著しく不利な金利・価格での取引を余儀なくされるリスク

・流動性リスク

その他、ＪＡの実態・事情に照らし管理すべきリスク等

：大きくは収支リスクに包含されるもの。他事業運用による期間収益（収益機会）の損失リ
スク（部門間における運用・調達構造および部門別収支のバランスの確認・検証）。

・他事業運用（収支）リスク

：大きくは自己資本管理（自己資本比率・固定資産比率）に包含されるもの（保有する固定
資産がどの程度自己資本でまかなわれているか、不稼働資産として減損会計の対象となっ
た場合の影響等）。また、災害その他の事象から生じる有形固定資産の毀損リスクを含む。

・固定資産（自己資本）リスク

：大きくは事務・法務リスクに包含されるもの。関連・子会社の不祥事等による本体への風
評リスクにも関連。

・関連会社、子会社リスク

：大きくは事務リスクに包含されるもの。専任担当者または同一業務長期従事者の異動等に
より、適格な事務処理が滞るリスク。また、人事運営上（報酬・手当・解雇基準等）の不
公平、不公正および差別的行為（セクシャルハラスメント・パワーハラスメント等から生
じるリスクを含む）。

・人的（要員）リスク

リスク管理態勢図
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　利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の厳しい批

判に鑑みれば、組合員・利用者からの信頼を得るためには、法令等を遵守し、透明性の高い経

営を行うことがますます重要になっています。

　このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、こ

の徹底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上に繋がるとの観点にたち、コ

ンプライアンスを重視した経営に取り組みます。

法令遵守体制

≪コンプライアンス基本方針≫

　コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合長を委員長とする

コンプライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンスの推進を行うため、本店各部

門・各支店ほか各事業拠点にコンプライアンス担当者を設置しています。

　基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、

研修会を行い全役職員に徹底しています。

　毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効性ある推進に努めるとともに、統括

部署を設置し、その進捗管理を行っています。

　また、組合員・利用者の皆さまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、苦情・相

談等の専門窓口を設置しています。

≪コンプライアンス運営態勢≫

①　苦情処理措置の内容

　当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容を

ホームページ・チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、

迅速かつ適切な対応に努め、苦情等の解決を図ります。

　当ＪＡの苦情等受付窓口（受付時間：午前９時～午後５時　金融機関の休業日を除く）

〔本店〕・金融部金融事務課　電話番号：０２４－９２１－０５３０

　　　・共済部保全事務課　電話番号：０２４－９２１－０７５８

〔支店〕・末尾記載（店舗等のご案内）の各支店

ＪＡ共済相談受付センター（ＪＡ共済連　全国本部）

電話番号：０１２０－５３６－０９３（フリーダイヤル）

受付時間：午前９時～午後５時（土日・祝祭日および１２月２９日～１月３日を除く）

金融ＡＤＲ制度への対応
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②　紛争解決措置の内容

　当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

〔信用事業〕

福島県弁護士会（電話：０２４－５３４－２３３４）

①の窓口または福島県ＪＡバンク相談所（電話：０２４－５５３－５５５９）にお申し

出ください。

なお、直接紛争解決をお申し立ていただくことも可能です。

受付時間：午前９時～午後５時（金融機関の休業日を除く）　

〔共済事業〕

㈳日本共済協会　共済相談所　　　（電話：０３－５３６８－５７５７）

㈶自賠責保険・共済紛争処理機構　（電話：０３－５２９６－５０３１　本部）

㈶日弁連交通事故相談センター　　（電話：０３－３５８１－４７２４　本部）

㈶交通事故紛争処理センター　　　（電話：０３－３３４６－１７５６　東京本部）

　当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理及び各

部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項

の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・改善に努めています。

　また、内部監査は、ＪＡの本店・支店のすべてを対象とし、中期及び年度の内部監査計画に

基づき実施しています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に通知

され、定期的に被監査部門の改善取り組み状況をフォローアップしています。また、監査結果

の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、直ちに

理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措置を講じています。

内部監査体制
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コンプライアンス体制図
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貸出運営の考え方７

　当組合は、組合員をはじめ農業の振興や地域社会の発展のため、利用者ニーズに合った融資

対応をいたしております。

　農業および農村活性化のための制度資金を中心とした資金、組合員が実施する資産管理事業

や各種ローンを中心とした生活資金等にも積極的に対応しております。

　また、地域金融機関としての幅広い地域振興と地域開発のため、農業関連産業を中心とした

資金需要に応えるため弾力的な貸出対応を行っております。

金融商品の勧誘方針８

　当組合は、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売等の勧誘にあたっては、次の事項

を遵守し、組合員・利用者の皆さまに対して適正な勧誘を行います。

１．組合員・利用者の皆さまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考

慮のうえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．組合員・利用者の皆さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分

に理解していただくよう努めます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供したりするなど、

組合員・利用者の皆さまの誤解を招くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者の皆さまのご都合に合わせて行うよう努めます。

５．組合員・利用者の皆さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。

６．販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆さまからのご質問やご照会については、適切な対

応に努めます。

個人情報保護方針９

　当組合は、組合員・利用者等の皆様の個人情報を正しく取扱うことが当組合の事業活動の基

本であり社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓約します。

１．関連法令等の遵守

　当組合は、個人情報を適正に取扱うために、「個人情報の保護に関する法律」（以下「保

護法」といいます。）その他、個人情報保護に関する関係諸法令および個人情報保護委員会

のガイドライン等に定められた義務を誠実に遵守します。

　個人情報とは、保護法第２条第１項、第２項に規定する、生存する個人に関する情報で、

特定の個人を識別できるものをいい、以下も同様とします。
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　また、当組合は､特定個人情報を適正に取扱うために、「行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律」（以下「番号利用法」といいます。）その他、特定

個人情報の適正な取扱いに関する関係諸法令およびガイドライン等に定められた義務を誠実

に遵守します。

　特定個人情報とは、番号利用法２条第８項に規定する、個人番号をその内容に含む個人情

報をいい、以下も同様とします。

２．利用目的

　当組合は、個人情報の取扱いにおいて、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめ

ご本人の同意を得た場合および法令により例外として扱われるべき場合を除き、その利用目

的の達成に必要な範囲内でのみ個人情報を利用します。ただし、特定個人情報においては、

利用目的を特定し、ご本人の同意の有無に関わらず、利用目的の範囲を超えた利用は行いま

せん。

　ご本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下も同様とします。利用

目的は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ公表するか、取得後速

やかにご本人に通知し、または公表します。ただし、ご本人から直接書面で取得する場合に

は、あらかじめ明示します。

３．適正取得

　当組合は、個人情報を取得する際、適正かつ適法な手段で取得いたします。

４．安全管理措置

　当組合は、取扱う個人データ及び特定個人情報を利用目的の範囲内で正確・最新の内容に

保つよう努め、また安全管理のために必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に

監督します。

　個人データとは、保護法第２条第６項が規定する、個人情報データベース等（保護法第２

条第４項）を構成する個人情報をいい、以下同様とします。

５．匿名加工情報の取扱い

　当組合は、匿名加工情報（保護法第２条第９項）の取扱いに関して消費者の安心感・信頼

感を得られるよう、保護法の規定に従うほか、個人情報保護委員会のガイドライン、認定個

人情報保護団体の個人情報保護指針等に則して、パーソナルデータの適正かつ効果的な活用

を推進いたします。

６．第三者提供の制限

　当組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得

ることなく、個人データを第三者に提供しません。

　また、当組合は、番号利用法１９条各号により例外として扱われるべき場合を除き、ご本人

の同意の有無に関わらず、特定個人情報を第三者に提供しません。

７．機微（センシティブ）情報の取り扱い

　当組合は、ご本人の機微（センシティブ）情報（要配慮個人情報並びに労働組合への加盟、

門地、本籍地、保健医療等に関する情報）については、法令等に基づく場合や業務遂行上必

要な範囲においてご本人の同意をいただいた場合等を除き、取得・利用・第三者提供はいた

しません。
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８．開示・訂正等

　当組合は、保有個人データにつき、法令に基づきご本人からの開示、訂正等に応じます。

　保有個人データとは、保護法第２条第７項に規定するデータをいいます。

９．苦情窓口

　当組合は、個人情報につき、ご本人からの質問・苦情に対し迅速かつ適切に取り組み、そ

のための内部体制の整備に努めます。

１０．継続的改善

　当組合は、個人情報について、適正な内部監査を実施するなどして、本保護方針の継続的

な改善に努めます。

自己資本の状況１０

　当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、

財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。

　内部留保に努めると供に、不良債権処理及び業務の効率化等に取り組んだ結果、平成２９年２

月末における自己資本比率は１３．７０％となりました。

≪自己資本比率の状況≫

　平成２９年２月末における連結自己資本比率は、１４．２８％となりました。

≪連結自己資本比率の状況≫

　当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。

≪経営の健全性の確保と自己資本の充実≫

内　　　　　　容項　　　　　　目

福島さくら農業協同組合発行主体

普通出資資本調達手段の種類

８，５７８百万円（前年度１，７４０百万円）コア資本に係る基礎項目に算入した額

○普通出資による資本調達額

　当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率

を算出して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリス

クに対応した十分な自己資本の維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充

実につとめています。

　また、１９年度から、信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利リスクなどの各種リスク

を個別の方法で質的または量的に評価し、リスクを総体的に捉え、自己資本と比較・対照し、

自己資本充実度を評価することにより、経営の健全性維持・強化を図っております。
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主な事業の内容１１

　信用事業は、貯金、融資、為替などいわゆる銀行業務といわれる内容の業務を行っています。

この信用事業は、ＪＡ・農林中金という２段階の組織が有機的に結びつき、「ＪＡバンク」と

して大きな力を発揮しています。

◇　貯金業務

　組合員の方はもちろん、地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預かりしてい

ます。

　普通貯金、当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金を目的・期間・金額

にあわせてご利用いただいています。

　また、公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け取り、給与

振込等もご利用いただけます。

⑴　主な事業の内容

≪信用事業≫

お預け入れ金額期　　　間特　　　　色貯金の種類

・出し入れ自由の普通貯金と利息の有利な定期貯金を１冊の通帳にセット。
・「引出す・預入れる」の基本機能に加え、給与や年金の「受取り」、公共
料金などの自動引落しといった「支払い」、毎月決まった日に普通貯金か
ら定期積金に振替えて確実に「貯める」など便利な機能満載です。

・公共料金などの自動支払を申し込まれていても、万が一、貯金口座の残高
不足によりお引落しができなくても、セットで取り組まれている定期貯金
の９０％（最高２００万円）まで自動的にお借入れできます。（別途所定の貸越
利息がかかります。）

総　 合　 口　 座

１円以上
期間の制限はありま
せん。

・会社を経営する方に安全で効率的
な小切手をご利用いただける貯金
です。

当 座 貯 金

・公共料金等の自動支払口座として、
また、給与・年金等のお受取口座
として最適です。

普 通 貯 金
普通貯金無利息型（決済用）

・普通貯金よりも有利な金利で増や
しながら、普通貯金と同様自由に
お引き出しができる貯金です。

貯 蓄 貯 金

５０，０００円以上７日以上
・７日以上の短期の預入にご利用い
ただけます。

通 知 貯 金

１円以上入金はいつでも・税金の納付に備えるための貯金です。納 税 準 備 貯 金

１円以上

単利型
　１か月以上５年以内
複利型
　３年、４年、５年

・単利型は法人および個人、複利型
は個人に限定

・預入時の店頭表示の利率を満期日
まで適用します。

・複利型は半年毎に複利計算を行い
ます。

ス ー パ ー 定 期

定
　期
　貯
　金
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お預け入れ金額期間特色貯金の種類

１円以上
３００万円未満

最長３年
・１年ごとの複利計算で大きく育ち、
１年を過ぎれば一部でも払い戻し
ができます。

ス ー パ ー
期日指定定期貯金

定
　
　
期
　
　
貯
　
　
金

１円以上

単利型
　１年、２年、３年
複利型
　３年

・単利型は法人および個人、複利型
は個人に限定

・預け入れの定期貯金の金利が金融
情勢に合わせて半年ごとに変動す
る定期貯金。３年の預け入れであ
れば、半年ごとに複利計算を行い
ます。

変動金利定期貯金

１，０００万円以上１か月以上５年以内

・単利型は法人および個人。
・預け入れ時の市場情勢を反映した
高い利回りの商品なので、まと
まった資金の運用に最適です。

大 口 定 期 貯 金

１円以上
１，０００万円未満

最長５年
据置期間６ヶ月

・６か月を過ぎたらお引き出し自由
です。

・半年ごとに複利計算を行います。
据 置 定 期

１回あたり
１，０００円以上

６か月以上１０年以内
またはエンドレス
（期間制限なし）

・積立金を一本一本のスーパー定期
またはスーパー期日指定定期でお
預かりする貯金です。

・商品によっては、１年間の据置期
間後は積立金の一部をお引き出し
になれます。

積 立 定 期 貯 金

積
立
型
貯
金

１円以上

３年以上
・お勤めの方々の財産づくりに最適
です。

一 般 財 形 貯 金
財
　形
　貯
　金

５年以上
・退職後の生活に備えた資金づくり
に最適です。

財 形 年 金 貯 金

原則５年以上・マイホーム資金づくりに最適です。財 形 住 宅 貯 金

１回あたり
１，０００円以上

１，０００万円未満
６か月以上５年以内

・教育資金や結婚資金、海外旅行等
目標を決めて毎月コツコツ積み立
てます。

・「味覚友の会」、その他いろいろ取
り揃えております。

定 期 積 金

１，０００万円以上
１円単位

定型方式
　１か月以上５年未満
期日指定方式
　７日以上５年未満

・大口資金を高利回りで運用できま
す。また、満期日前に譲渡できます。

譲渡性貯金（ＮＣＤ）



ディスクロージャー誌　２０１７

－20－

◇　融資業務

　組合員への融資をはじめ、地域のみなさまの暮らしや経営に必要な資金をご融資しています。

　また、地方公共団体、農業関連産業・地元企業等、農業以外への事業へも必要な資金を貸

し出し、農業の振興はもとより、地域社会の発展のために貢献しています。

　さらに、㈱日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸付、個人向けロー

ンも取扱っています。

主な住宅ローン

金
利

担保・保証人返済方法ご融資期間ご融資金額お使いみちなど
ローンの
種　　類

固
定
・
変
動

担保：土地、建物
保証人：原則必要あ
りません。
農業信用基金協会の保証
協同住宅ローン㈱の保証
全国保証㈱の保証元利均等返済

①毎月返済方式
②ボーナス併用
毎月返済方式

３５年以内
＊借換は
　３４年以内

一般型
５，０００万円以内

住宅の新築・増改築資金や
土地、建売住宅、マンショ
ン、中古住宅の購入資金な
どにご利用いただけます。

住宅ローン

１００％応援型
借換応援型
５，０００万円以内

新築購入コース
スマイルいちばん
ネクスト５

１０，０００万円以内

担保：必要ありません。
保証人：原則必要あ
りません。
農業信用基金協会の保証
協同住宅ローン㈱の保証
三菱ＵＦＪニコス㈱の保証
㈱ジャックスの保証

２０年以内１，５００万円以内

住宅の増改築・修理・内外
装、造園、門塀・車庫など
の建築資金にご利用いただ
けます。

リフォーム
ロ ー ン

その他のローン

金
利担保・保証人返済方法ご融資期間ご融資金額お使いみちなど

ローンの
種　　類

固
定
・
変
動

担保：必要ありません。
保証人：原則必要あ
りません。
農業信用基金協会の保証
三菱ＵＦＪニコス㈱の保証
㈱ジャックスの保証

元利均等返済
①毎月返済方式
②ボ－ナス併用
毎月返済方式

５年以内３００万円以内お使いみちはご自由です。フリーローン

１６年１０か月
以内

（据置期間含む）
１，０００万円以内

入学金、授業料、学費およ
びアパート家賃等教育資金
にご利用いただけます。

教育ローン

１０年以内
（ＪＡ住宅ロー
ン借入者は１０
年以内）

１，０００万円以内

車の購入はもちろん車検、
運転免許取得、車庫建設等
車のことならなんでもご利
用いただけます。

マ イ カ ー
ロ ー ン

１０年以内１，８００万円以内

農機具購入等資金、パイプ
ハウス等資材購入・建設費
用、格納庫建設資金、現在
他金融機関から借入中の農
機具ローンの借換資金とし
てご利用いただけます。

農機ハウス
ロ ー ン

固
定

約定返済方式
２年以内
（自動更新）

５０万円以内お使いみちはご自由です。
カ ー ド
ローンⅡ型

☆商品利用の留意事項
⑴　消費者ロ－ンの利用法
①　ご自分の収入から判断し、支払い能力を超えたご利用にならないようご注意ください。
②　計画的なご利用を心がけてください。
③　ご自分のご利用残高を確認のうえ、ロ－ンやクレジットの毎月返済金額がいくらになるか把握してお
いてください。

⑵　変動金利ル－ル適用
　変動金利に関する特約を定めた場合、特約の条項に基づき基準とする金利の変動幅により変動いたします。
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　政府系金融機関等の取扱窓口として、次の各機関等の代理貸付業務をお取扱しています。

資　　　　　金　　　　　名金融機関等

農業基盤整備資金、経営体育成強化資金、農業経営維持安定資金、スーパーＬ

資金（農業経営基盤強化）、中山間地域活性化資金、農業改良資金、他㈱日本政策金融公庫

入学資金、在学資金

マイホーム新築資金、マンション購入資金、リフォーム資金、建売住宅購入資

金、リ・ユース住宅購入資金、分譲住宅購入資金、他
住宅金融支援機構

農業近代化資金、農家経営安定化資金、新スーパーＳ資金（農業経営改善促進

資金）、他
県

◇　為替業務

　全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗を始め、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替網

で結び、当ＪＡの窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・送金や手形・小切手等の

取立が安全・確実・迅速にできます。

※消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。

金　　　　額手　数　料　の　種　類

県内・県外系統を含む４３２円１件につき当ＪＡ本支店（所）あて
送金手数料

６４８円１件につき他金融機関あて

※ただし、本人・家族

名義への振込は除く。

１０８円３万円未満１件につき
同　一　店　内

窓口利用

振
　
　
　
込
　
　
　
手
　
　
　
数
　
　
　
料

３２４円３万円以上１件につき

県内・県外系統を含む２１６円３万円未満１件につき
当ＪＡ本支店（所）あて

〃４３２円３万円以上１件につき

５４０円３万円未満１件につき
電 信 扱 い

他金融機関

あて

７５６円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき
文 書 扱 い

６４８円３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき
同一店舗内

ＪＡバンク・

ＪＦマリンバンク

キャッシュ

カード利用

ＡＴＭ利用

３２４円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき当ＪＡ本支

店 あ て

（系統含む） ６４８円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき他金融機関

あ て ６４８円３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき
同一店舗内

他行

キャッシュ

カード利用

２１６円３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき当ＪＡ本支

店 あ て

（系統含む） ３２４円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき他金融機関

あ て ６４８円３万円以上１件につき
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金　　　　額手　数　料　の　種　類

無料３万円未満１件につき
当　Ｊ　Ａ　内

インターネット

バンキング

利用

振

　

　

　

込

　

　

　

手

　

　

　

数

　

　

　

料

無料３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき他　Ｊ　Ａ　あ　て

（県内・県外系統を含む） ２１６円３万円以上１件につき

３２４円３万円未満１件につき
他金融機関あて

４３２円３万円以上１件につき

無料３万円未満１件につき
同　一　店　舗　内

法人ネット

バンク利用

無料３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき
本　支　店　あ　て

３２４円３万円以上１件につき

２１６円３万円未満１件につき
県内系統あて

４３２円３万円以上１件につき

２１６円３万円未満１件につき
県外系統あて

４３２円３万円未満１件につき

４３２円３万円未満１件につき
他金融機関あて

法人ネット

バンク利用 ６４８円３万円以上１件につき

無料３万円未満１件につき
当　Ｊ　Ａ　内

ＦＢ

（ファーム

バンキング）

利用

無料３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき他　Ｊ　Ａ　あ　て

（県内・県外系統を含む） ３２４円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき
他金融機関あて

６４８円３万円以上１件につき

※ただし、本人・家族

名義への振込は除く。

１０８円３万円未満１件につき
同　一　店　内

定時自動

送金利用

２１６円３万円以上１件につき

県内・県外系統を含む１０８円３万円未満１件につき
当ＪＡ本支店（所）あて

〃３２４円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき
他金融機関あて

６４８円３万円以上１件につき

県内・県外系統を含む４３２円１件につき当ＪＡ本支店（所）あて
代金取立手数料

（隔地間）
６４８円１件につき（普通扱い）

他金融機関あて
８６４円１件につき（至急扱い）

ただし、６４８円を超える

取立費用を要する場合

は、その実費を徴収し

ます。

６４８円１件につき送金・振込の組戻料

その他の

諸手数料

６４８円１通につき不渡手形返却料

６４８円１通につき取立手形組戻料

６４８円１通につき取立手形店頭呈示料

※視覚障がい者、手が不自由な者、ＡＴＭを利用し振込手続きを行うことが困難な者から窓口で振込の

依頼を受け、役席者が当該利用者がＡＴＭを利用し振込手続きを行うことは困難と判断した場合、窓

口振込手数料についてＡＴＭ振込手数料を適用します。
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◇　国債等窓口販売

　国債（利付・割引国庫債券）の窓口販売の取扱いをしています。

換　　金手数料特　　典
利回り、
発行価格

発
行

申込
単位

期間名　称

換金時の市場実勢価
格で換金できます。

１か月
あたり
１０８円

マル優、マル
特が各３５０万
円までご利用
いただけます。

発行の都度決定
固定金利

毎
月５万円

１０年
長期利付
国　　債

国
債
窓
口
販
売

２、５年
中期利付
国　　債

発行から１年経過後
より中途換金が可能。
ただし、直近２回分
の利子（税引前）相当
額＊０．７９６８５の支払
いが必要となります。手数料

なし

マル優、マル
特が各３５０万
円までご利用
いただけます。

３年固定利付
国債の金利
－０．０３％

毎
月

１万円

３年

個人向け
国　　債

５年固定利付
国債の金利
－０．０５％

５年

発行から１年経過後
より中途換金が可能。
ただし、直近２回分
の利子（税引前）相当
額＊０．７９６８５の支払
いが必要となります。

半年ごとに実勢
金利に応じて利
率が変動
基準金利×０．６６
利率の下限は
０．０５％

１０年

◇　その他の業務及びサービス

　当ＪＡでは、コンピュータ・オンラインシステムを利用して、各種自動受取、各種自動支

払や事業主のみなさまのための給与振込サービス、自動集金サービスなど取り扱っています。

　また、国債の（新窓販国債、個人向け国債）の窓口販売の取り扱い、投資信託の取り扱い、

貸金庫のご利用、全国のＪＡでの貯金の出し入れや銀行、信用金庫、コンビニエンス・スト

アーなどでも現金引き出しのできるキャッシュサービスなど、いろいろなサービスに努めて

います。

内　　　　　　　　　　　　　容項　　目

ＪＡのキャッシュカードがあれば、全国のＪＡ・農林中金・都銀・地銀・第二地銀・
信金・信組・労金、ゆうちょ銀行、コンビニＡＴＭでのお取引ができます。

ＪＡキャッシュ
サ ー ビ ス

給与・ボーナスがお客様のご指定いただいた貯金口座に自動的に振り込まれます。
振り込まれた給与はキャッシュカードにより必要な時にお引き出しができます。

給 与 振 込
サ ー ビ ス

国民年金・厚生年金・農林年金等公的年金、配当金などがお客様の口座に自動的に
振り込まれます。その都度お受取りに出かけられる手間も省け、期日忘れのご心配
がなくなるほか、貯金口座に振り込まれた日から利息がつきますので大変お得です。

各種自動受取
サ ー ビ ス

電気料・ＮＨＫ放送受信料・電話料のほか、税金・高校授業料・水道料など、普通
貯金（総合口座）から自動的にお支払い致しますので集金や振込の煩わしさがなく
なります。

各種自動支払
サ ー ビ ス

お買物・ご旅行・お食事など、お客様のサインひとつでご利用いただけます。また、
お金が必要な時はキャッシュサービスも受けられる便利なカードです。さらに、携
帯電話･ＰＨＳ料金・公共料金の支払いもできます。

クレジットカード
（ＪＡカ－ド）

お客様の売上代金・会費・サービス代金などをＦ－ＮＥＴ（福島県資金ネットサービス
センター）がお客様に代わってご集金先のお取引金融機関（ゆうちょ銀行を除く全
国の金融機関）から口座振替により代金を集金いたします。

Ｆ－ＮＥＴ代金回収
サ ー ビ ス

加盟店様に設置されたカード端末と当会のコンピュータをオンラインで結び、
キャッシュカードを使って商品購入代金を即時に決済するサービスです。ご利用者
の貯金口座から引き落とした代金は、加盟店様の口座に入金されます。

デビットカード
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ＡＴＭの利用手数料

手数料

（１回につき）
利　　用　　時　　間

キャッシュカード等の種類

および提携先ＡＴＭ

無料終　日
支払

受入
全日

ＪＡバンクキャッシュカード

または県内ＪＡ通帳

無料終　日支払全日ＪＦマリンバンクキャッシュカード

１０８円８：４５～１８：００
支払平日

他行キャッシュカード（※１）
２１６円上記以外の時間帯

２１６円終　日支払
土曜日

日曜日・祝日

無料８：４５～１８：００支払

受入
平日

ゆうちょ・イーネット・ＬＡＮｓの

ＡＴＭ利用時（※２）

１０８円上記以外の時間帯

無料９：００～１４：００支払

受入
土曜日

１０８円上記以外の時間帯

１０８円終日
支払

受入
日曜日・祝日

１０８円８：４５～１８：００
支払平日

他行（銀行等）のＡＴＭ

（ＭＩＣＳ提携）（※３）

２１６円上記以外の時間帯

２１６円終　日支払
土曜日

日曜日・祝日

※上記手数料については、消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。

　なお、１２月３１日と１月２日は日曜日と同様の手数料とします。また、土曜日と祝日が重なった場合は

祝日と同様の手数料とします。

（※１）三菱東京ＵＦＪ銀行キャッシュカードを利用した場合は、平日（８：４５～１８：００）は無料、その

他の時間帯（平日時間外・土曜日・日曜日・祝日・１２月３１日・１月２日）は１０８円。

ただし、為替振込の場合は他行と同じ手数料とします。

（※２）当ＪＡキャッシュカードで、ゆうちょ・イーネット・ＬＡＮｓのＡＴＭを利用した場合の手数料。

（※３）三菱東京ＵＦＪ銀行のＡＴＭを利用した場合は、平日（８：４５～１８：００）は無料、その他の時間

帯（平日時間外・土曜・日曜・祝日・１２月３１日・１月２日）は１０８円。

備　　　考金　　　額手数料の種類

基本月額手数料
月額１，０８０円照 会 サ ー ビ ス

月額１，０８０円資 金 移 動 サ ー ビ ス

ＦＢ（ファームバンキング）利用手数料

※上記手数料については、消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。
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備　　　考金　　　額手数料の種類

１枚～１００枚 無　料

１０１枚～３００枚 １０８円

３０１枚～５００枚 ２１６円

５０１枚～１，０００枚 ３２４円

１，００１枚～２，０００枚 ６４８円

以降、１，０００枚ごとに４３２円加算

円 貨 両 替

円貨両替手数料

※上記手数料については、消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。

株式（出資金）払込事務委託手数料

※手数料は、上記金額に消費税８％を乗じた額を徴収します。

備　　　考金　　　額手数料の種類

＊新規契約案件からとなります。

１件当り　１０８円帳 票 に よ る も の

１件当り　　５４円電 送 ・ Ｆ Ｄ に よ る も の

１件当り　　５４円定時自動集金振替によるもの

口座振替手数料

※上記手数料については、消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。

備　　　考金　　　額手数料の種類

払込額の０．２５％と受付票１通に

つき５０円との合計額に消費税額

を加算した金額

事 務 委 託 手 数 料

備　　　考金　　　額手数料の種類

基本月額手数料
月額１，０８０円照会・振込振替サービス

月額１，０８０円デ ー タ 伝 送 サ ー ビ ス

法人ネットバンク手数料

※上記手数料については、消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。
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○　集落・担い手等に対する支援活動を実施しています。また、食の安全・安心対策として

「食の安全・安心確保推進本部」を設置して安全確保対策に取り組んでいます。

　エコファーマー資格取得をはじめ、病害虫防除基準をもとに、農薬の安全使用遵守、栽培

履歴記帳を展開し、ＧＡＰ（農業生産工程管理）の導入を推進しております。

○　農産物検査員（民間検査員）による米穀、もみ、大豆、麦、そばの全量検査を行います。

○　農政活動の一環で「ＴＰＰ交渉反対運動」の展開及び、農業者の経済的地位の向上と地域

農業振興並びに豊かな地域社会の実現や、農業者の政治的要求の実現を図ることを目的に

「農業者政治連盟」を設立しております。

○　組合員が生産した安全で安心な農畜産物を販売する事業です。

　主な販売物には次のようなものがあります。

　米、トマト、キュウリ、いんげん、ねぎ、梨、いちご、いちじく、菌茸、菊、畜産、など

○　ファーマーズマーケット（農産物直売所）を運営し、新鮮な野菜を消費者に提供しています。

・　郡　山地区：「旬の庭　久留米店」、「旬の庭　大槻店」

・　たむら地区：「ふぁせるたむら」

・　いわき地区：「新鮮やさい館　谷川瀬店」、「新鮮やさい館　平窪店」、「新鮮やさい館　

好間店」、「ファーマーズマーケット　いがっぺ」、「小名浜グリーン」、「泉

グリーン」、「常磐グリーン」

≪営農指導・販売事業≫

　経済店舗においては、農業生産資材の安定供給、エコ商品・低コスト資材の普及拡大をはじ

め、ＪＡ商品等の取扱いをしております。また、次の事業も取り扱っています。

○食材宅配事業………毎日必要な食材をみなさまのお宅へ配達致します。

○生活用品事業………家電製品など暮らしに必要な生活用品の取り扱いをしています。

≪購買事業≫

　組合員のニーズに対応した旅行商品企画の充実と旅行事業を通じたふれあいの場の提供を

行っております。

≪旅行事業≫
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農青連活動……………青年連盟の活動を通し「農作業事故ゼロ運動」「手作り看板作成」や食

農教育の一環で「田んぼの生き物調査」の実施、子供たちによる「バケ

ツ稲づくり運動」支援、「ゴルフ大会」、「ソフトボール大会」、「ボウリ

ング大会」開催等の活動を行っております。

女性部活動……………地域農業の担い手、ＪＡ運動の実践者として女性の地位向上と経営参画

を進めるため、食や農、健康管理、生活文化活動、消費者との積極的な

交流など幅広い活動を行っております。

ＪＡくらしの活動……組合員をはじめとする利用者・地域住民の営農・生活上の諸課題に取り

組み、地域の活性化と発展に寄与するため「ＪＡ食農教育」「元気高齢

者事業」「健康管理活動」「地域貢献活動」「広報活動」等の活動を行っ

ております。

≪組織活動・暮らしを支える事業≫

　ＪＡ介護保険事業所として、安心して自分らしく暮らせるよう支援し、自立できる環境を提

供することにより、安心して生活できる地域づくりをすすめています。そのため介護支援専門

員、訪問介護員、通所介護員の介護技術の向上に努めております。

　また、歯科診療を通じて健康維持にも努めております。

１．居宅介護支援サービス　

２．訪問介護サービス　

３．高齢者生活支援サービス　

４．通所介護サービス

５．歯科医療事業

・　郡　山地区：「郡山福祉センター」「日和田デイサービスセンターひなた」

「は～とらいふ八山田（２０１７年７月１日開所）」

・　たむら地区：「たむらふれあいセンター」「小野ふれあいセンター」「は～とらいふ船

引」「は～とらいふ三春」「は～とらいふ小野」「デイサービスセンター

きらら」「ＪＡ歯科診療所きらら歯科医院」

・　いわき地区：「いわき福祉センター」「草野デイサービスセンター太陽」「いわき三和

ふれあい館デイサービスセンター」「いわき南福祉センター」「ＪＡデイ

サービスみなみ」「ＪＡ歯科診療所のぞみ歯科医院」「ＪＡ歯科診療所め

ぐみ歯科医院」

≪高齢者福祉事業≫
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　ＪＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用者の皆さまの生

命・傷害・家屋・財産を相互扶助によりトータルに保障しています。事業実施当初から生命保

障と損害保障の両方を実施しており、個人の日常生活のうえで必要とされるさまざまな保障・

ニーズにお応えできます。

　ＪＡ共済では、生命・建物・自動車などの各種共済による生活総合保障を展開しており、皆

さまの生涯にわたるしあわせづくりを、きめ細かい保障プランで力強くサポートします。

◇　ＪＡ共済の仕組み

　ＪＡ共済は、平成１７年４月１日から、ＪＡとＪＡ共済連が共同で共済契約をお引き受けし

ています。ＪＡとＪＡ共済連がそれぞれの役割を担い、組合員・利用者の皆さまに密着した

生活総合保障活動を行っています。

≪共済事業≫

□㈱ＪＡ郡山市農業受委託

　・農作業受委託・施設業務受託事業

　　本社（０２４－９６８－２２００）

　　〒９６３－８５０２　郡山市朝日２－１４－７

□㈱ＪＡ郡山市協同サービス

　・総合葬祭事業

　　本社（０２４－９６２－３１３１）

　　〒９６３－８０４１　郡山市富田町字愛宕前３６

□㈱ＪＡ郡山市食材サービス

　・食材の宅配事業

　　本社（０２４－９６８－２２０１）

　　〒９６３－０５３４　郡山市日和田町字北ノ入６６

≪子会社≫



－29－

ディスクロージャー誌　２０１７

□㈱ＪＡ郡山市燃料サービス

　・石油製品・ＬＰＧの販売、ガソリンスタンドの経営

　　本社（０２４－９６２－０６７７）

　　〒９６３－０２１１　郡山市片平町字木藤田５３

□㈱ＪＡアグリサポートたむら

　・穀類、野菜類、果樹等、水稲、たばこ育苗・野菜苗の生産及び販売

　　本社（０２４７－８２－１２１２）

　　〒９６３－４３９６　田村市船引町船引字南町通１６０

□㈱ＪＡ新聞センターたむら

　・日刊新聞及び書籍・雑誌の販売

　　本社（０２４７－８２－１２２０）

　　〒９６３－４３１２　田村市船引町船引字南町通１５５－１

□㈱ＪＡいわき市協同サービス

　・総合葬祭事業

　　本社（０２４６－２５－９９９９）

　　〒９７０－８０２６　いわき市平九品寺町１－８－２

□㈱ＪＡいわき市燃料サービス

　・石油製品・ＬＰＧの販売、ガソリンスタンドの経営

　　本社（０２４６－３５－３９３９）

　　〒９７０－８０３６　いわき市平谷川瀬字泉町７８－１
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　ＪＡバンクは、全国のＪＡ・信連・農林中央金庫（ＪＡバンク会員）で構成するグループの

名称です。

　組合員・利用者の皆さまに、便利で安心な金融機関としてご利用いただけるよう、ＪＡバン

ク会員の総力を結集し、実質的にひとつの金融機関として活動する「ＪＡバンクシステム」を

運営しています。

　「ＪＡバンクシステム」は、「破綻未然防止システム」と、「一体的事業運営」を２つの柱と

しています。

⑵　系統セーフティネット（貯金者保護の取り組み）

「ＪＡバンクシステム」の仕組み

　当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制度である

「貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保護制度）」との２重のセーフティネットで守られて

います。
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　「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンク全体としての信頼性を確保するための仕組みです。

　再編強化法（農林中央金庫及び特定農業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する

法律）に基づき、「ＪＡバンク基本方針」を定め、ＪＡ経営上の問題点の早期発見・早期改善

のため、国の基準よりもさらに厳しいＪＡバンク独自の自主ルール基準（達成すべき自己資本

比率の水準、体制整備など）を設定しています。

　また、ＪＡバンク全体で個々のＪＡの経営状況をチェックすることにより適切な経営改善指

導を行います。会員より経営管理資料の提出を受け、一定の基準に該当したＪＡ等の経営内容

を点検することによって、問題を早期に発見し、早期是正措置よりも早い段階で経営改善に向

けた指導を行います。

「破綻未然防止システム」の機能

　良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提案力の強化、

共同運営システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランドの確立等の一体的な事業運営の取り

組みをしています。

「一体的な事業運営」の実施

　貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合などに、

貯金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資することを目

的とする制度で、銀行、信金、信組、労金などが加入する「預金保険制度」と同様な制度です。

貯金保険制度

破綻未然防止システム

　ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破綻を未然に防止するためのＪＡバンク独自の制度です。具体

的には、⑴個々のＪＡ等の経営状況についてチェック（モニタリング）を行い、問題点を早期に発見、⑵経営破

綻に至らないよう、早め早めに経営改善等を実施、⑶全国のＪＡバンクが拠出した「ＪＡバンク支援基金」等を

活用し、個々のＪＡの経営健全性維持のために必要な資本注入などの支援を行います。

貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）

　貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金等の払出しができなくなった場合などに、貯金者等を保護し、ま

た、資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資することを目的とする制度です。
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決算の状況Ⅰ

【経営資料】

１．貸借対照表（２事業年度分） （単位：千円）

（資産の部）
６２２，６７８，３４３１１８，９７５，００６１．信用事業資産
４，３２１，７９３９４５，０４２　⑴ 現 金
４９３，２２７，７５３６８，３４２，２１６　⑵ 預 金
４９２，９８２，２６２６８，２２５，３６４系 統 預 金

２４５，４９１１１６，８５２系 統 外 預 金
１９，５２２，２３２７，４５７，２１５　⑶ 有 価 証 券
７，９１６，８００３，２６２，３９２国 債
８，５０３，６６２２，９９１，５２９地 方 債
６１８，２７０－政 府 保 証 債
６０１，１００１，２０３，２９４金 融 債

１，８８２，４００－社 債
１０２，８６０，２７９４２，３４６，４７７　⑷ 貸 出 金
３，３６５，４２６５７５，９１０　⑸その他の信用事業資産
３，２９８，４９６５４６，７１５未 収 収 益
６６，９２９２９，１９４その他の資産
６１４，２２５－　⑹ 債 務 保 証 見 返

△１，２３３，３６７△６９１，８５６　⑺ 貸 倒 引 当 金
６１４，７３８２２７，４６４２．共済事業資産
６０４，３８６２２１，９２３　⑴ 共 済 貸 付 金
６，６０３２，６３１　⑵ 共 済 未 収 利 息
３，７５９２，９０９　⑶その他の共済事業資産
△１１－　⑷ 貸 倒 引 当 金

３，８３４，１０３５４６，９０７３．経済事業資産
５７８－　⑴ 受 取 手 形

１，９４３，３１６３０６，１１５　⑵ 経済事業未収金
１３３，８１０６８，３４８　⑶ 経 済 受 託 債 権

１，５４１，２１３１６９，２９７　⑷ 棚 卸 資 産
５５６，５９４１６５，２９０購 買 品
９３２，６３９－販 売 品
２，７８８－宅 地 等
４９，１９０４，００６その他の棚卸資産
２７１，３９９１０，９２８　⑸ その他の経済事業資産
△５６，２１５△７，７８３　⑹ 貸 倒 引 当 金
１，２１３，０８９３６７，５７０４．雑資産
１２，８５６，００５３，６６７，９５４５．固定資産
１２，６８９，７１５３，６３４，２６３　⑴ 有 形 固 定 資 産
１７，７１９，２６８３，９８９，３１０建 物
２，１５９，３７６３７６，５２７機 械 装 置
４，３０５，０４５１，２３１，０７７土 地
２９，１５０－リ ー ス 資 産
９，０６５１３４，２８３建 設 仮 勘 定

３，３０４，１２２１，０００，２８３その他の有形固定資産
△１４，８３６，３１２△３，０９７，２１８減価償却累計額

１６６，２８９３３，６９０　⑵ 無 形 固 定 資 産
２３，３９１，７２４６，８０２，０８８６．外部出資
２３，４２０，０４５６，８１４，４２１　⑴ 外 部 出 資
２２，３１８，６２５６，３４１，９４０系 統 出 資
７９１，５１０２７２，４８１系 統 外 出 資
３０９，９１０２００，０００子 会 社 出 資
△２８，３２１△１２，３３３　⑵外部出資等損失引当金
４８９，８０３６８，０４２７．繰延税金資産

６６５，０７７，８０８１３０，６５５，０３４資産の部合計

金　　　　額

科　　目 平成２８年度末
（平成２９年２月２８日現在）

平成２７年度末
（平成２８年２月２９日現在）

（負債の部）
６２３，８２６，２７５１２０，６３１，６０２１．信用事業負債
６１６，５２１，３２４１１７，９６９，１３３　⑴ 貯 金
４，４７７，２４７１，７１８，５００　⑵ 借 入 金
２，２１３，４７８９４３，９６８　⑶ その他の信用事業負債
２１８，０９０３８，８０２未 払 費 用

１，９９５，３８７９０５，１６５その他の負債
６１４，２２５－　⑷ 債 務 保 証

２，９９６，１４７９５９，２２１２．共済事業負債
６０４，２７２２１９，２８６　⑴ 共 済 借 入 金

１，２９３，４４０４６７，２７７　⑵ 共 済 資 金
６，６０３２，６３１　⑶ 共 済 未 払 利 息

１，０８４，３３８２６８，４４３　⑷ 未経過共済付加収入
３，６６９１，５８３　⑸ 共 済 未 払 費 用
３，８２３０　⑹ その他の共済事業負債
９４８，０３４１８１，５３５３．経済事業負債
７１６，８６４１０３，５７７　⑴ 経済事業未払金
２０７，２０２７６，８０７　⑵ 経 済 受 託 債 務
２３，９６６１，１５０　⑶ その他の経済事業負債

１，３７９，２６３２９８，５０７４．雑負債
３８２，７４２２，３４４　⑴ 未 払 法 人 税
１２，３０３－　⑵ リ ー ス 債 務
１５，２７８５，１００　⑶ 資 産 除 去 債 務
９６８，９３８２９１，０６３　⑷ そ の 他 の 負 債

３，７６６，７４３５１４，８５４５．諸引当金
１４２，４８９４８，４２８　⑴ 賞 与 引 当 金

１，８５４，４９１４４２，２９４　⑵ 退職給付引当金
１０７，６８５２４，１３１　⑶ 役員退職慰労引当金
３６，１７３－　⑷ ポイント引当金

１，６２５，９０３－　⑸ 災害損失引当金
３４２，０６３９，６０９６．再評価に係る繰延税金負債

６３３，２５８，５２８１２２，５９５，３３０負債の部合計
（純資産の部）

３０，６０８，６５８７，７６４，４６０１．組合員資本
８，５７８，０４３１，７４０，９１７　⑴ 出 資 金

２６８２６８　⑵ 資 本 準 備 金
２２，０９４，３１１６，０３４，２０９　⑶ 利 益 剰 余 金
７，５００，７８４１，７４０，２８４　　 利 益 準 備 金
１４，５９３，５２７４，２９３，９２５　　 その他利益剰余金
２，７９７，６４１１，０８９，７９２金融事業基盤強化積立金
５，０５０，２６０１１０，９００経営安定化積立金
１７６，０００５６，０００ＪＡ福島信連解散記念地域農業振興積立金
６９，５８１４６，６９６被災ＪＡ財政支援積立金
２５９，８０７１４３，０００施設整備積立金
５０，０００－経済事業基盤強化積立金
１０，０００－家の光文化賞記念積立金

１，３７１，０００－震災復興積立金
２，５６５２，５６５肥料供給価格安定準備金
１，１１１－園芸作物基盤強化積立金
５，２２３－耕作放棄地再生支援事業積立金
７，７５１－プレミアムあさか舞生産積立金
４７９，２９３－ＪＡいわき市地域農業振興・生活支援積立

２，３４８，７９９２，５３６，３５０特 別 積 立 金
１，９６４，４９２３０８，６２１当期未処分剰余金

（１，０９０，３４７）（６９，６９５）（うち当期剰余金）
△６３，９６４△１０，９３４　⑷ 処 分 未 済 持 分
１，２１０，６２１２９５，２４３２．評価・換算差額等
５２８，１５２２８７，１３６　⑴ その他有価証券評価差額金
６８２，４６９８，１０６　⑵ 土地再評価差額金

３１，８１９，２８０８，０５９，７０４純資産の部合計

６６５，０７７，８０８１３０，６５５，０３４負債及び純資産の部合計

金　　　　額

科　　目 平成２８年度末
（平成２９年２月２８日現在）

平成２７年度末
（平成２８年２月２９日現在）
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２．損益計算書（２事業年度分） （単位：千円）

金　　　額

科　　　　　　　目 平成２８年度
（平成２８年３月１日～
平成２９年２月２８日まで）

平成２７年度
（平成２７年３月１日～
平成２８年２月２９日まで）

金　　　額

科　　　　　　　目 平成２８年度
（平成２８年３月１日～
平成２９年２月２８日まで）

平成２７年度
（平成２７年３月１日～
平成２８年２月２９日まで）

９３６，６１１２６６，３２９　（１７）　 福 祉 事 業 収 益
７６９，９２０１２６，６６５　（１８）　 福 祉 事 業 費 用
（５９）（３３）　　　 （うち貸倒引当金繰入額）

１６６，６９１１３９，６６３　福祉事業総利益
１，３６５－　（１９）　 農用地利用調整事業収益
１，００３－　（２０）　 農用地利用調整事業費用
３６１－　農用地利用調整事業事業総利益

３８７，３３４１７６，１９１　（２１）　 そ の 他 事 業 収 益
２５０，０９８８７，８７６　（２２）　 そ の 他 事 業 費 用
１３７，２３５８８，３１４　その他事業総利益
１，５０７，３１１１５０，３８３　（２３）　 指 導 事 業 収 入
１，３９１，３２７１８９，７７４　（２４）　 指 導 事 業 支 出
１１５，９８３△３９，３９０　指導事業収支差額
９，８９９，６７９２，６７４，２３７２．事業管理費
６，６５５，１０６１，８７７，７９９　（１）　 人 件 費
９３９，５７１２３６，４０１　（２）　 業 務 費
３７５，４４０１０４，７７８　（３）　 諸 税 負 担 金
１，９１４，２３８４４４，８９０　（４）　 施 設 費
１５，３２２１０，３６８　（５）　 そ の 他 事 業 管 理 費
９１１，２２６１９，９２３事業利益
６２４，２１７１８８，５６３３．事業外収益
１２，６３５１，３３１　（１）　 受 取 雑 利 息
２９５，３９１８９，６４４　（２）　 受 取 出 資 配 当 金
８８，００７４４，６７１　（３）　 賃 貸 料

－８５６　（４）　 貸 倒 引 当 金 戻 入
１２，７９５６，１８０　（５）　 償 却 債 権 取 立 益

－１９，１１２　（６）　 福島産業復興支援助成
－１，５３４　（７）　 原 発 損 害 事 務 経 費

２１５，３８７２５，２３１　（８）　 雑 収 入
１２４，６７８１８，５３７４．事業外費用

－２　（１）　 支 払 雑 利 息
１，５９１８５１　（２）　 寄 付 金
１８，６１３－　（３）　 賃 貸 費 用
１０４，４７３１７，６８３　（４）　 雑 損 失
（△８３５）－　　　 （うち貸倒引当金繰入額）
１，４１０，７６５１８９，９４９経常利益
４６５，６６８１１０，５８６５．特別利益
２，９１１１，４１８　（１）　 固 定 資 産 処 分 益
２４８，９０１４，０００　（２）　 一 般 補 助 金
１９９，２００５，５７２　（３）　 受 取 損 害 賠 償 金

－９７，５７４　（４）　 滞 留 堆 肥 処 理 収 益
１４，６５５　２，０２２　（５）　 そ の 他 の 特 別 利 益
４８８，６２４１８７，２１６６．特別損失
２，７６８６６，１３８　（１）　 固 定 資 産 処 分 損
２４３，５３４２，０００　（２）　 固 定 資 産 圧 縮 損

－２３，３３６　（３）　 減 損 損 失
１７，０９１１，９９２　（４）　 損 害 賠 償 関 連 費 用

－９３，７４８　（５）　 滞 留 堆 肥 処 理 費 用
１４３，６７８－　（６）　 退 職 給 付 費 用
８１，５５１－　（７）　 そ の 他 の 特 別 損 失

１，３８７，８０９１１３，３１９税引前当期利益
４４０，００４１，２６７法人税・住民税及び事業税
△１４２，５４２４２，３５７法人税等調整額
２９７，４６２４３，６２４法人税等合計
１，０９０，３４７６９，６９５ 当 期 剰 余 金
８０６，２５７２１３，４９６ 当 期 首 繰 越 剰 余 金

－２，１２８ 会計方針の変更による累積的影響額
－２１５，６２５ 会計方針の変更を反映した当期首繰越剰余金
－２３，３００ 経営安定化積立金取崩額
４９２ 土地再評価差額金取崩額

３４，７０６ ＪＡいわき市地域農業振興・生活支援積立金取崩額
１１，６６４ 園芸作物基盤強化積立金取崩額
１４，０００ 畜産事業基盤強化積立金取崩額
４，７７６ 耕作放棄地再生支援事業積立金取崩額
２，２４８ プレミアムあさか舞生産積立金取崩額

１，９６４，４９２３０８，６２１ 当 期 未 処 分 剰 余 金

１０，８１０，９０５２，６９４，１６１１．事業総利益
５，５４７，８３９１，３９０，２３８　（１）　 信 用 事 業 収 益
５，１５６，０８７１，３０４，００９　　　 資 金 運 用 収 益
（２，９２３，４５６）（４６２，１９１）　　　 （ う ち 預 金 利 息 ）
（２５７，５５８）（８６，４８０）　　　 （うち有価証券利息）
（１，６８５，７０６）（６９７，３１９）　　　 （ う ち 貸 出 金 利 息 ）
（２８９，３６６）（５８，０１９）　　　 （うちその他受入利息）
１６８，１５１５３，４１４　　　 役 務 取 引 等 収 益

２７５１，５２７　　　 その他事業直接収益
２２３，３２４３１，２８６　　　 そ の 他 経 常 収 益
８５６，１１６１３８，０７２　（２）　 信 用 事 業 費 用
３２３，４５４７７，４５５　　　 資 金 調 達 費 用

（３１２，４７４）（７１，７０４）　　　 （ う ち 貯 金 利 息 ）
（７，２６６）（３，９４４）　　　 （うち給付補填備金繰入）
（３，７１４）（１，８０５）　　　 （ う ち 借 入 金 利 息 ）
１０８，０８０２７，０２１　　　 その他事業直接費用
４２４，５８１３３，５９６　　　 そ の 他 経 常 費 用

（△４９，８５３）（△１０２，３６６）　　　 （うち貸倒引当金戻入益）
４，６９１，７２２１，２５２，１６５　信用事業総利益
３，７９０，３９６９３２，７５６　（３）　 共 済 事 業 収 益
３，５５８，１１２８６９，６３７　　　 共 済 付 加 収 入
１５，１５８５，１７２　　　 共 済 貸 付 金 利 息
２１７，１２６５７，９４５　　　 そ の 他 の 収 益
３０３，００２７１，９８０　（４）　 共 済 事 業 費 用
１５，１０９５，２２９　　　 共 済 借 入 金 利 息
２２７，６８７４６，３９０　　　 共 済 推 進 費
２９，３３０－　　　 共 済 保 全 費
３０，８７６２０，３６０　　　 そ の 他 の 費 用
（１１）（０）　　　 （うち貸倒引当金繰入額）

３，４８７，３９３８６０，７７５　共済事業総利益
１０，３８３，３７４１，７７４，８９２　（５）　 購 買 事 業 収 益
１０，２２６，２７７１，７４２，３６６　　　 購 買 品 供 給 高
４５，３１８６，４７３　　　 修 理 サ ー ビ ス 料
１１１，７７８２６，０５２　　　 そ の 他 の 収 益
９，１８７，６０６１，５６５，６１６　（６）　 購 買 事 業 費 用
８，８６６，９４３１，５０８，７０３　　　 購 買 品 供 給 原 価
２０２，９５３３４，９４９　　　 購 買 品 供 給 費
８，６０５６　　　 修 理 サ ー ビ ス 費
１０９，１０４２１，９５６　　　 そ の 他 の 費 用
（８５０）（△２，０８６）　　　 （うち貸倒引当金繰入額）

１，１９５，７６８２０９，２７６　購買事業総利益
５，６３８，４４４１９２，４４７　（７）　 販 売 事 業 収 益
４，７８３，６１２１１，６１１　　　 販 売 品 販 売 高
４１３，３６３１２３，４３０　　　 販 売 手 数 料
４４１，４６７５７，４０５　　　 そ の 他 の 収 益
４，８２１，５６８１０５，８４３　（８）　 販 売 事 業 費 用
４，０５２，８１１１０，８１０　　　 販 売 品 販 売 原 価
３１２，０２３５９，３３０　　　 販 売 費
４５６，７３４３５，７０２　　　 そ の 他 の 費 用
（７６）（１００）　　　 （うち貸倒引当金繰入額）

８１６，８７５８６，６０４　販売事業総利益
７１，２８０２８，２３２　（９）　 保 管 事 業 収 益
４６，８１３７６８　（１０）　 保 管 事 業 費 用
２４，４６７２７，４６４　保管事業総利益
１８３１，４０９　（１１）　 加 工 事 業 収 益
６９０１，７４９　（１２）　 加 工 事 業 費 用
５０６３３９　加工事業総損失

６１０，０９４１７１，０４７　（１３）　 利 用 事 業 収 益
４５９，５４９１０１，４２０　（１４）　 利 用 事 業 費 用
１５０，５４５６９，６２７　利用事業総利益
３２，５１２－　（１５）　 旅 行 事 業 収 益
８，１４５－　（１６）　 旅 行 事 業 費 用
２４，３６６－　旅行事業総利益

　当組合は、平成２８年３月１日にいわき市農業協同組合、郡山市農業協同組合、たむら農業協同組合、いわき中部農
業協同組合、ふたば農業協同組合が合併していることから、平成２７年度以前の数値については、存続組合であるいわき
市農業協同組合の数値を記載しております。（以下の開示項目についても同様）
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３．注記表（２事業年度分）

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）

②子会社株式：移動平均法による原価法

③その他の有価証券

ア．時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

イ．時価のないもの：移動平均法による原価法

　　なお、取得価額と債券金額との差額のうち金

利調整と認められる部分については償却原価法

による取得価額の修正を行っています。

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法

購買品：売価還元法による低価法

販売品：総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

宅地等 ：個別法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

その他の棚卸資産：最終仕入原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

①建物（建物付属設備を除く）

ア．平成１０年３月３１日以前に取得したもの

　旧定率法によっています。

イ．平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日まで

に取得したもの

　旧定額法によっています。

ウ．平成１９年４月１日以後に取得したもの

　定額法によっています。

②建物（建物付属設備を除く）以外

ア．平成１９年３月３１日以前に取得したもの

　旧定率法によっています。

イ．平成１９年４月１日以降に取得したもの

　定率法によっています。

　なお、平成２８年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用

しています。

③少額減価償却資産

　取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償却

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）

②子会社株式：移動平均法による原価法

③その他の有価証券

ア．時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

イ．時価のないもの：移動平均法による原価法

　　なお、取得価額と債券金額との差額のうち金

利調整と認められる部分については償却原価法

による取得価額の修正を行っています。

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法

購買品：売価還元法による低価法

その他の棚卸資産：最終仕入原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

①建物（建物付属設備を除く）

ア．平成１０年３月３１日以前に取得したもの

　旧定率法によっています。

イ．平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日まで

に取得したもの

　旧定額法によっています。

ウ．平成１９年４月１日以後に取得したもの

　定額法によっています。

②建物（建物付属設備を除く）以外

ア．平成１９年３月３１日以前に取得したもの

　旧定率法によっています。

イ．平成１９年４月１日以降に取得したもの

　定率法によっています。

③取得価額が３０万円未満の減価償却資産

　税法の定めにより次のとおり処理しています。
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資産については、一括償却資産として全額費用処

理しています。

⑵　無形固定資産

　定額法によっています。

　なお、自組合利用のソフトウェアについては、

当組合における利用可能期間（５年）に基づく定

額法により処理しています。

⑶　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とす

る定額法により処理しています。

３．引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定

規程、経理規程及び資産の償却・引当規程に則り、

次のとおり計上しています。

　破産、特別清算等法的に経営破綻に事実が発生

している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと

同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（破綻懸念先）に係る債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら

れる額を計上しています。

　破綻懸念先にରする債権のうち債権の元ຊの回

収に係るΩϟογϡ・フϩーを合理的に見ੵもる

ア．上限３００万円に達するまでの金額：全額費用

処理しています。

イ．アを超える部分のうち１０万円以上２０万円未満

のもの：一括償却資産として全額費用処理して

います。

ウ．アを超える部分のうち２０万円以上３０万円未満

のもの：固定資産に計上し、定率法を採用し、

税法基準の償却率によっています。

　　なお、耐用年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によってい

ます。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっています。

　なお、自組合利用のソフトウェアについては、

当組合における利用可能期間（５年）に基づく定

額法により処理しています。

３．引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定

規程、経理規程及び資産の償却・引当規程に則り、

次のとおり計上しています。

　破産、特別清算等法的に経営破綻に事実が発生

している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと

同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（破綻懸念先）に係る債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら

れる額を計上しています。

　破綻懸念先にରする債権のうち債権の元ຊの回

収に係るΩϟογϡ・フϩーを合理的に見ੵもる
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ことができる債権については、当該キャッシュ・

フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

との差額を引き当てています。

　上記以外の債権については、貸倒実績率で算定

した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金額を

計上しています。

　この基準に基づき、当事業年度は租税特別措置

法第５７条の９により算定した金額に基づき計上し

ています。

　すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産

査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した査定監査部署が査定結果を監査しており、そ

の査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

⑵　賞与引当金

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当事業年度負担分を計上してい

ます。

⑶　退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末に発生していると認められる額

を計上しています。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当事業年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっています。

②数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準

変更時差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、合併以前に発生

し承継した未認識額は、合併前の処理方法を継続

し、定率法で１０年での償却とし、また、平成２８年

度以降に発生する数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り按分した額により、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしています。

　過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法

により費用処理しています。

なお、会計基準変更時差異については、１５年によ

ことができる債権については、当該キャッシュ・

フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

との差額を引き当てています。

　上記以外の債権については、貸倒実績率で算定

した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金額を

計上しています。

　この基準に基づき、当事業年度は租税特別措置

法第５７条の９により算定した金額に基づき計上し

ています。

　すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産

査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した査定監査部署が査定結果を監査しており、そ

の査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

⑵　賞与引当金

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当事業年度負担分を計上してい

ます。

⑶　退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末に発生していると認められる額

を計上しています。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当事業年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっています。

②数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準

変更時差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発

生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１０年）による定率法により、それぞれ発

生の事業年度から費用処理することとしています。

　過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法

により費用処理しています。

　なお、会計基準変更時差異（８６５，６５７千円）に

ついては、１５年による定額法により費用処理して

います。
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い」（企業会計基準委員会　実務対応報告第３２号

　平成２８年６月１７日）を当事業年度に適用し、平

成２８年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しています。

　この結果、当事業年度の事業利益、経常利益及

び税引前当期利益はそれぞれ１２，６０５千円増加して

います。

Ⅲ　貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産に係る圧縮記帳額

　国庫補助金の受入により、有形固定資産の取得

価額から控除している圧縮記帳累計額は４，０３０，６５０

千円であり、その内訳は次のとおりです。

○建物　２，０１５，８８１千円　○構築物　１２６，６０４千円

○機械装置　１，７９３，２８４千円

○車両運搬具　１３，６９０千円

○器具・備品　８１，１９１千円

２．担保に供している資産等

　担保に供している資産は以下のとおりです。

計基準」といいます。）及び「退職給付に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

２５号　平成２４年５月１７日）が平成２６年４月１日以

後開始する事業年度の期首から適用されることに

なったことに伴い、当事業年度よりこれらの会計

基準等を適用しています。

　これに伴い、退職給付債務及び勤務費用の計算

方法を見直し、割引率の決定方法について、職員

の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引

率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を

使用する方法へ変更しました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給

付会計基準第３７項に定める経過的な扱いに従って、

当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤

務費用の計算方法の変更に伴う影響額を当事業年

度の期首の利益剰余金に加減しています。

　この結果、当事業年度の期首の利益剰余金が

２，１２８千円増加しています。また、当事業年度の

事業利益、経常利益及び税引前当期利益は、それ

ぞれ２，０７８千円減少しています。

Ⅲ　貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産に係る圧縮記帳額

　国庫補助金の受入により、有形固定資産の取得

価額から控除している圧縮記帳累計額は６５７，０１４

千円であり、その内訳は次のとおりです。

○建物　２２８，４６１千円　○構築物　１０７，６５０千円

○機械装置　１９４，２７９千円

○車両運搬具　１４，２７０千円

○器具・備品　９３，１０１千円　○土地　１９，２５３千円

２．担保に供している資産等

　担保に供している資産は以下のとおりです。

担保に係る
債　務

担保に供している
資　産

期末
残高

内　容担保権の種類
種　類

（期末帳簿価額）

―
未決済
為　替

根質権
（為替決済担保）

定期預金
（２５，４１０，０００ 千円）

１，６６０，０００
千円

手　形
借入金

質　権
定期預金

（１，７００，０００ 千円）

担保に係る
債　務

担保に供している
資　産

期末
残高

内　容担保権の種類
種　類

（期末帳簿価額）

―市公金
根質権

（郡山市収納代理金融機
関事務取扱担保ほか）

定期預金
（７，６００ 千円）

―
未決済
為　替

根質権
（為替決済担保）

定期預金
（２５，４１０，０００ 千円）

４，４００，０００
千円

手　形
借入金

質　権
定期預金

（４，７００，０００ 千円）
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３．子会社に対する金銭債権及び金銭債務の総額

⑴子会社に対する金銭債権の総額 ９４５，２４３千円

⑵子会社に対する金銭債務の総額 １，２８９，１５９千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債

権の総額

　理事び監事に対する金銭債権

 ２１６，１４１千円

５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

　貸出金のうち、破綻先債権額は１９，３６８千円、延

滞債権額は２，１２０，５９３千円です。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が

相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償

却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸

出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和

４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由

が生じている貸出金です。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金です。

　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありま

せん。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものです。

　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６，３５９千

円です。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ

の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権

に該当しないものです。

　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債

権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

２，１４６，３２２千円です。

　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除

３．子会社に対する金銭債権及び金銭債務の総額

⑴子会社に対する金銭債権の総額 ７７４，３２８千円

⑵子会社に対する金銭債務の総額 ４２９，０１５千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債

権の総額

　理事、経営管理委員及び監事に対する金銭債権

 ４２，１９０千円

５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

　貸出金のうち、破綻先債権額は１４，１５６千円、延

滞債権額は１，４３８，４９１千円です。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が

相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償

却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸

出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和

４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由

が生じている貸出金です。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金です。

　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありま

せん。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものです。

　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は７，６００千

円です。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ

の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権

に該当しないものです。

　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債

権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

１，４６０，２４８千円です。

　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除
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前の金額です。

６．土地の再評価に関する法律に基づく再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月

３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」（平成１１年３月３１

日公布法律第２４号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価差額については、当該再評価

差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金

負債｣として負債の部に計上し、これを控除した

金額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計

上しています。

・再評価を行った年月日　平成１２年２月２９日

・再評価を行った土地の当事業年度における時価

の合計額が再評価後の帳簿価格の合計額を下回

る金額７５３，１６８千円

・同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月

３１日公布政令第１１９号）第２条第３号に定める、

当該事業用土地について地方税法第３４１条第１０

号の土地課税台帳又は同条第１１号の土地補充課

税台帳に登録されている価格（固定資産税評価

額）並びに土地の再評価に関する法律施行令

（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条

第４号に定める、当該事業用土地について地価

税法第１６条に規定する地価税の課税価格の計算

の基礎となる土地の価格を算定するために国税

庁長官が定めて公表した方法により算定した価

格（路線価）に合理的な調整を行って算出した

価格及び土地の再評価に関する法律施行令（平

成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第５

号に定める、不動産鑑定士による鑑定評価額と

しています。

　　なお、合併により承継しました旧いわき市農

業協同組合（旧遠野町農業協同組合を除く）お

よび旧いわき中部農業協同組合の土地について

は、土地の再評価を行っていません。

Ⅳ　損益計算書に関する注記

１．子会社との取引高の総額

⑴子会社との取引による収益総額 ２７６，７２６千円

　　うち事業取引高 　　　　　　１６８，２３１千円

　　うち事業取引以外の取引高 １０８，４９５千円

前の金額です。

６．土地の再評価に関する法律に基づく再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月

３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」（平成１１年３月３１

日公布法律第２４号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価差額については、当該再評価

差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金

負債｣として負債の部に計上し、これを控除した

金額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計

上しています。

・再評価を行った年月日　平成１２年２月２９日

・再評価を行った土地の当事業年度における時価

の合計額が再評価後の帳簿価格の合計額を下回

る金額２５，００９千円

・同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年

３月３１日公布政令第１１９号）第２条第３号に定め

る、当該事業用土地について地方税法第３４１条

第１０号の土地課税台帳又は同条第１１号の土地補

充課税台帳に登録されている価格（固定資産税

評価額）に合理的な調整を行って算定しました。

Ⅳ　損益計算書に関する注記

１．子会社との取引高の総額

⑴子会社との取引による収益総額 ７０，４２３千円

　　うち事業取引高 　３８，０８８千円

　　うち事業取引以外の取引高 ３２，３３４千円
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⑵子会社との取引による費用総額 １６６，５３２千円

　　　うち事業取引高 １５４，５２７千円

　　　うち事業取引以外の取引高 　１２，００４千円

２．減損会計に関する注記

　当事業年度の減損損失の計上はありません。

⑵子会社との取引による費用総額 ２５，４４３千円

　　　うち事業取引高　 　１３８千円

　　　うち事業取引以外の取引高 　２５，３０５千円

２．減損会計に関する注記

⑴　資産をグループ化した方法の概要及び減損損

失を認識した資産又は資産グループの概要

　当組合では、投資の意思決定を行う単位として

グルーピングを実施した結果、営業店舗について

は支店（福祉センター含む）ごとに、また、業務

外固定資産（遊休資産と賃貸固定資産）について

は、各固定資産をグルーピングの最小単位として

います。

　本店および共同利用施設については、独立した

キャッシュ・フローを生み出さないものの、他の

資産グループのキャッシュ・フローの生成に寄与

していることから、共用資産と認識しています。

　当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下

の通りです。

⑵　減損損失の認識に至った経緯

①営業用店舗

　当該店舗の営業収支が２期連続赤字であると同

時に、短期的に業績の回復が見込まれないことか

ら、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減

少額を減損損失として認識しました。

⑶　減損損失の金額について特別損失に計上した

金額と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳

⑷　回収可能額が正味売却価額の場合にはその旨

及び時価の算出方法、回収可能額が使用価値の

場合にはその旨及び割引率

その他種　類用　途場　所

土地及び建物営業用店舗①夏井支店

土地及び建物営業用店舗②田人支店

（単位:千円）

固定資産種類毎の当該金額内訳減損損失

金額
場　所

土　地建　物

―７０１７０１①夏井支店

１６，７８６５，８４８２２，６３５②田人支店

１６，７８６６，５５０２３，３３６合　計

測定方法場　所

正味売却可能価格を採用（不動産鑑定評価額）①夏井支店

正味売却可能価格を採用（不動産鑑定評価額）②田人支店
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Ⅴ　金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針

　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を

原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ

貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けてい

るほか、国債や地方債などの債券等の有価証券に

よる運用を行っています。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク

　当組合が保有する金融資産は、主として当組合

管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であ

り、貸出金は、組合員等の契約不履行によっても

たらされる信用リスクに晒されています。

また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目

的及び純投資目的（その他有価証券）で保有して

います。これらは発行体の信用リスク、金利の変

動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されてい

ます。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスクの管理

　当組合は、個別の重要案件又は大口案件につい

ては理事会において対応方針を決定しています。

また、通常の貸出取引については、本店にリスク

管理部保全審査課を設置し各支店と連携を図りな

がら、与信審査を行っています。審査にあたって

は、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還

能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳

格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。

貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図

るため、資産の自己査定を厳正に行っています。

不良債権については管理・回収方針を作成・実施

し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資

産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産

の償却・引当規程」に基づき必要額を計上し、資

産及び財務の健全化に努めています。

②　市場リスクの管理

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなど

の市場性リスクを的確にコントロールすることに

より、収益化及び財務の安定化を図っています。

このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバ

ランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の

Ⅴ　金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針

　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を

原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ

貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けてい

るほか、国債や地方債などの債券等の有価証券に

よる運用を行っています。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク

　当組合が保有する金融資産は、主として当組合

管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であ

り、貸出金は、組合員等の契約不履行によっても

たらされる信用リスクに晒されています。

また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目

的及び純投資目的（その他有価証券）で保有して

います。これらは発行体の信用リスク、金利の変

動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されてい

ます。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスクの管理

　当組合は、個別の重要案件又は大口案件につい

ては理事会において対応方針を決定しています。

また、通常の貸出取引については、本店に金融部

審査課を設置し各支店と連携を図りながら、与信

審査を行っています。審査にあたっては、取引先

のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価

を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基

準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引

において資産の健全性の維持・向上を図るため、

資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権

については管理・回収方針を作成・実施し、資産

の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査

定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・

引当規程」に基づき必要額を計上し、資産及び財

務の健全化に努めています。

②　市場リスクの管理

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなど

の市場性リスクを的確にコントロールすることに

より、収益化及び財務の安定化を図っています。

このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバ

ランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の
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金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に

機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めて

います。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向

や経済見通しなどの投資環境分析及び当ＪＡの保

有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを

考慮し、理事会において運用方針を定めるととも

に、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開

催して、日常的な情報交換及び意思決定を行って

います。

　運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡ

ＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価

証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用

部門が行った取引についてはリスク管理部門が適

切な執行を行っているかどうかチェックし定期的

にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

市場リスクに係る定量的情報

（トレーディング目的以外の金融商品）

　当組合で保有している金融商品はすべてトレー

ディング目的以外の金融商品です。当組合におい

て、主要なリスク変数である金利リスクの影響を

受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうち

その他有価証券に分類している債券、貸出金、貯

金及び借入金です。

　当組合では、これらの金融資産及び金融負債に

ついて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変

動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リ

スクの管理にあたっての定量的分析に利用してい

ます。

　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると

仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が

０．１０％下落したものと想定した場合には、経済価

値が９１６千円減少するものと把握しています。

　当該変動額は、金利を除くリクス変数が一定の

場合を前提としており、金利とその他のリスク変

数の相関を考慮していません。また、金利の合理

的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、

算定額を超える影響が生じる可能性があります。

なお、経済価値変動額の計算において、分割実行

案件にかかる未実行金額についても含めて計算し

ています。

金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に

機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めて

います。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向

や経済見通しなどの投資環境分析及び当ＪＡの保

有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを

考慮し、理事会において運用方針を定めるととも

に、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開

催して、日常的な情報交換及び意思決定を行って

います。

　運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡ

ＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価

証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用

部門が行った取引についてはリスク管理部門が適

切な執行を行っているかどうかチェックし定期的

にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

市場リスクに係る定量的情報

（トレーディング目的以外の金融商品）

　当組合で保有している金融商品はすべてトレー

ディング目的以外の金融商品です。当組合におい

て、主要なリスク変数である金利リスクの影響を

受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうち

その他有価証券に分類している債券、貸出金、貯

金及び借入金です。

　当組合では、これらの金融資産及び金融負債に

ついて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変

動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リ

スクの管理にあたっての定量的分析に利用してい

ます。

　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると

仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が

０．０３％上昇したものと想定した場合には、経済価

値が１，０１７千円減少するものと把握しています。

　当該変動額は、金利を除くリクス変数が一定の

場合を前提としており、金利とその他のリスク変

数の相関を考慮していません。また、金利の合理

的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、

算定額を超える影響が生じる可能性があります。

なお、経済価値変動額の計算において、分割実行

案件にかかる未実行金額についても含めて計算し

ています。
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③　資金調達に係る流動性リスクの管理

　当組合では、資金繰りリスクについては、運

用・調達について月次に資金計画を作成し、安定

的な流動性の確保に努めています。また、市場流

動性リスクについては、投資判断を行う上での重

要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性

（換金性）を把握したうえで、運用方針などの対

策の際に検討を行っています。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補

足説明

　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）に

は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額（これに準ず

る価額を含む）が含まれています。当該価額の算

定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が

異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項

⑴　金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額は、次のとおりです。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものについては次表には含めず⑶に記載し

ています。

（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上し

ている職員厚生貸付金１５８，６１９千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別

貸倒引当金を控除しています。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理

　当組合では、資金繰りリスクについては、運

用・調達について月次に資金計画を作成し、安定

的な流動性の確保に努めています。また、市場流

動性リスクについては、投資判断を行う上での重

要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性

（換金性）を把握したうえで、運用方針などの対

策の際に検討を行っています。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補

足説明

　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）に

は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額（これに準ず

る価額を含む）が含まれています。当該価額の算

定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が

異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項

⑴　金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額は、次のとおりです。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものについては次表には含めず⑶に記載し

ています。

（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上し

ている職員厚生貸付金４５，８７９千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別

貸倒引当金を控除しています。

（単位：千円）

差額時価貸借対照表計上額種　類

△６，６８６６８，３３５，５３０６８，３４２，２１６預金

有価証券

２７，１８１１，０００，４４４９７３，２６２　満期保有目的の債券

－６，４８３，９５３６，４８３，９５３　その他有価証券

４２，３９２，３５７貸出金(＊1)

△６９２，０１０　貸倒引当金(＊2)

６１７，８２６４２，３１８，１７３４１，６５４，６２１　貸倒引当金控除後

６３８，３２２１１８，１３８，１００１１０，６８８，６９３資産計

３１，８５９１１８，０００，９９２１１７，９６９，１３３貯金

３，０３０１，７２１，５３０１，７１８，５００借入金

３４，８９０１１９，７２２，５２３１１９，６８７，６３３負債計

（単位：千円）

差額時価貸借対照表計上額種　類

△１２４，８４３４９３，１０２，９１０４９３，２２７，７５３預金

有価証券

１６８，５０９４，２６７，７４２４，０９９，２３２　満期保有目的の債券

－１５，４２３，０００１５，４２３，０００　その他有価証券

１０３，０１８，８９９貸出金(＊1)

△１，２３３，９００　貸倒引当金(＊2)

１，７５９，１４２１０３，５４４，１４１１０１，７８４，９９９　貸倒引当金控除後

１，８０２，８０８６１６，３３７，７９３６１４，５３４，９８５資産計

５４，９３１６１６，５７６，２５５６１６，５２１，３２４貯金

５３４，４７７，３００４，４７７，２４７借入金

５４，９８４６２１，０５３，５５６６２０，９９８，５７１負債計
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⑵　金融商品の時価の算定方法

【資　産】

①預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。満期のある預金については、期間に基づく

区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂ

ｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時

価に代わる金額として算定しています。

②有価証券

　債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっています。

③貸出金

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が

実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価

額と近似していることから当該帳簿価額によって

います。

　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及

び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリ

スクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップ

レートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して

時価に代わる金額として算定しています。

　なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、

未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に

対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除

した額を時価に代わる金額として算定しています。

　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪

失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金

を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負　債】

①貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合

の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。

また、定期性貯金については、期間に基づく区分

ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフ

リーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート

で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として

算定しています。

⑵　金融商品の時価の算定方法

【資　産】

①預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。満期のある預金については、期間に基づく

区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂ

ｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時

価に代わる金額として算定しています。

②有価証券

　債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっています。

③貸出金

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が

実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価

額と近似していることから当該帳簿価額によって

います。

　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及

び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリ

スクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップ

レートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して

時価に代わる金額として算定しています。

　なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、

未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に

対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除

した額を時価に代わる金額として算定しています。

　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪

失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金

を控除した額を時価に代わる金額としています。

　【負　債】

①貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場

合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。

また、定期性貯金については、期間に基づく区分

ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフ

リーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート

で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として

算定しています。
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②借入金

借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で

市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は実

行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿

価額と近似していると考えられるため、当該帳簿

価額によっています。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分し

た当該借入金の元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定

しています。

⑶　時価を把握することが極めて困難と認められ

る金融商品

　時価を把握することが極めて困難と認められる

金融商品は次のとおりであり、これらは⑴の金融

商品の時価情報には含まれていません。

（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以

外のものについては、時価を把握することが極め

て困難であると認められるため、時価開示の対象

とはしていません。

⑷　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後

の償還予定額

（＊１）貸出金のうち、当座貸越７９１，０５０千円につ

いては「１年以内」に含めています。また、期限

のない劣後特約付ローンについては「５年超」に

含めています。

（＊２）貸出金のうち、３カ月以上延滞が生じてい

る債権・期限の利益を喪失した債権等４５１，６０１千

円は償還の予定が見込まれないため、含めていま

②借入金

借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市

場金利を反映し、また、当組合の信用状態は実行後

大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額

と近似していると考えられるため、当該帳簿価額

によっています。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分し

た当該借入金の元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定

しています。

⑶　時価を把握することが極めて困難と認められ

る金融商品

　時価を把握することが極めて困難と認められる

金融商品は次のとおりであり、これらは⑴の金融

商品の時価情報には含まれていません。

（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以

外のものについては、時価を把握することが極め

て困難であると認められるため、時価開示の対象

とはしていません。

⑷　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後

の償還予定額

（＊１）貸出金のうち、当座貸越２１２，２８９千円につ

いては「１年以内」に含めています。また、期限

のない劣後特約付ローンについては「５年超」に

含めています。

（＊２）貸出金のうち、３カ月以上延滞が生じてい

る債権・期限の利益を喪失した債権等１，３２７，１０２

千円は償還の予定が見込まれないため、含めてい

（単位：千円）

貸借対照表計上額種　　類

６，８０２，０８８外部出資(＊1)

６，８０２，０８８合　　計

（単位：千円）

貸借対照表計上額種　　類

２３，４２０，０４５外部出資(＊1)

　　△２８，３２１外部出資等損失引当金

２３，３９１，７２４合　　計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

－－－－－６８,３４２,２１６預金

有価証券

－－２６２,５００２５,０００６１０,０００７５,０００
満期保有

目的の債券

３,６００,０００６００,０００５００,０００－４００,０００９９２,０００
その他有価証券のう

ち満期があるもの

２９,３６４,３１９１,９７０,８２６２,０９０,１２９２,２１０,９３５２,３５３,４９２３,０２８,４７１貸出金(＊１，２，３)

３２,９６４,３１９２,５７０,８２６２,８５２,６２９２,２３５,９３５３,３６３,４９２６８,８９１,５５４合　　 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

－－－－－４９３,２２７,７５３預金

有価証券

１,５９８,８００１５２,８００１５２,８００１,０２５,３００２３７,８００８２２,８００
満期保有

目的の債券

５,９００,０００１,８００,０００３,０００,０００１,４００,０００１,５００,０００１,１００,０００
その他有価証券のう

ち満期があるもの

６７,４７９,４１５５,２８０,０１０５,５５６,５２５６,０３５,５３３６,９２７,９１４９,８４５,３７３貸出金(＊１，２，３)

７４,９７８,２１５７,２３２,８１０８,７０９,３２５８,４６０,８３３８,６６５,７１４５０４,９９５,９２６合　　 計
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せん。

（＊３）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金

額の一部実行案件１５，９３７千円は償還日が特定でき

ないため、含めていません。

⑸　有利子負債の決算日後の返済予定額 

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年

以内」に含めて開示しています。

Ⅵ　有価証券に関する注記

１．有価証券の時価及び評価差額に関する事項等

　有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次

のとおりです。

⑴　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借

対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。

⑵　その他有価証券で時価のあるもの

　その他有価証券において、種類ごとの取得原価

又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差

額については、次のとおりです。

（＊）なお、上記差額から繰延税金負債１９７，１３２千

円を差し引いた額５２８，１５２千円が、その他有価証

券評価差額金に含まれています。

２．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

はありません。

３．当事業年度中に売却したその他有価証券はあ

りません。

ません。

（＊３）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金

額の一部実行案件１，２００千円は償還日が特定でき

ないため、含めていません。

⑸　有利子負債の決算日後の返済予定額 

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年

以内」に含めて開示しています。

Ⅵ　有価証券に関する注記

１．有価証券の時価及び評価差額に関する事項等

　有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次

のとおりです。

⑴　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借

対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。

⑵　その他有価証券で時価のあるもの

　その他有価証券において、種類ごとの取得原価

又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差

額については、次のとおりです。

（＊）なお、上記差額から繰延税金負債１０９，５１５千

円を差し引いた額２８７，１３６千円が、その他有価証

券評価差額金に含まれています。

２．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

はありません。

３．当事業年度中に売却したその他有価証券はあ

りません。

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

―１,１９８,０００１,４２６,６９１６,８２２,２９２２０,４０２,７７９５８６,６７０,５３３貯金（＊１）

２０,６６５１１,３５１１１,３００１１,３２６１１,６１６４,４１０,９８７借入金

２０,６６５１,２０９,３５１１,４３７,９９１６,８３３,６１９２０,４１４,３９６５９１,０８１,５２１合　 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

―３７８,５５２４４４,４０７１,４７３,７８４２,０５２,７４６１１３,６１９,６３９貯金（＊１）

２１,０００７,５００７,５００７,５００７,５００１,６６７,５００借入金

２１,０００３８６,０５２４５１,９０７１,４８１,２８４２,０６０,２４６１１５,２８７,１３９合　 計

（単位：千円）

差　額時　価貸借対照表計上額種　類

２７，１８１１，０００，４４４９７３，２６２地方債
時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

２７，１８１１，０００，４４４９７３，２６２合　　計

（単位：千円）

差　額時　価貸借対照表計上額種　類

１６８，５０９４，２６７，７４２４，０９９，２３２地方債
時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

１６８，５０９４，２６７，７４２４，０９９，２３２合　　計

（単位：千円）

差額（＊）貸借対照表計上額取得原価又は償却原価種　類

２７７,１４６３,２６２,３９２２,９８５,２４５国　債
貸借対照表計上額が

取得原価又は償却原

価を超えるもの

１１６,２１２２,０１８,２６７１,９０２,０５５金融債

３,２９４１,２０３,２９４１,２００,０００小　計

３９６,６５２６,４８３,９５３６,０８７,３００合　　計

（単位：千円）

差額（＊）貸借対照表計上額取得原価又は償却原価種　類

４２７,９３０７,９１６,８００７,４８８,８６９国　債

貸借対照表計上額が

取得原価又は償却原

価を超えるもの

１９５,０９２４,４０４,４３０４,２０９,３３７地方債

１８,４９２６１８,２７０５９９,７７７政府保証債

１,１００６０１,１００６００,０００金融債

８２,６６８１,８８２,４００１,７９９,７３１小　計

７２５,２８４１５,４２３,０００１４,６９７,７１５合　　計



－48－

ディスクロージャー誌　２０１７

平　成　２７　年　度 平　成　２８　年　度

４．当事業年度中において、保有目的が変更に

なった有価証券はありません。

Ⅶ　退職給付に関する注記

１．退職給付制度の概要等

⑴　採用している退職給付制度の概要

　職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に

基づき、退職一時金制度を採用しています。

また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付

の一部にあてるため、一般財団法人全国農林漁業

団体共済会との契約による退職金共済制度を採用

しています。

⑵　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

⑶　年金資産の期首残高と期末残高の調整表

⑷　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借

対照表に計上された退職給付引当金の調整表

４．当事業年度中において、保有目的が変更に

なった有価証券はありません。

Ⅶ　退職給付に関する注記

１．退職給付制度の概要等

⑴　採用している退職給付制度

　職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に

基づき、退職一時金制度を採用しています。

また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付

の一部にあてるため、一般財団法人全国農林漁業

団体共済会との契約による退職金共済制度を採用

しています。

⑵　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

⑶　年金資産の期首残高と期末残高の調整表

⑷　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借

対照表に計上された退職給付引当金の調整表

１，６９１，１１７千円①期首における退職給付債務

８２，５２３千円②勤務費用

１３，０２１千円③利息費用

△１７，１２４千円④数理計算上の差異の発生額

△１７５，９５０千円⑤退職給付の支払額

１，５９３，５８７千円⑥期末における退職給付債務

１，００６，８０６千円①期首における年金資産

１０，３１２千円②期待運用収益

△８８０千円③数理計算上の差異の発生額

６４，６８４千円④特定退職共済制度への拠出金

△９８，２５３千円⑤退職給付の支払額

９８２，６７０千円⑥期末における年金資産

１，５９３，５８７千円①退職給付債務

△９８２，６７０千円②特定退職共済制度

６１０，９１７千円③未積立退職給付債務

△１１０，９０６千円④未認識数理計算上の差異

△５７，７１７千円⑤会計基準変更時差異の未処理額

４４２，２９４千円⑥貸借対照表計上額純額

４４２，２９４千円⑦退職給付引当金

５，９２９，７９１千円①期首における退職給付債務

２８６，０４５千円②勤務費用

４７，６０５千円③利息費用

△１１７，９１２千円④数理計算上の差異の発生額

△７１４，６２１千円⑤退職給付の支払額

１０９，１１０千円⑥過去勤務費用の発生額

１４３，６７８千円⑦簡便法から原則法への変更に伴う影響額

５，６８３，６９６千円⑧期末における退職給付債務

３，８５８，１４３千円①期首における年金資産

３８，１０２千円②期待運用収益

△１６，３６３千円③数理計算上の差異の発生額

２３７，３６１千円④特定退職共済制度への拠出金

△４８３，９７６千円⑤退職給付の支払額

３，６３３，２６８千円⑥期末における年金資産

５，６８３，６９６千円①退職給付債務

△３，６３３，２６８千円②特定退職共済制度

２，０５０，４２８千円③未積立退職給付債務

△９８，１９９千円④未認識過去勤務費用

△９７，７３８千円⑤未認識数理計算上の差異

１，８５４，４９１千円⑥貸借対照表計上額純額

１，８５４，４９１千円⑦退職給付引当金
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⑸　退職給付費用及びその内訳項目の金額

　上記のほか簡便法から原則法への変更により特

別損失に計上した退職給付費用１４３，６７８千円

⑸　退職給付費用及びその内訳項目の金額

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次

のとおりです。

　①債権　　　　　　７４％

　②年金保険投資　　１９％

　③現金及び預金　　　６％

　④その他　　　　　　１％

　　合計　　　　　　１００％

⑺　長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、

現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を

構成する多様な資産からの現在及び将来期待され

る長期の収益率を考慮しています。

⑻　割引率その他の数理計算上の計算基礎に関す

る事項

２．特例業務負担金の将来見込額

　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険

制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を

図るための農林漁業団体職員共済組合等を廃止す

る等の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組合

（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費

用に充てるため拠出した特例業務負担金９３，９６０千

円を含めて計上しています。

　なお、同組合より示された平成２８年３月現在に

おける平成４４年３月までの特例業務負担金の将来

見込額は、１，３３０，８４０千円となっています。

⑸　退職給付費用及びその内訳項目の金額

⑸　退職給付費用及びその内訳項目の金額

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次

のとおりです。

　①債権　　　　　　７９％

　②年金保険投資　　１８％

　③現金及び預金　　　３％

　　合計　　　　　　１００％

⑺　長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、

現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を

構成する多様な資産からの現在及び将来期待され

る長期の収益率を考慮しています。

⑻　割引率その他の数理計算上の計算基礎に関す

る事項

２．特例業務負担金の将来見込額

　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険

制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を

図るための農林漁業団体職員共済組合等を廃止す

る等の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組合

（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費

用に充てるため拠出した特例業務負担金６４，６８４千

円を含めて計上しています。

　なお、同組合より示された平成２７年３月現在に

おける平成４４年３月までの特例業務負担金の将来

見込額は、３６１，５８３千円となっています。

８２，５２３千円①勤務費用

１３，０２１千円②利息費用

△１０，３１２千円③期待運用収益

２８，７７３千円④数理計算上の差異の費用処理額

５７，７１０千円⑤会計基準変更時差異の費用処理額

１７１，７１５千円合　　　　計

２８６，０４５千円①勤務費用

４７，６０５千円②利息費用

△３８，１０２千円③期待運用収益

４９，８２１千円④数理計算上の差異の費用処理額

１０，９１１千円⑤過去勤務費用の費用処理額

７４，４４８千円⑥会計基準変更時差異の費用処理額

４３０，７２９千円合　　　　計

０．７７％①割引率

０．９５％②長期期待運用収益率

０．７７％①割引率

０．９０％②長期期待運用収益率
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Ⅷ　税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別

の主な内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 ２６２，００９千円

退職給付引当金 ５０４，０５０千円

賞与引当金 ３８，７２８千円

役員退職慰労引当金 ２９，２６８千円

外部出資損失引当金 ８，５１３千円

未払費用否認額 ３８，２６２千円

固定資産減損損失及び減価償却超過額 ２０５，０６７千円

貸倒損失否認額 ９，９３０千円

資産除去債務 ２，７６６千円

災害損失引当金 １８１，２９３千円

繰越宅地評価減 ６，０７１千円

　その他 １５，３３４千円

繰延税金資産小計 １，３０１，２９７千円

　評価性引当額 △６１２，６３８千円

繰延税金資産合計　（Ａ） ６８８，６５９千円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △１，７２３千円

　資産除去債務に係る除去費用 △１９７，１３２千円

　繰延税金負債合計　（Ｂ） △１９８，８５５千円

繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ４８９，８０３千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主

な原因

　法定実効税率 ２７．１８％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 １．８６％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △１．４７％

住民税均等割等 １．３８％

評価性引当金の増減 △８．３０％

事業分量配当金 △０．９６％

　その他 １．７４％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２１．４３％

Ⅸ　合併に関する注記

　当事業年度において、合併対象資産の全部につ

いて、当該合併直前の帳簿価額を付す合併が行わ

れています。

⑴被合併組合の名称：郡山市農業協同組合、たむ

ら農業協同組合、いわき中部農業協同組合、ふ

Ⅷ　税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別

の主な内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 １５８，２５０千円

退職給付引当金 １２２，０１７千円

賞与引当金 １３，３７１千円

役員退職慰労引当金 ６，６２２千円

外部出資損失引当金 ３，４０５千円

未払費用否認額 ４，８０６千円

固定資産減損損失及び減価償却超過額 ４５，４３１千円

貸倒損失否認額 １０，０８７千円

資産除去債務 １，４０８千円

繰越欠損金 １６，１７０千円

　その他 １，７０９千円

繰延税金資産小計 ３８３，３２１千円

　評価性引当額 △２０５，３８３千円

繰延税金資産合計　（Ａ） １７７，９３７千円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △１０９，５１５千円

　資産除去債務に係る除去費用 △３７９千円

　繰延税金負債合計　（Ｂ） △１０９，８９５千円

繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ６８，０４２千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主

な原因

　法定実効税率 ２７．６１％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 ７．６２％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △１１．７１％

住民税均等割等 ２．０７％

評価性引当金の増減 １３．３７％

　その他 △０．４６％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ３８．５０％

Ⅸ　重要な後発事象に関する注記

　当組合は、平成２７年９月２８日に締結した合併契

約に基づき、当組合を存続組合として平成２８年３

月１日に郡山市農業協同組合、たむら農業協同組

合、いわき中部農業協同組合及びふたば農業協同

組合と合併しました。
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平　成　２７　年　度 平　成　２８　年　度

たば農業協同組合

⑵合併の目的：農業の振興と組合員・地域社会に

貢献するＪＡの実現

⑶合併日：平成２８年３月１日

⑷合併組合の名称：福島さくら農業協同組合

（旧：いわき市農業協同組合）

⑸合併比率及び算定方法　１対１の対等合併

⑹出資一口当たりの金額　１，０００円

⑺被合併組合から承継した資産、負債、純資産の

額の主な内訳

資　産　　５１４，３８８，１３２千円

　（うち預金　　　　　　４０４，９８７，７７７千円）

　（うち有価証券　　　　　１５，４４４，３６５千円）

　（うち貸出金　　　　　　５８，２９１，７３２千円）

　（うち経済事業未収金　　１，４８０，４２０千円）

負　債　　４９１，２３７，６３９千円

　（うち貯金　　　　　　４７８，５９０，７２７千円）

純資産　　　２３，１５０，４９２千円

　（うち出資金　　　　　　６，７４１，５６０千円）

　なお、上記については帳簿価額で評価していま

す。また、会計処理方法は統一しています。

Ⅹ　その他の注記

１．リース取引に関する注記

オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は次のとおりです。

２．資産除去債務に関する注記

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上している

もの

⑴　当該資産除去債務の概要

　当組合の集出荷倉庫等の一部は、設置の際に土

地所有者との事業用定期借地権契約を締結してお

り、賃借期間終了による原状回復義務に関し資産

除去債務を計上しています。また、一部の建物に

使用されている有害物質を除去する義務に関して

も資産除去債務を計上しています。

⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法

　資産除去債務のੵݟもりに͋たり、ࢧ出までの

期間は２年ʙ８年、割引率は０．０％ʙ１．４７３％ࠐݟ

①合併の目的：組合員・地域社会に貢献するＪＡ

の実現

②合併比率及び算出方法：１対１の対等合併

③出資１口当たりの金額：１，０００円

Ⅹ　その他の注記

　資産除去債務に関する注記

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上している

もの

⑴　当該資産除去債務の概要

　当組合の大浦集出荷倉庫の一部は、設置の際に

土地所有者との事業用定期借地権契約を締結して

おり、賃借期間終了による原状回復義務に関し資

産除去債務を計上しています。

⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法

　当事業年度末における当該資産除去債務の総額

５，１００千円

合　計１年超１年以内

１４，５４５千円１１，０５４千円３，４９０千円未経過リース料
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平　成　２７　年　度 平　成　２８　年　度

を採用しています。

⑶　当事業年度末における当該資産除去債務の総

額の増減

　　期首残高　　　　　　１５，１９７千円

　　利息費用計上　　　　　　８１千円

　　期末残高　　　　　　１５，２７８千円

貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

　当組合は、建物に関して、不動産賃借契約に基

づき、退去時における原状回復にかかる義務を有

していますが、当該建物は当組合が事業を継続す

る上で必須の施設であり、現時点で除去は想定し

ていません。また、移転が行われる予定もないこ

とから、資産除去債務の履行時期を合理的に見積

ることができません。そのため、当該義務に見合

う資産除去債務を計上していません。

期末残高当該資産名

３，５２１千円たむら地区本部事務所

２，０６２千円中央集荷場

４，５９４千円旧ふぁせるたむら

５，１００千円大浦集出荷倉庫
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４．剰余金処分計算書（２事業年度分） （単位：円）

平成２８年度平成２７年度科　　　　　　　目

１，９６４，４９２，６１０３０８，６２１，００９１．当期未処分剰余金

１１２，１１１，０００２，３５７，１６８，０００２．任意積立金取崩額

１１１，０００，０００２，３３４，０００，０００　　特別積立金

－２３，１６８，０００　　被災ＪＡ財政支援積立金

１，１１１，０００－　　園芸作物基盤強化積立金

１，１７７，２１５，２４８２，５０９，３８６，１８９３．剰余金処分額

３００，０００，０００１４，０００，０００　　⑴　利益準備金

６６０，７３９，９１９２，３７７，１６８，０００　　⑵　任意積立金

３００，０００，０００１０，０００，０００　　　　金融事業基盤強化積立金

－１０，０００，０００　　　　施設整備積立金

２４９，７３９，９１９１，８４３，１６８，０００　　　　経営安定化積立金

－５１４，０００，０００　　　　ＪＡいわき市地域農業振興・生活支援積立金

１１１，０００，０００－　　　　旧たむら農業協同組合農業振興・地域社会振興積立金

１６７，４０６，２７９１１８，２１８，１８９　　⑶　出資配当金

４９，０６９，０５０－　　⑷　事業分量配当金

８９９，３８８，３６２１５６，４０２，８２０４．次期繰越剰余金

（注）

【平成２７年度】

１．出資配当金は、年７．０％の割合です。    

　　ただし、年度内の増資および新加入については日割計算とします。  

２．任意積立金のうち目的積立金の種類および積立目的、積立目標額、取崩基準等は、次の

とおりです。

⑴　金融基盤強化積立金    

①　積　立　目　的：競争力のあるＪＡ金融事業を確立し、組合の事業の改善発展に資する

ために積み立てます。

②　積立目標額：累積目標額は、毎事業年度末の貯金残高の１，０００分の１５とします。  

③　取　崩　基　準：事業年度末の貯金残高の１，０００分の５の範囲内で理事会に付議したう

えで取り崩すものとします。

⑵　施設整備積立金    

①　積　立　目　的：施設の取得および既存施設の修繕整備撤去等に備えるため積み立てます。

②　積立目標額：積立目標額は、１０億円とします。    

③　取　崩　基　準：次の範囲内で理事会に付議したうえで取り崩すものとします。 

ア．土地の取得は、取得にかかる自己資本支出相当額とします。

イ．減価償却資産の取得（資本的支出も含む）は、年度における減価

償却費相当額とします。

ウ．減価償却資産の修繕整備撤去等費用は、修繕整備撤去等に要した

費用相当額とします。
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⑶　経営安定化積立金    

①　積　立　目　的：会計制度の適用などにより資産の時価評価等で発生する損失への対応

を図ることにより、組合の経営安定及び健全な発展に資することを目

的とします。

②　積立目標額：積立目標額は、５３億円とします。    

③　積　立　基　準：毎事業年度の当期剰余金の１０分の１以上を積み立てます。  

④　取　崩　基　準：次の場合に該当する合計金額が１，０００万円以上の場合に、理事会に付

議したうえで取り崩すものとします。    

ア．減損会計の適用により発生した費用相当額

イ．退職給付会計制度の変更等により発生した費用相当額

ウ．棚卸資産会計の適用により発生した費用相当額

エ．資産除去会計の適用により発生した費用相当額

オ．新たな会計基準の適用により発生した費用相当額

カ．平成２８年３月の組織整備（合併）に向け、財務基盤の安定化を目

的として必要な財務調整事項の負担額    

⑷　ＪＡ福島信連解散記念地域農業振興積立金    

①　積　立　目　的：地域農業振興の実現に向けて営農指導事業をはじめ農業関連事業の充

実をはかるために積み立てます。

②　積立目標額：積立目標額は、２１，３００万円とします。    

③　取　崩　基　準：次の事由が発生したときは、理事会に付議したうえで取り崩すものと

します。  

ア．担い手農家等への農業支援に係る経費助成とします。

イ．重点振興作物新規導入栽培に係る生産資材購入への助成とします。

ウ．アグリスクール（新規就農者、後継者、定年帰農者向け研修制

度）の開催経費等とします。

エ．新規農村加工事業に取り組む協力組織への助成とします。

オ．その他目的達成に要する支出とします。

⑸　被災ＪＡ財政支援積立金　

①　積　立　目　的：被災ＪＡを含む新ＪＡの復旧・復興費用に対する支援を目的とします。

②　積立目標額：ア．最終目標額    

以下の３か年累積額を最終目標額とする。

平成２５年度：平成２５年度末貯金残高×０．０１５％－平成２５年度ＪＡバ

ンク福島県相互援助積立金拠出額

平成２６年度：平成２６年度末貯金残高×０．０１５％

平成２７年度：平成２７年度末貯金残高×０．０１５％   

イ．仮目標額　６９，５８１千円   

③　積　立　基　準：積立基準・期間については、仮目標額一括積立とします。    

④　取　崩　基　準：ア．復旧・復興対策支援

　共通積立に相当する積立金については、支援対象ＪＡが合併後３
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年間に要した下記の費用に対して支援する場合に、理事会に付議し

たうえで取り崩すものとします。  

（ア）営農再開対策：農地除塩・除染、圃場整備、生産者の農業再

開支援など

⑤　取　崩　期　間：復旧・復興対策支援に相当する積立金の取り崩しは平成２８年度から平

成３０年度までに支援する必要額を取り崩します。但し、残額が生じた

場合は目的外として全額取り崩しいたします。

（備考）

ア．「被災ＪＡ」とは、再編強化法により資本注入を受けたＪＡ。  

イ．「支援対象ＪＡ」とは、第３８回ＪＡ福島大会で決議された次期Ｊ

Ａ合併構想地区のうち被災ＪＡを含む構想ＪＡ。

⑹　ＪＡいわき市地域農業振興・生活支援積立金

①　積　立　目　的：旧いわき市農業協同組合の組合員等に対し、「農業者の所得増大」

「農業生産の拡大」および「地域の活性化」の達成を目的に積み立て

ます。

②　積　立　額：積立額は５１，４００万円とします。

③　取　崩　基　準：次の事由が発生したときは、理事会に付議したうえで取り崩すものと

します。

ア．農業および地域振興策

（ア）新ＪＡの農業振興対策に対する上乗せ助成

（イ）生産組織の各種導入事業への助成

（ウ）担い手、集落営農組織育成助成

（エ）有害鳥獣駆除への助成

（オ）自然災害等による農業関連施設被害の原状回復助成

（カ）行政と連携した農業振興助成

（キ）風評払拭のための活動助成

（ク）その他目的達成に要する支出

イ．生活支援策

（ア）金融共済事業利用者（組合員）への助成

（イ）生活購買に対する還元・助成

（ウ）組合員組織の活動助成金に対する上乗せ助成

（エ）消費者への「食」と「農」を基軸とした食農教育の助成

（オ）准組合員の「農」に基づくメンバーシップ強化支援

（カ）その他目的達成に要する支出

３．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額

４，０００，０００円が含まれています。
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【平成２８年度】

１．出資配当金は、年２．０％の割合です。

　　ただし、年度内の増資および新加入については日割計算とします。

２．事業の利用分量に対する配当の基準は、平成２８年産米出荷用米袋（ＪＡ米・買取米・備

蓄米・加工用米）１袋（３０㎏）当たり５０円（税別）とします。

３．任意積立金のうち目的積立金の種類および積立目的、積立目標額、取崩基準等は、次の

とおりです。

⑴　金融事業基盤強化積立金

①　積　立　目　的：競争力のあるＪＡ金融事業を確立し、組合の事業の改善発展に資する

ために積み立てます。

②　積立目標額：累積目標額は、毎事業年度末の貯金残高の１，０００分の１５とします。

③　取　崩　基　準：事業年度末の貯金残高の１，０００分の５の範囲内で理事会に付議したう

えで取り崩すものとします。

⑵　経営安定化積立金

①　積　立　目　的：会計制度の適用などにより資産の時価評価等で発生する損失への対応

を図ることにより、組合の経営安定及び健全な発展に資することを目

的とします。

②　積立目標額：積立目標額は、５３億円とします。

③　積　立　基　準：毎事業年度の当期剰余金の１０分の１以上を積み立てます。

④　取　崩　基　準：次の場合に該当する合計金額が１，０００万円以上の場合に、理事会に付

議したうえで取り崩すものとします。

ア．減損会計の適用により発生した費用相当額

イ．退職給付会計制度の変更等により発生した費用相当額

ウ．棚卸資産会計の適用により発生した費用相当額

エ．資産除去会計の適用により発生した費用相当額

オ．新たな会計基準の適用により発生した費用相当額

⑶　旧たむら農業協同組合農業振興・地域社会振興積立金

①　積　立　目　的：旧たむら農業協同組合の組合員等に対し、農業振興及び地域社会貢献

を柱に、「農業所得の増大」「農業生産の拡大」及び「地域社会貢献」

の達成のために積み立てます。

②　積　立　額：積立額は１１，１００万円とします。

③　取　崩　基　準：次の事由が発生したときは、理事会に付議したうえで取り崩すものと

します。

ア．農業振興及び農業所得増大策

（ア）集落・担い手の育成に関する助成

（イ）園芸特産農家の施設・設備に対する助成

（ウ）有害鳥獣駆除に対する助成

（エ）畜産農家の施設・素牛に対する助成

（オ）稲作農家の資材に対する助成
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（カ）農業出資法人経営安定対策に関する助成

（キ）その他目的達成に要する支出

イ．地域社会貢献策

（ア）次世代に対する食農教育への助成

（イ）組合員等の医療・福祉・教育充実に対する助成

（ウ）その他目的達成に要する支出

４．次期繰越剰余金には､営農指導､生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額

５５，０００，０００円が含まれています。
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５．部門別損益計算書

　⑴　平成２７年度 （単位：千円）

（注）１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等

⑴　共通管理費等

「（人頭割＋共通管理費配賦前の人件費を除いた事業管理費割＋共通管理費配賦前の事業損益割）／３」

　ただし、生活その他事業及び営農指導事業の支出のうち、（農事組合活動費、ＪＡまつり等経費）共通

管理費的要素の経費等についての調整を行っています。

⑵　営農指導事業

「均等割（５０％）＋事業総利益割（５０％）」

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦割合）は次のとおりです。

共通管理費
等

営農指導
事　　業

生活その他
事　　業

農業関連
事　　業

共済事業信用事業計区　　　　　分

１４８，３１０８４４，４１５１，７６８，３２５９３２，７５６１，３９０，２３９５，０８４，０４５①事業収益

１７２，３５５６３９，３４３１，３６８，１３１７１，９８０１３８，０７５２，３８９，８８４②事業費用

△２４，０４５２０５，０７１４００，１９４８６０，７７５１，２５２，１６６２，６９４，１６１③事業総利益（①－②）

６８，２６２４２８，４５３４４８，１２６６９１，４２３１，０３７，９７２２，６７４，２３７④事業管理費

１，０８９３１，３９１５８，７３３２２，４８０５３，１８８１６６，８８１⑤（うち減価償却費）

６７，６９８３７０，２３４２６０，０４０５６３，４１０６１６，４１７１，８７７，７９９⑤’（うち人件費）

△５７６，０５８６，２２２４１，０２４１０９，３２４１３６，７４４２８２，７４３⑥※うち共通管理費

△２３，６９７２５５１，６８７４，４９７５，６２５１１，６３１⑦（うち減価償却費）

△１８８，２５２２，０３３１３，４０６３５，７２６４４，６８７９２，３９９⑦’（うち人件費）

△９２，３０７△２２３，３８１△４７，９３２１６９，３５２２１４，１９１１９，９２３⑧事業利益（③－④）

１，９１６１３，０５６３４，５９１４２，１２５９６，８７５１８８，５６３⑨事業外収益

△１７７，４５９１，９１６１２，６３７３３，６７８４２，１２５８７，１０１⑩※うち共通分

２００１，３２０３，５１８４，４００９，０９９１８，５３７⑪事業外費用

△１８，５３７２００１，３２０３，５１８４，４００９，０９９⑫※うち共通分

△９０，５９１△２１１，６４５△１６，８５８２０７，０７６３０１，９６７１８９，９４９⑬経常利益（⑧＋⑨－⑪）

９７６４１１０３，２８４２，１３９４，４２５１１０，５８６⑭特別利益

△９，０１２９７６４１１，７１０２，１３９４，４２３⑮※うち共通分

９８８６，５１３１１３，１０７２１，７１２４４，８９６１８７，２１６⑯特別損失

△９１，４６８９８８６，５１３１７，３５８２１，７１２４４，８９４⑰※うち共通分

△９１，４８２△２１７，５１７△２６，６８１１８７，５０３２６１，４９６１１３，３１９⑱税引前当期利益（⑬＋⑭－⑯）

△９１，４８２１４，８８６１８，１６９２５，９２０３２，５０６⑲営農指導事業分配賦額

△２３２，４０３△４４，８５０１６１，５８３２２８，９９０１１３，３１９⑳
営農指導事業分配賦後
税引前当期利益（⑱－⑲）

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

計営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区　　分

１００．０％１．０８％７．１２％１８．９８％２３．７４％４９．０８％共通管理費等

１００．０％１６．２７％１９．８６％２８．３３％３５．５４％営農指導事業

共通資産
農業関連
生活その他
営農指導事業

共済事業信用事業計区　　分

７，８６１，２５４２，３５５，２０９５７９，５８８１１９，８５８，９８４１３０，６５５，０３４業別の総資産

４，６５８，２０７
（１，２７０，３７９）

２，３５７，２４４
（４１４，５７９）

１２３，６３９，５８３
（８９０，４９４）

１３０，６５５，０３４
（２，５７５，４５２）

総資産（共通資産配分後）
（うち固定資産）

３．部門別の資産 （単位：千円）
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⑵ 平成２８年度 （単位：千円）

（注）１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等

⑴ 共通管理費等

「（人頭割＋共通管理費配賦前の人件費を除いた事業管理費割＋共通管理費配賦前の事業損益割）／３」

ただし、生活その他事業及び営農指導事業の支出のうち、（農事組合活動費、ＪＡまつり等経費）共通

管理費的要素の経費等についての調整を行っています。

⑵ 営農指導事業

「均等割（５０％）＋事業総利益割（５０％）」

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦割合）は次のとおりです。

共通管理費
等

営農指導
事 業

生活その他
事 業

農業関連
事 業

共済事業信用事業計区 分

３０７，８５６５，７９１，５９２１３，４６９，０６４３，７９０，３９６５，５４７，８３９２８，９０５，７４８①事業収益

４２４，１４０５，０２５，７４５１１，４８６，８３７３０３，００２８５６，１１６１８，０９５，８４３②事業費用

△１１６，２８４７６５，８４６１，９８２，２２６３，４８７，３９３４，６９１，７２２１０，８１０，９０５③事業総利益（①－②）

３２１，７９５１，３６２，８２６１，９８１，５４７２，７１８，９３２３，５１４，５７７９，８９９，６７９④事業管理費

５，６２１６７，９３５２２２，５５１１２５，１８２２３２，４０５６５３，６９２⑤（うち減価償却費）

２４４，０９０１，１０１，５２９１，２５７，０１９２，０５２，５０３１，９９９，９６４６，６５５，１０６⑤’（うち人件費）

△２，２３２，０１３４８，７０６１９３，０２４４５７，５２６５５７，５９８９７５，１５８⑥※うち共通管理費

△２００，０３０４，３１４１０，４１１３３，６３４５９，１６０９２，５０８⑦（うち減価償却費）

△５３０，５７０１１，５７７４５，８８３１０８，７５８１３２，５４６２３１，８０４⑦’（うち人件費）

△４３８，０７９△５９６，９７９６７９７６８，４６１１，１７７，１４５９１１，２２６⑧事業利益（③－④）

８，８６７１７１，６２８９７，２３６１２１，５８４２２４，９０２６２４，２１７⑨事業外収益

△４１１，０９５８，８６７２１，３９７６９，１２４１２１，５８４１９０，１２１⑩※うち共通分

２，６８９６，４８９２０，９６４３６，８７４５７，６６２１２４，６７８⑪事業外費用

△１２４，６７８２，６８９６，４８９２０，９６４３６，８７４５７，６６２⑫※うち共通分

△４３１，９０１△４３１，８４１７６，９５１８５３，１７１１，３４４，３８５１，４１０，７６５⑬経常利益（⑧＋⑨－⑪）

１０，０４４２４，２３８７８，３０１１３７，７２４２１５，３６０４６５，６６８⑭特別利益

△４６５，６６８１０，０４４２４，２３８７８，３０１１３７，７２４２１５，３６０⑮※うち共通分

１０，５３９２５，４３３８２，１６１１４４，５１４２２５，９７６４８８，６２４⑯特別損失

△４８８，６２４１０，５３９２５，４３３８２，１６１１４４，５１４２２５，９７６⑰※うち共通分

△４３２，３９７△４３３，０３６７３，０９１８４６，３８１１，３３３，７６８１，３８７，８０９⑱税引前当期利益（⑬＋⑭－⑯）

△４３２，３９７６９，２０２９３，２６８１２３，０４９１４６，８７７⑲営農指導事業分配賦額

△５０２，２３８△２０，１７７７２３，３３２１，１８６，８９２１，３８７，８０９⑳
営農指導事業分配賦後
税引前当期利益（⑱－⑲）

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

計営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区 分

１００．００％２．１８％８．６５％２０．５０％２４．９８％４３．６９％共通管理費等

１００．００％１６．００％２１．５７％２８．４６％３３．９７％営農指導事業

共通資産
農業関連

生活その他
営農指導事業

共済事業信用事業計区 分

２９，０２８，５５８６，６２９，２５５２，８４３，６３５６２６，５７６，３６０６６５，０７７，８０８業別の総資産

１５，７２３，４７７
（４，０２７，５９８）

１０，０９５，５０３
（３，２１１，６６７）

６３９，２５８，８２７
（５，６１６，７４０）

６６５，０７７，８０８
（１２，８５６，００５）

総資産（共通資産配分後）
（うち固定資産）

３．部門別の資産 （単位：千円）
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損益の状況Ⅱ

１．最近の５事業年度の主要な経営指標 （単位：百万円）

（注）１．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

３．信託業務の取り扱いは行っていません。

４．「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための

基準」（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出しております。なお、平

成２５年度以前は旧告示（バーゼルⅡ）に基づく単体自己資本比率を記載しています。

平成２８年度平成２７年度平成２６年度平成２５年度平成２４年度項　　　目

２８，９０５５，０８４４，９６０５，０４３４，９３９経常収益（事業収益）

５，５４７

３，７９０

１３，４６８

５，７９１

３０７

１，３９０

９３２

１，７６８

８４４

１４８

１，４２９

９０９

１，７０６

７６１

１５３

１，４４４

９３６

１，７１５

７４３

２０４

１，５２５

９８８

１，６０４

６８１

１３８

信用事業収益

共済事業収益

農業関連事業収益

生活その他事業収益

営農指導事業収益

１，４１０１８９１７４２９２２７３経常利益

１，０９０６９７６２６３１４６当期剰余金（注）

８，５７８

（８，５７８，０４３口）

１，７４０

（１，７４０，９１７口）

１，６９６

（１，６９６，６２０口）

１，６６５

（１，６６５，１５１口）

１，６５７

（１，６５７，７８３口）

出　資　金

（出資口数）

３１，８１９８，０５９７，９６４７，８６３７，６３６純資産額

６６５，０７７１３０，６５５１３３，０５６１３４，８３２１３７，２４７総資産額

６１６，５２１１１７，９６９１２０，４４８１２１，９５９１２４，５２２貯金等残高

１０２，８６０４２，３４６４２，４７６４２，０５１４０，２４４貸出金残高

１９，５２２７，４５７７，８１０８，１４５８，６３４有価証券残高

２１６１１８４７４５４６剰余金配当金額

１６７

４９

１１８

０

３３

１４

３２

１３

３２

１４

出資配当の額

事業利用分量配当の額

１，４８７人３５１人３４１人３４３人３７３人職　員　数

１３．７０％１３．１９％１４．９６％１５．１４％１４．７０％単体自己資本比率
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２．利益総括表

増減平成２８年度平成２７年度項　　　目

３，６０７

１１５

△２８２

４，８３３

１６８

△３０９

１，２２６

　　５３

△２７

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 収 支

その他信用事業収支

３，６０７

（△０．２９％）

４，６９１

（０．７６％）

１，２５２

（１．０５％）

信 用 事 業 粗 利 益

（信用事業粗利益率）

８，１１６

（△０．３９％）

１０，８１０

（１．５７％）

２，６９４

（１．９６％）

事 業 粗 利 益

（ 事 業 粗 利 益 率 ）

（単位：百万円）

３．資金運用収支の内訳

平成２８年度平成２７年度
項　　　目

利回り利　息平均残高利回り利　息平均残高

０．８０％４，８５７６０８，６８４１．０５％１，２４５１１７，９６６資 金 運 用 勘 定

０．６０％２，９２３４８６，７０８０．６７％４６２６８，２９６う ち 預 金

１．２１％２４８２０，３９０１．１８％８６７，２７４う ち 有 価 証 券

１．６５％１，６８６１０１，５８６１．６４％６９７４２，３９５う ち 貸 出 金

０．０５％３２３６１５，８０６０．０６％７７１１９，８００資 金 調 達 勘 定

０．０５％３２０６１１，３０５０．０６％７５１１８，０７５うち貯金・定期積金

－－－－－－うち譲渡性貯金

０．０８％３４，５０１０．１０％１１，７２４う ち 借 入 金

０．３３％０．３３％総 資 金 利 ざ や

（単位：百万円）

（注）１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回＋経費率）

２．資金運用勘定の利息欄の預金には、農林中金からの「預金奨励金」、「特別配当

金」、「特別措置としての特別配当金」が含まれています。

４．受取・支払利息の増減額

平成２８年度増減額平成２７年度増減額項　　　目

３，６１２△４２受 取 利 息

２，４６１△１５う ち 預 金

１６２３う ち 有 価 証 券

９８９△３０う ち 貸 出 金

４９４０支 払 利 息

２４７１うち貯金・定期積金

２４５－うち譲渡性貯金

２△１う ち 借 入 金

３，１１８△４２差　　　引

（単位：百万円）

（注）１．増減額は前年度対比です。

２．受取利息の預金には、農林中金からの「預金奨励金」、「特別配当金」、「特別措

置としての特別配当金」が含まれています。
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事業の概況Ⅲ

１．信用事業

増　　減平成２８年度平成２７年度種　　　類

２２５，６６０２８２，０４６（　４６．１％）５６，３８６（　４７．７％）流 動 性 貯 金

２６７，３９１３２９，０１２（　５３．８％）６１，６２１（　５２．２％）定 期 性 貯 金

１７３２４０（　０．１％）６７（　０．１％）そ の 他 の 貯 金

４９３，２２４６１１，２９８（１００．０％）１１８，０７４（１００．０％）計

－　－　－　譲 渡 性 貯 金

４９３，２２４６１１，２９８（１００．０％）１１８，０７４（１００．０％）合　　　計

（単位：百万円）

⑴　貯金に関する指標

　①　科目別貯金平均残高

増　　減平成２８年度平成２７年度種　　　類

２７７，３０９３３５，００２（１００．０％）５７，６９３（１００．０％）定 期 貯 金

２７５，５７５３３４，９９９（　９９．９％）５９，４２４（１００．０％）うち固定自由金利定期

３３（　０．１％）０（　０．０％）うち変動自由金利定期

（単位：百万円）　②　定期貯金残高

増　減平成２８年度平成２７年度種　　　類

１８７４１４（　０．４％）２２７（　０．５％）手 形 貸 出 金

５３，４６４９３，２１４（　９１．７％）３９，７５０（　９３．９％）長 期 証 書 貸 出 金

６１７８４４（　０．８％）２２７（　０．５％）当 座 貸 越

－－－割 引 手 形

４，９８２７，１３２（　７．１％）２，１５０（　５．１％）金 融 機 関 貸 付

５９，２５０１０１，６０４（１００．０％）４２，３５４（１００．０％）合　　　計

（単位：百万円）

⑵　貸出金に関する指標

　①　科目別貸出金平均残高

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 

２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金

３．（　　）内は構成比です。

（注）１．固定自由金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期貯金

２．変動自由金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金

利定期貯金

３．（　　）内は構成比です。

（注）（　　）内は構成比です。
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増 減平成２８年度平成２７年度種 類

３９，５５９６２，７６２（ ６１．０％）２３，２０３（ ５４．６％）固 定 金 利 貸 出 金

１９，１９１３７，７１３（ ３６．７％）１８，５２２（ ４３．６％）変 動 金 利 貸 出 金

１，６３４２，３８４（ ２．３％）７５０（ １．７％）そ の 他

６０，３８４１０２，８６０（１００．０％）４２，４７６（１００．０％）合 計

（単位：百万円）② 貸出金の金利条件別内訳残高

（注）１．（ ）内は構成比です。

２．「その他」は、当座貸越、無利息等固定、変動の区分がないもの。

④ 債務保証の担保別内訳残高

増 減平成２８年度平成２７年度種 類

－－－貯 金 ・ 定 期 積 金 等

－－－有 価 証 券

－－－動 産

－－－不 動 産

－－－そ の 他 保 証

－－－小 計

６１４６１４－信 用

６１４６１４－合 計

（単位：百万円）

増 減平成２８年度平成２７年度種 類

１，０２２１，２７０２４８貯 金 ・ 定 期 積 金 等

０００有 価 証 券

△１５１８９２０４動 産

１１０４９１３８１不 動 産

３７３７０そ の 他 担 保 物

１，１２０２，０２５９０５小 計

１７，９８８３４，５４２１６，５５４農業信用基金協会保証

１７，９０２２４，５５２６，６５０そ の 他 保 証

３５，８９０５９，０９４２３，２０４小 計

２３，５０２４１，７３９１８，２３７信 用

６０，５１４１０２，８６０４２，３４６合 計

（単位：百万円）③ 貸出金の担保別内訳残高

増 減平成２８年度平成２７年度種 類

５４，８７５９３，９６２（ ９１．３％）３９，０８７（ ９２．３％）設 備 資 金

５，６３９８，８９８（ ８．７％）３，２５９（ ７．７％）運 転 資 金

６０，５１４１０２，８６０（１００．０％）４２，３４６（１００．０％）合 計

（単位：百万円）⑤ 貸出金の使途別内訳残高

（注）（ ）内は構成比です。
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（単位：百万円）　⑥　貸出金の業種別残高

増　　減平成２８年度平成２７年度種　　　類

６，３０１６，９９６（　６．８％）６９５（　１．６％）農 業

１７４６（　０．１％）２９（　０．０％）林 業

１６１３２（　０．１％）１１６（　０．２％）水 産 業

２，７０５４，０８３（　４．０％）１，３７８（　３．２％）製 造 業

１８２２５６（　０．２％）７４（　０．１％）鉱 業

１，６２３３，１３３（　３．１％）１，５１０（　３．５％）建 設 業

１，０８３２，７１０（　２．６％）１，６２７（　３．８％）不 動 産 業

２９１６５６（　０．６％）３６５（　０．８％）電気・ガス・熱供給・水道業

９５４２，４０２（　２．３％）１，４４８（　３．４％）運 輸 ・ 通 信 業

７１９１，１３８（　１．１％）４１９（　０．９％）卸売・小売業・飲食店

４，０３１６，４２２（　６．３％）２，３９１（　５．６％）サ ー ビ ス 業

５，２９３７，８１７（　７．６％）２，５２４（　５．９％）金 融 ・ 保 険 業

３，８９０３，９６５（　３．９％）７５（　０．１％）地 方 公 共 団 体

３３，４０８６３，０９７（　６１．３％）２９，６８９（　７０．１％）そ の 他

６０，５１４１０２，８６０（１００．０％）４２，３４６（１００．０％）合　　　計

（注）（　　）内は構成比（貸出金全体に対する割合）です。

増　　減平成２８年度平成２７年度種　　　類

２，０８３２，４０４３２１農 業

２２１２５２３１穀 作

７９９３１４野 菜 ・ 園 芸

５６１果 樹 ・ 樹 園 農 業

１６１６－工 芸 作 物

５７７１１４養豚・肉牛・酪農

－－－養 鶏 ・ 養 卵

－－－養 蚕

１，７０５１，９６６２６１そ の 他 農 業

－－農 業 関 連 団 体 等

２，０８３２，４０４３２１合　　　計

（単位：百万円）

　⑦　主要な農業関係の貸出金残高

１）　営農類型別

（注）１．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生

産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な

資金等が該当します。なお、上記⑥の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や

農業法人等に対する貸出金の残高です。

２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業

サービス業、農業所得が従となる農業者等がふくまれています。

３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全農とその子会社等が含まれています。
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２）　資金種類別

〔貸出金〕 （単位：百万円）

増　　減平成２８年度平成２７年度種　　　類

１，７１１１，８１５１０４プ ロ パ ー 資 金

３６４５８９２２５農 業 制 度 資 金

３２６３５６３０農 業 近 代 化 資 金

３８２３３１９５そ の 他 制 度 資 金

２，０７４２，４０４３３０合　　　計

（注）１．プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外

のものをいいます。

２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地

方公共団体が利子補給等を行うことでＪＡが低利で融資するもの、③日本政策金融

公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。

３．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担

軽減支援資金などが該当します。

〔受託貸付金〕

　該当する取引はありません。

（単位：百万円）　⑧　リスク管理債権の状況

増　　減平成２８年度平成２７年度区　　　分

５１９１４破 綻 先 債 権 額

６８２２，１２０１，４３８延 滞 債 権 額

－－－３か月以上延滞債権額

△１６７貸出条件緩和債権額

６８６２，１４６１，４６０合　　　計

（注）１．破綻先債権

　元本又は、利息の支払の遅延が相当期間継続していること、その他の理由により

元本又は、利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな

かった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい

う。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又

は、同項第４号に規定する事由が生じている貸出金をいいます。

２．延滞債権額

　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は、支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。

３．３か月以上延滞債権について

　元本又は、利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上遅延している貸出金で、

破綻先債権および延滞債権に該当しないものをいいます。

４．貸出条件緩和債権

　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しないものをいいます。
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（単位：百万円）

　⑨　金融再生法開示債権区分に基づく保全状況

　　平成２７年度

保全率

（Ｂ）／（Ａ）

保　　　全　　　額債権額

（Ａ）
債　権　区　分

合計（Ｂ）貸倒引当金担保・保証額

１００．００％１，７６３７９２９７１１，７６３破産更正債権及びこれらに準ずる債権

７１．５８％２８３１０５１７７３９５危 険 債 権

１．０４％０００６要 管 理 債 権

９４．５１％２，０４７８９７１，１４９２，１６５小　　　　計

１０１，５３１正 常 債 権

１０３，６９７合　　　計

（単位：百万円）　　平成２８年度

保全率

（Ｂ）／（Ａ）

保　　　全　　　額債権額

（Ａ）
債　権　区　分

合計（Ｂ）貸倒引当金担保・保証額

１００．００％１，２９２５３２７６０１，２９２破産更正債権及びこれらに準ずる債権

１００．００％１５９１８１４０１５９危 険 債 権

０．００％０００７要 管 理 債 権

９９．４５％１，４５２５５１９０１１，４６０小　　　　計

４０，９５１正 常 債 権

４２，４１１合　　　計

　⑩　元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況

　　　該当する取引はありません。

（注）上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成１０年法律

第１３２号）第６条に基づき、債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として、次のと

おり区分したものです。なお、当ＪＡは同法の対象とはなっていませんが、参考とし

て同法の定める基準に従い債権額を記載しております。

①破産更生債権及びこれらに準ずる債権

法的破綻等による経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる

債権

②危険債権

経営破綻の状況にはないが、財政状況の悪化等により元本及び利息の回収ができ

ない可能性の高い債権

③要管理債権

３か月以上延滞貸出債権及び貸出条件緩和貸出債権

④正常債権

上記以外の債権
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開示基準別債権の分類・保全状況図

●破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実
が発生している債務者
●実質破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実
は発生していないものの、深刻な
経営難の状態におり、再建の見通
しがない状況にあると認められる
等実質的に経営破たんに陥ってい
る債務者
●破綻懸念先
　現状経営破綻の状況にはないが、
経営難の状態にあり、経営改善計
画等の進捗状況が芳しくなく、今
後経営破綻に陥る可能性が大きい
と認められる債務者
●要管理先
　要注意先の債務者のうち当該債
務者の債権の全部または一部が次
に掲げる要管理債権である債務者
ⅰ　３か月以上延滞債権
　元金または利息の支払いが、
約定支払日の翌日を起算日とし
て３か月延滞している貸出債権
ⅱ　貸出条件緩和債権
　経済的困難に陥った債務者の
再建または支援をはかり。当該
債権の回収を促進すること等を
目的に、債務者に有利な一定の
譲歩を与える約定条件の改定等
を行った貸出債権

●その他の要注意先
　要管理先以外の要注意先に属す
る債務者
●正常先
　業況が良好、かつ、財務内容に
も特設の問題がないと認められる
債務者

●破綻先債権
　元本又は利息の支払の遅延が相
当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て
又は弁済の見込みがないものとし
て未収利息を計上しなかった貸出
金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」と
いう。）のうち、法人税法施行令
第九十六条第一項第三号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第四
号に規定する事由が生じている貸
出金

●延滞債権
　未収利息不計上貸出金であって、
破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として
利息の支払を猶予した貸出金以外
の貸出金

●３か月以上延滞債権
　元本又は利息の支払が約定支払
日の翌日から三月以上遅延してい
る貸出金（破綻先債権及び延滞債
権を除く）

●貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建等を図ること
を目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利とな
る取決めを行った貸出金（破綻先
債権、延滞債権及び３か月以上延
滞債権を除く）

 ●破産更生債権及びこれらに準ずる
債権
　破産手続開始、更生手続開始、
再生手続開始の申立て等の事由に
より経営破綻に陥っている債務者
に対する債権及びこれらに準ずる
債権

●危険債権
　債務者が経営破綻の状態には
至っていないが、財務状態及び経
営成績が悪化し、契約に従った債
権の元本の回収及び利息の受取り
ができない可能性が高い債権

●要管理債権
　三月以上延滞債権及び貸出条件
緩和債権（経済的困難に陥った債
務者の再建又は支援を図り、当該
債権の回収を促進すること等を目
的に、債務者に有利な一定の譲歩
を与える約定条件の改定等を行っ
た貸出債権

●正常債権
　債務者の財政状態及び経営成績
に特に問題がないものとして、同
項第一号から第三号までに掲げる
債権以外のものに区分される債権



－68－

ディスクロージャー誌　２０１７

　②　商品有価証券種類別平均残高

　　　該当する取引はありません。

（単位：百万円）

⑷　有価証券に関する指標

　①　種類別有価証券平均残高

増　減平成２８年度平成２７年度種　　　類

４，７３８７，７２１２，９８３国 債

６，１４９９，０６９２，９２０地 方 債

△１６９１，２０１１，３７０金 融 債

６００６００－政 府 保 証 債

１，７９９１，７９９－社 債

－－－株 式

－－－そ の 他 の 証 券

１３，１１６２０，３９０７，２７４合　　　計

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分しています。

（単位：千件、百万円）⑶　内国為替取扱実績

平成２８年度平成２７年度
種　　　類

被仕向仕　向被仕向仕　向

６８７２１３１８１２６件数送金振込

為 替 ２３５，７１０１５８，５３９３６，０８７２０，１６４金額

００００件数代金取立

為 替 ６５８５２５金額

１８１９０１件数
雑 為 替

４，９８５６，６６６３８５１３６金額

７０５２３２１８１２７件数
合 計

２４０，７６１１６５，２９０３６，４７４２０，３０７金額

（単位：百万円）　⑪　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

平成２８年度平成２７年度

区　　　分 期末

残高

期中減少額期　中

増加額

期首

残高

期末

残高

期中減少額期　中

増加額

期首

残高 その他目的使用その他目的使用

３３５３２４３３５３２４１４０１３８１４０１３８一般貸倒引当金

８９７９５８４８８９７１，００７５５１６５５２１５５１６７７個別貸倒引当金

１，２３３１，２８３４８１，２３３１，３３１６９１７９４２１６９１８１６合　　　計

　⑫　貸出金償却の額

平成２８年度平成２７年度項　　　目

１－貸 出 金 償 却 額

（単位：百万円）

　　　該当する取引はありません。
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合　計
期間の定め

のないもの
１０年超

７年超

１０年以下

５年超

７年以下

３年超

５年以下

１年超

３年以下
１年以下種　　　類

３，０００－－－２，０００１，０００－－国 債

平
成
　
年
度

２７

２，８６４－－７００９００４３７６３５１９２地 方 債

１，２００－－－－－４００８００金 融 債

－－－－－－－－短 期 社 債

－－－－－－－－社 債

－－－－－－－－株 式

－－－－－－－　－その他の証券

７，４８８－－４００３，３８８２，７００６９９２９９国 債

平
成
　
年
度

２８

８，３０８－２，２６８４１０８９９２，０９９２，０４６５８４地 方 債

６００－－－－－１００５００金 融 債

５９９－－－１００－４９９－政 府 保 証 債

１，７９９－－６００３００－５９９３００社 債

－－－－－－－－株 式

－－－－－－－　－その他の証券

（単位：百万円）　③　有価証券残存期間別残高

（単位：百万円）

⑸　有価証券等の時価情報等

　①　有価証券の時価情報等

平成２８年度平成２７年度
保　有　区　分

評価損益時　　価取得価額評価損益時　　価取得価額

－－－－－－売 買 目 的

１６８４，２６７４，０９９２７１，０００９７３満期保有目的

７２５１５，４２３１４，６９７３９６６，４８３６，０８７そ の 他

８９３１９，６９０１８，７９６４２３７，４８４７，０６０合　　　計

（注）１．時価は期末日における市場価格等によります。

２．取得価額は取得原価又は償却原価によっています。

３．売買目的有価証券については、時価を貸借対照表価額とし、評価損益については

当期の損益に含めています。

４．満期保有目的の債券については、取得価額を貸借対照表価額として計上しており

ます。

５．その他有価証券については時価を貸借対照表価額としております。

　②　金銭の信託の時価情報等

　　　該当する取引はありません。

　③　デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引

　　　該当する取引はありません。
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２．共済事業

平成２８年度平成２７年度
種 類

保 有 高新契約高保 有 高新契約高

５７８，５３１４５，０９７１５８，８４２８，３５７終 身 共 済

生

命

総

合

共

済

７，４７３５６６１，８０４３９定 期 生 命 共 済

３６５，８５８２６，０２２８１，７１９３，４５８養 老 生 命 共 済

８７，４３７３，６３２２０，８０６５６８うち こども共済

１８，１３５１，３４９３，８２９１１９医 療 共 済

１，６１８－２６０－が ん 共 済

２，８５９－３０８－定 期 医 療 共 済

６，１１５１，７７６９７０３９４介 護 共 済

６２１－８０－年 金 共 済（ 計 ）

９５４，３４３８２，８８２２７９，１２１１７，７１５建 物 更 生 共 済

１，９３５，５５４１５７，６９５５２６，９３６３０，０８２合 計

（単位：百万円）⑴ 長期共済新契約高・長期共済保有高

（注）金額は、保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は死

亡給付金額（付加された定期特約金額等を含む）、年金共済は付加された定期特約金

額）を表示しています。

平成２８年度平成２７年度
種 類

保有高新契約高保有高新契約高

１９８２３４４８医 療 共 済

３６２８１が ん 共 済

８－１０定 期 医 療 共 済

２４３２５５３９合 計

（単位：百万円）⑵ 医療系共済の入院共済金額保有高

（注）金額は、入院共済金額を表示しています。

平成２８年度平成２７年度
種 類

保有高新契約高保有高新契約高

１３，４４１３，９８４２，１７７９７５介 護 共 済

１３，４４１３，９８４２，１７７９７５合 計

⑶ 介護共済の介護共済金額保有高 （単位：百万円）

（注）金額は、介護共済金額を表示しています。

平成２８年度平成２７年度
種 類

保有高新契約高保有高新契約高

５，００３４９８１，４０４８７年 金 開 始 前

３，０２８－９５６－年 金 開 始 後

８，０３２４９８２，３６０８７合 計

（単位：百万円）⑷ 年金共済の年金保有高

（注）金額は、年金年額（利率変動型年金にあっては、最低保証年金額）を表示しています。
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（注）１．金額は、保障金額を表示しています。

２．自動車共済、賠償責任共済、自賠責共済は掛金総額です。

平成２８年度平成２７年度
種 類

掛金金額件数掛金金額件数

１０１７２，６９９６，０５３件２３１７，４４４１，４２４件火 災 共 済

３，０２０５８，８５６件５８０１１，３１１件自 動 車 共 済

３６３８６，９３１８２，６４１件５６６，９９５１４，６０９件傷 害 共 済

－－－件－－－件団体定期生命共済

０４０１０件０１８５件定額定期生命共済

３１，５３６件１４６８件賠 償 責 任 共 済

６６９２５，９０７件１３３５，１８５件自 賠 責 共 済

３，８３２１７５，００３件７４４３３，００２件合 計

（単位：件、百万円）⑸ 短期共済新契約高

平成２８年度平成２７年度
種 類

手数料供給高手数料供給高

２８５，０８２１，６９６，６２８６６，１２９３６４，２７８肥 料

４６，０８７６４７，２０７４，９１８７９，７７５飼 料

４，７１０４８３，９４０
１２，７４６９４，８３１

素 畜

７３，０６７４３０，４８６種 苗

１３４，４６４９１０，４０４３７，７５６２４３，４１８農 薬

５５，７１５６７９，６７２２０，６０５２４７，９６１農 業 機 械

８６，３３３６７５，５４１１８，１３９１５７，５７１そ の 他

６８５，４６１５，５２３，８８０１６０，２９５１，１８７，８３７合 計

（単位：千円）⑴ 買取購買品（生産資材）取扱実績

３．農業関連事業取扱実績

平成２８年度平成２７年度
種 類

手数料販売高手数料販売高

１０２，４３６１，８９３，０６３６５，６０４９８２，８６５米 穀 類

９，７４４２７６，３３８５，４９０２７６，１９４果 実

７１，５２３２，３３８，８２１１０，８５６５３９，４８９野 菜

７，７５８２８９，３８６８１５４１，３２８菌 茸 類

２，４７３９５，０３０１３５５，４１１花 卉 ・ 特 産

７７，５７６４，１０４，４３９６，１８２３６７，５８０畜 産 物

１４１，８５２１，３８２，９８１３４，３４６１８０，０８６直 売 所

４１３，３６３１０，３８０，０５８１２３，４３０２，３９２，９５６合 計

（単位：千円）

⑵ 販売品取扱実績

① 受託販売品
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平成２８年度平成２７年度項 目

３６，７０８２８，２３２保 管 料
収

益

６，５１６０荷 役 料

２８，０５６−そ の 他 の 収 益

７１，２８０２８，２３２計

５７８９２保 管 材 料 費
費

用

４６，２３５６７５保 管 雑 費

−−そ の 他 の 費 用

４６，８１３７６８計

（単位：千円）⑶ 保管事業取扱実績

平成２８年度平成２７年度
種 類

費 用収 益費 用収 益

１５８，６５０１９０，６６６６７，６３５９６，２４２水 稲 育 苗

６８０８８６−−野 菜 育 苗

９，８１９２０，３０４−−種 子 セ ン タ ー

５０，５４４８８，０７１２６，５３２４３，１２２カ ン ト リ ー

６，０６２８，０７９−−農 業 機 械 銀 行

−１７，３０９−−パ イ プ ハ ウ ス

２０７，４４３２１２，６０６−−精 米 セ ン タ ー

２６，３２５７２，１６６５，７２９２０，１１４そ の 他

４５９，５４９６１０，０９４９９，８９６１５９，４７８合 計

（単位：千円）⑷ 利用事業取扱実績

（単位：千円）⑸ 加工事業取扱実績

平成２８年度平成２７年度
種 類

粗利益販売高粗利益販売高

４８７，５５７４，４１７，６７０１，１５３１１，６１１米

２４３，２４５３６５，９４２−−直 売 所

７３０，８０２４，７８３，６１２１，１５３１１，６１１合 計

（単位：千円）② 買取販売品

平成２８年度平成２７年度
種 類

費 用収 益費 用収 益

６９０１８３１，４０９７７４ト マ ト ジ ュ ー ス

６９０１８３１，４０９７７４合 計
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平成２８年度平成２７年度
種　　　類

粗収益供給高粗収益供給高

４５，０４１３２４，３９３３，７２２１７，６８２米

６，３４５５４，７９８３，３６４２６，６１６生 鮮 食 品

１０３，９１６５９２，１９１３６，６４９１８４，８１８一 般 食 品

３０，９６３１４５，０８５９３０６，４１８衣 料 品

１９９，４４５１，８８１，７９４４，８１７２８，８１８燃 料

１６，５８４１６８，８２７４，５３２５１，３３８耐 久 消 費 財

５１，０６０４９１，８９９１７，３０３１９３，６２６日 用 保 健 雑 貨

１０４，４５５２４５，５５０−−家 庭 燃 料

５，９５７１７５，４２１−−自 動 車

１１０，６４３６２２，４３４２，０５５４５，２０８そ の 他

６７４，４１３４，７０２，３９７７３，３７５５５４，５２９合　　　計

（単位：千円）⑴　買取購買品（生活資材）取扱実績

４．生活その他事業取扱実績

平成２８年度平成２７年度項　　　目

２４４，６５６７０，１２０訪 問 介 護

収
　
　
　
益

５６，８３１−福 祉 用 具 貸 与

５，３０５−福 祉 用 具 販 売

８８，０１４４８，７２６居 宅 介 護 支 援

３１１，２７７１２３，９８４通 所 介 護

１０７，５５１−小規模多機能型居宅支援

２７，８６６−認知症対応型共同生活介護

４，７２９１，００１高 齢 者 生 活 支 援

８０，１２０２２，４９８歯 科 診 療

２，２９９−購 買

７，９６３−事 業 外

９３６，６１１２６６，３２９計

２２３，３７４４７，９９４訪 問 介 護

費
　
　
　
用

４３，３９０−福 祉 用 具 貸 与

４，２１７−福 祉 用 具 販 売

５２，３３９６，００６居 宅 介 護 支 援

２３１，６２７５８，８７１通 所 介 護

８４，１３８−小規模多機能型居宅支援

３２，２６９−認知症対応型共同生活介護

２，０７８３７７高 齢 者 生 活 支 援

８４，４２３１３，３８４歯 科 診 療

８−購 買

１２，０５７３３事 業 外

７６９，９２０１２６，６６５計

（単位：千円）⑵　福祉事業取扱実績
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平成２８年度平成２７年度項　　　目

３０５，７１８１４８，３１０指導事業補助金
収
　
入

１，２０１，５９３２，０７３指 導 実 費 収 入

１，５０７，３１１１５０，３８３計

１，３２６，１１６１７４，６５２営 農 改 善 費

支
　
出

２０，４３５４，２１３生 活 文 化 費

４４，７７６１０，９０８教 育 情 報 費

１，３９１，３２７１８９，７７４計

（単位：千円）５．指導事業

平成２８年度平成２７年度項　　　目

３２，５１２１，５４３旅 行 収 益収
益 ３２，５１２１，５４３計

８，１４５２２旅 行 費 用費
用 ８，１４５２２計

（単位：千円）⑶　旅行事業取扱実績
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経営諸指標Ⅳ

１．利益率

増　　　減平成２８年度平成２７年度項　　　目

０．０７０．２００．１３総資産経常利益率

２．３８４．８４２．４６資 本 経 常 利 益 率

０．１００．１５０．０５総資産当期純利益率

２．８４３．７４０．９０資本当期純利益率

（単位：％）

（注）１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返りを除く）平均残高×１００

２．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×１００

３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返りを除く）

平均残高×１００

４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×１００

２．貯貸率・貯証率

増　　　減平成２８年度平成２７年度区　　　分

△１９．２１１６．６８３５．８９期 末
貯 貸 率

△１９．２８１６．６２３５．９０期中平均

△３．１５３．１７６．３２期 末
貯 証 率

△２．８２３．３４６．１６期中平均

（単位：％）

（注）１．貯貸率（期　　末）＝貸出金残高／貯金残高×１００

２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×１００

３．貯証率（期　　末）＝有価証券残高／貯金残高×１００

４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×１００
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自己資本の充実の状況Ⅴ

１．自己資本の構成に関する事項 （単位：百万円）

経過措置に
よる不算入額

平成
２８年度

経過措置に
よる不算入額

平成
２７年度

項　　　目

コア資本にかかる基礎項目（１）
３０，３９２７，６４６普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額
８，５７８１，７４０うち、出資金及び資本準備金の額

うち、再評価積立金の額
２２，０９４６，０３４うち、利益剰余金の額
２１６１１８うち、外部流出予定額（△）
△６３△１０うち、上記以外に該当するものの額
３４５１４２コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
３４５１４２うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
うち、回転出資金の額
うち、上記以外に該当するものの額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調
達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

３６８７
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

３１，１０６７，７９５コア資本にかかる基礎項目の額（イ）
コア資本にかかる調整項目（２）

１６６２６６無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
１６６うち、のれんに係るものの額

２６６うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

１６６６コア資本に係る調整項目の額（ロ）
自己資本

３０，９３９７，７８９自己資本の額（（イ）－（ロ））　（ハ）
リスク・アセット等（３）

２０４，１５３５３，９００信用リスク・アセットの額の合計額
△２９，１５２△８，２７７うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

２６うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く）
うち、繰延税金資産
うち、前払年金費用

△３０，１７６△８，３２１うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
１，０２４１７うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額

うち、上記以外に該当するものの額
２１，６４２５，１２８オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額

２２５，７９６５９，０２９リスク・アセット等の額の合計額（ニ）
自己資本比率

１３．７０％１３．１９％自己資本比率（（ハ）／（ニ））

（注）１．農協法第１１条の２第１項第１号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式に基づき算出
しています。
２．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リス
ク削除手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。

３．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。
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２．自己資本の充実度に関する事項

①　信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

所要

自己資本額

ｂ＝ａ×４％

リスク・

アセット額

ａ

エクスポージャー

の期末残高

所要

自己資本額

ｂ＝ａ×４％

リスク・

アセット額

ａ

エクスポージャー

の期末残高

００７，５０８００２，９９３我が国の中央政府及び中央銀行向け

００１２，３１６００２，９６０我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け

３９０１，４０７－－－地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け

３９０１，００４－－－我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

－－－－－－地 方 三 公 社 向 け

３，９５３９８，８３１４９４，１５５５２８１３，２０２６６，０１２金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

１５１３，７９４４，９９０１２５３，１４４３，１４４法 人 等 向 け

８７９２１，９７５３０，８９５２３７５，９４３７，９２４中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け

２１５５，３７５１５，５３９７７１，９２５５，５０１抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン

６７１，６７８１，７０１６０１，５１２１，５１２不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

３１７９２１，３９３３４８５１８３８三 月 以 上 延 滞 等

０９４７－－－取 立 未 済 手 形

１３６３，４２０３４，５３８６６１，６５６１６，５６２信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付

００６０４００２２１共 済 約 款 貸 付

８５２，１４３２，１４３２６６６４６６４出 資 等

２，８５５７１，３９６２８，５５８２１９５，４９１２，１９６他の金融機関等の対象資本調達手段

３４８６６３４６１６４２０１６８特定項目のうち調整項目に算入されないもの

－－－－－－
複数の資産を裏付とする資産（所謂ファン
ド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産

△１，１６６△２９，１５２－△３２９△８，２２７－
経過措置によりリスク・アセットの額に
算 入 、 不 算 入 と な る も の

９１３２２，８４２２２，８６５１，０９２２７，３１９１９，７５５上 記 以 外

８，１６６２０４，１５３６６４，３３８２，１５６５３，９００１３０，４５０標準的手法を適用するエクスポージャー別計

－－－－－－Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク 相 当 額 ÷ ８ ％

－－－－－－中 央 生 産 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

８，１６６２０４，１５３６６４，３３８２，１５６　５３，９００１３０，４５０信用リスク・アセットの額の合計額

（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポー
ジャーの種類ごとに記載しています。

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体
的には貸出金や有価証券等が該当しています。

３．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に
係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等において
リスク・ウエイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
５．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入・不算入となるもの」とは、他の金融機関等の対象資本調
達手段、コア資本に係る調整項目（無形固定資産、前払年金費用、繰延税金資産等）および土地評価差額
金に係る経過措置により、リスク・アセットに算入したもの、不算入としたものが該当します。

６．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以
外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接
清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジットデリバティブの免責額が含まれ
ます。

７．当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基本的手法を採用しています。
　〈オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）〉
　　（粗利益（正の値の場合に限る）×１５％）の直近３年間の合計額　

÷８％　　　　　　直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

所要自己資本額
オペレーショナル・リスク
相当額を８％で除した額

所要自己資本額
オペレーショナル・リスク
相当額を８％で除した額オペレーショナル・リスクに

対する所要自己資本の額

(基礎的手法)
ｂ＝ａ×４％ａｂ＝ａ×４％ａ

８６５２１，６４２２０５５，１２８

所要自己資本額
リスク・アセット
（分母）合計

所要自己資本額
リスク・アセット
（分母）合計

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％ａｂ＝ａ×４％ａ

９，０３１２２５，７９６２，３６１５９，０２９
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３．信用リスクに関する事項

①　標準的手法に関する事項

　当ＪＡでは自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法

により算出しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイト

の判定に当たり使用する格付等は次のとおりです。

契　リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格

付けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

（注）「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出す

るための掛目のことです。

形　リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リス

ク・スコアは、主に以下のとおりです。

適　格　格　付　機　関

株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）

株式会社日本格付研究所（JCR）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

スタンダード・アンド・プア一ズ・レーティング・サービシズ（S & P）

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

カントリー・リスク・スコア適格格付機関エクスポージャー

日本貿易保険金融機関向けエクスポージャー

R & I , Moody's, JCR, S & P, Fitch法人等向けエクスポージャー（長期）

R & I , Moody's, JCR, S & P, Fitch法人等向けエクスポージャー（短期）
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② 信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び三ヵ月以上延

滞エクスポージャーの期末残高 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

信用リスクに関するエクスポージャーの残高信用リスクに関するエクスポージャーの残高

三月以上延滞
エクスポージャー

うち債券
うち

貸出金等
三月以上延滞
エクスポージャー

うち債券
うち

貸出金等

１，１０８１８，８６１１０３，２５７６６４，３３８１，１４０７，０７９４２，７０８１３１，０３５信用リスク期末残高

１９４－９，５６０９，６３９５－３０４３０４農業

－－１９１９－－２２林業

－－５６５６－－－－水産業

－－２，１５６２，１５６－－３３３３製造業

－－１６１１６１－－－－鉱業

１５３０１２，４３５２，７３６３６－９２６９２６建設・不動産業

－－３５４３５４－－－－電気・ガス熱供給・水道業

－３００８９７１，１９８－－－－運輸・通信業

－２，４１０７，７６２４９９，７８７－１，２０１２，１９６６４，８６１金融・保険業

７４－２，８３５２，８３５３９－４６８４６８卸売・小売・飲食・サービス業

－１５，８４８５，９３６２１，７８７－５，８７８７６５，９５４日本国政府・地方公共団体

１，１０８－７１，０８２１２３，６０７１，０５８－３８，７００５８，４８４上記以外

１，３９３１８，８６１１０３，２５７６６４，３３８１，１４０７，０７９４２，７０８１３１，０３５業種別残高計

－１，６９０２，６１７４９６，８６２－９９３５３８６６，３４３１年以下

－３，９５９２，７４３６，７０３－１，０３７６９３１，７３１１年超３年以下

－４，８１０３，９２８８，７３８－１，４４０１，１０１２，５４１３年超５年以下

－４，６９９５，０９９９，７９８－２，８９５１，３１９４，２１４５年超７年以下

－１，４１６１４，３９４１５，８１１－７１２４，４１８５，１３０７年超１０年以下

－２，２８５７１，３９１７３，６７７－－３２，６９２３２，６９２１０年超

－－３，０８１５２，７４６－－１，９４６１８，３８２期間の定めのないもの

－１８，８６１１０３，２５７６６４，３３８－７，０７９４２，７０８１３１，０３５残存期間別残高計

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、

証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引を含み

ます。

２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外

のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。「コミットメント」

とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づき、金融機関が融

資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能

残額も含めています。

３．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日

から３ヵ月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。

４．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該

当します。

５．当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は

省略しております。
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③　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 （単位：百万円）

（注）当ＪＡは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略

しております。

平成２８年度平成２７年度

区　　分 期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高 その他目的使用その他目的使用

３４５３３２－３４５３３２１４２１４０－１４２１４０一 般 貸 倒 引 当 金

９６３１，０２６６２９６３１，０８８５７３６８０２３５７３７０３個 別 貸 倒 引 当 金

④　業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

区　　分 貸出金
償却

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高

貸出金
償却

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高 その他目的使用その他目的使用

－－－－－－－－－－－－農 業

法
　
　
　
　
　
　
　
　
人

－－－－－－－－－－－－林 業

－－－－－－－－－－－－水 産 業

－－－－－－－－－－－－製 造 業

－－－－－－－－－－－－鉱 業

－－－－－－－－－－－－建 設 ･不 動 産 業

－－－－－－－－－－－－電気･ガス･熱供給･水道業

－－－－－－－－－－－－運 輸 ･通 信 業

－－－－－－－－－－－－金 融 ･保 険 業

－－－－－－－－－－－－卸売･小売･飲食･サービス業

－２４１－－２４１－－２８１３４１２３７２９２上 記 以 外

１７２２－－７２２－－２９２６４６１１５３６４１１個　　　人

１９６３１,０２６６２９６３１,０８８－５７３６８０２３５７３７０３業　　種　　別　　計
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⑤　信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウエイト１２５０％を適用する残高

　 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

計格付なし格付あり計格付なし格付あり

２４，７５１２４，７５１－－－－リスク・ウエイト０％

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

－－－－－－リスク・ウエイト２％

－－－－－－リスク・ウエイト４％

３６，０１４３６，０１４－１，６４８１，６４８－リスク・ウエイト１０％

４９４，２０３４９４，２０３－１３，２０７１３，２０７－リスク・ウエイト２０％

１５，４０７１５，４０７－１，９０７１，９０７－リスク・ウエイト３５％

５５９５５９－８２８２－リスク・ウエイト５０％

２９，１５６２９，１５６－５，４５６５，４５６－リスク・ウエイト７５％

３５，７２７３５，７２７－１０，０９０１０，０９０－リスク・ウエイト１００％

２５，５３４２５，５３４－２８３２８３－リスク・ウエイト１５０％

－－－－－－リスク・ウエイト２００％

３４６３４６－２１，２２５２１，２２５－リスク・ウエイト２５０％

－－－－－－そ の 他

－－－－－－リスク・ウエイト１２５０％

６６１，７０１６６１，７０１－５３，９００５３，９００－計

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、

証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派

生商品取引の与信相当額を含みます。

　　２．「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用し

ているもの、「格付なし」にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において

格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格付機関による依

頼格付のみ使用しています。

　　３．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過

措置適用後のリスク・ウエイトによって集計しています。また、経過措置によって

リスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。

　　４．１２５０％には、非当時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又

はクレジット・デリバティブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポー

ジャーなどリスク・ウエイト１２５０％を適用したエクスポージャーがあります。
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４．信用リスク削減手法に関する事項

①　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出

において、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場

合に、エクスポージャーのリスク・ウエイトに代えて、担保や保証人に対するリスク・ウエ

イトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

　当ＪＡでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。

　信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の相

殺」を適用しています。

　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引

相手または取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取

引をいいます。

　当ＪＡでは、適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政府

等、我が国の地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政

府以外の公共部門、国際開発銀行、及び金融機関または第一種金融商品取引業者、これら以

外の主体で長期格付がＡ－またはＡ３以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エ

クスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・

ウエイトに代えて、保証人のリスク・ウエイトを適用しています。

　貸出金と自組合貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その

他これらに類する事由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを

示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自

組合貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自組合貯金が継続されな

いリスクが監視及び管理されていること、④貸出金と自組合貯金殺後の額が、監視および管

理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自組合貯金の

相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージヤー額としています。

　担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直

しを行っています。なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。
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②　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

保　　証
適格金融
資産担保

保　　証
適格金融
資産担保

５０３－－地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け

１００－－我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

　－－－地 方 三 公 社 向 け

　－－－金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け

４０６５１５３１１法 人 等 向 け

６８５１９２４７０４３中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け

８８－抵 当 権 住 宅 ロ ー ン

　－－－不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

　－－－三 月 以 上 延 滞 等

　－－－中 央 清 算 機 関 関 連

　－－－上 記 以 外

１，７０４７０８４８２５５合　　　　　計

（注）１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含

む）のことをいい、主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。

　　２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上

延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商

品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが１５０％になったエ

クスポージャーのことです。

　　３．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向

け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未

決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。

５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

　該当する取引はありません。

６．証券化エクスポージャーに関する事項

　該当する取引はありません。

７．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

①　出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

　「出資その他これに類するエクスポージャー」とは、主に貸借対照表上の有価証券勘定及

び外部出資勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当ＪＡにおいては、これ

らを①子会社株式、②その他有価証券、③系統および系統外出資に区分して管理しています。

①　子会社株式については、経営上も密接な連携を図ることにより、当ＪＡの事業のより効

率的運営を目的として、株式を保有しています。
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　これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析の他、毎月定期的な連絡会議を行

う等適切な業況把握に努めています。

②　その他有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リス

クの把握およびコントロールに努めています。

　具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及びポートフォリオの状況やＡ

ＬＭなどを考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに経営層で構成するＡＬＭ委員会を

定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。

　運用部門は理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された取引方針などに基

づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。

　運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行を行っているかどうか

チェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③　系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日

常的な協議を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対

応を行っています。

　なお、これらの出資その他これに類するエクスポージャーの評価等については、①子会社

株式については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて子会社等損失引当金を、②その他

有価証券については時価評価を行った上で、取得原価との取評価差額については、「その他

有価証券評価差額金」として純資産の部に計上しています。

　③系統および系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて外部出資等

損失引当金を設定しています。

　また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、注記表にその旨記載することとしています。

　②　出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

時価評価額貸借対照表計上額時価評価額貸借対照表計上額

－－－－上 場

２３，４２０２３，４２０６，８１４６，８１４非 上 場

２３，４２０２３，４２０６，８１４６，８１４合 計

平成２８年度平成２７年度

償却額売却損売却益償却額売却損売却益

－－－－－－

　③　出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益 （単位：百万円）

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計

額です。
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平成２８年度平成２７年度

評価損評価益評価損評価益

－－－－

　④　貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額

　　　（保有的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等） （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

評価損評価益評価損評価益

－－－－

　⑤　貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益額

　　　（子会社・関連会社株式の評価損益等） （単位：百万円）

①　金利リスクの算定方法の概要

　金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミス

マッチが存在する中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをい

います。

　当ＪＡでは、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、

またリスク情報の管理・報告にかかる事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理手続」に定

め、適切なリスクコントロールに努めています。具体的な金利リスクの算定方法、管理方法

は以下のとおりです。

・市場金利が上下に２％変動した時（ただし０％を下限）に発生する経済価値の変化額

（低下額）を金利リスク量として毎月算出しています。

・要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時

払い出される要求払貯金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞在する貯金

をコア貯金と定義し①過去５年の最低残高、②過去５年の最大年間流出量を現残高から

差し引いた残高、③現残高の５０％相当額のうち、最小の額を上限とし、０～５年の期間

に均等に振り分けて（平均残存２．５年）リスク量を算定しています。

・金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。

　　　　金利リスク　＝　運用勘定の金利リスク量　＋　調達勘定の金利リスク量（△）

　算出した金利リスク量は毎月経営層に報告するとともに、四半期ごとにＡＬＭ委員会に報

告して承認を得ています。

②　金利ショックに対する損益・経済価値の増減額 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

１３５△９１金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

８．金利リスクに関する事項
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４．単体自己資本比率

⑴　グループの事業系統図

　ＪＡ福島さくらのグループは、当ＪＡ、子会社８社で構成されています。

　このうち、当年度及び前年度において連結自己資本比率を算出する対象となる連結子会社

は、８社です。なお、連結自己資本比率を算出する対象となる連結グループと、連結財務諸

表規則に基づき連結の範囲に含まれる会社に、相違ありません。

１．グループの概況

連　結　情　報Ⅵ

⑵　子会社等の状況 　

当ＪＡの

議決権比率
資本金設立年月日事 業 の 内 容

主たる事務所の

所在地
名　称

　９９．３０％１０百万円
平成８年

１月１８日

農作業受委託業務

施設業務受託業務

郡山市朝日二丁目

１４－７

㈱ＪＡ郡山市

農 業 受 委 託

１００．００％１０百万円
昭和４８年

６月７日
総合葬祭事業

郡山市富田町字

愛宕前３６

㈱ＪＡ郡山市協

同 サ ー ビ ス

１００．００％１０百万円
平成１６年

１月１９日

食料品・日用品・酒類の

販売、食材の宅配事業

郡山市日和田町字

北ノ入６６

㈱ＪＡ郡山市食

材 サ ー ビ ス

１００．００％１０百万円
平成１６年

１月１９日

石油製品・ＬＰＧの販売

ガソリンスタンドの経営

郡山市片平町字

木藤田５３

㈱ＪＡ郡山市燃

料 サ ー ビ ス

　９９．８０％２０百万円
平成２７年

７月２１日

穀類、野菜類、果樹等、

水稲等の生産及び販売

田村市船引町船引字

南町通１６０

㈱ＪＡアグリ

サポートたむら

１００．００％５０百万円
平成２７年

７月２１日

日刊新聞及び書籍・雑誌

の販売

田村市船引町船引字

南町通１５５－１

㈱ Ｊ Ａ 新 聞

センターたむら

１００．００％１００百万円
平成８年

６月５日
総合葬祭事業

いわき市平字

九品寺町１－８－２

㈱ＪＡいわき市

協同サービス

１００．００％１００百万円
平成１２年

１２月１４日

石油製品・ＬＰＧの販売

ガソリンスタンドの経営

いわき市平谷川瀬字

泉町７８－１

㈱ＪＡいわき市

燃料サービス

ＪＡ福島さくら ＪＡ福島さくら

　　本　　店　　　　１

　　地区本部　　　　４

　　支　　店　　　６１

子会社

　　株式会社　ＪＡ郡山市農業受委託

　　株式会社　ＪＡ郡山市協同サービス

　　株式会社　ＪＡ郡山市食材サービス

　　株式会社　ＪＡ郡山市燃料サービス

　　株式会社　ＪＡアグリサポートたむら

　　株式会社　ＪＡ新聞センターたむら

　　株式会社　ＪＡいわき市協同サービス

　　株式会社　ＪＡいわき市燃料サービス
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⑶　連結事業概況

①　事業の概況

　平成２８度の当組合の連結決算は、子会社８社を連結しております。

　連結決算の内容は、連結事業利益１，２２７百万円、連結経常利益１，６１１百万円、連結当期剰

余金は１，２１２百万円、連結純資産３３，１４７百万円、連結総資産６６５，６７１百万円、連結自己資本

比率は１４．２８％となりました。

②　連結子会社等の事業概況

〔株式会社ＪＡ郡山市農業受委託〕

　当社は農産物の生産販売業務をしており、売上高は８８，４３４千円で当期利益は１，８３７千

円となりました。

〔株式会社ＪＡ郡山市協同サービス〕

　当社は総合葬祭事業をしており、売上高は７９８，２８７千円で、当期利益は３２，５３６千円と

なりました。

〔株式会社ＪＡ郡山市食材サービス〕

　当社は食材の宅配事業を行っており、売上高は３５７，４７３千円で、当期利益は２，９５５千円

となりました。

〔株式会社ＪＡ郡山市燃料サービス〕

　当社は燃料事業を行っており、売上高は１，１３８，９４６千円で、当期利益は３０，２８５千円と

なりました。

〔株式会社ＪＡいわき市協同サービス〕

　当社は総合葬祭事業をしており、売上高は１，３２１，７５５千円で、当期利益は５７，９５５千円

となりました。

〔株式会社ＪＡいわき市燃料サービス〕

　当社は燃料事業を行っており、売上高は８０８，０８３千円で、当期利益は３，７６６千円となり

ました。

〔株式会社ＪＡアグリサポートたむら〕

　当社は農産物の生産販売業務をしており、売上高は４１，８５４千円で当期利益は４，７４２千

円となりました。

〔株式会社ＪＡ新聞センターたむら〕

　当社は新聞事業をしており、売上高は２１６，５４６千円で、当期利益は４，９５４千円となりま

した。
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　⑷　最近５年間の連結事業年度の主要な経営指標

平成２８年度平成２７年度平成２６年度平成２５年度平成２４年度

３３，３４７７，０７５７，０９２７，１６０７，０９１連 結 経 常 収 益

５，５２９１，３５２１，４２４１，４３８１，５１９信 用 事 業 収 益

３，７９０９３１９０８９３５９８７共 済 事 業 収 益

１４，８５５３，８０５３，８３０３，８８６３，８３５購 買 事 業 収 益

５，６３８１９２１５２１６２１３７販 売 事 業 収 益

３，５３３７９３７７７７３７６１１そ の 他 事 業 収 益

１，６１１２６７３３０３９３３９７連 結 経 常 利 益

１，２１２１１０１６３３１７２１８連 結 当 期 剰 余 金

３３，１４７８，５７６８，４４０８，２５１７，９７１連 結 純 資 産 額

６６５，６７１１３１，０９３１３３，５３７１３５，１２３１３７，５０８連 結 総 資 産 額

１４．２８％１４．０９％１５．７５％１５．８１％１５．３３％連 結 自 己 資 本 比 率

（単位：百万円）

（注）１．連結経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

３．信託業務の取り扱いは行っていません。

４．「連結自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するた

めの基準」（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出しております。

なお、平成２５年度以前は旧告示（バーゼルⅡ）に基づく連結自己資本比率を記載

しています。
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　⑸　連結貸借対照表 （単位：千円）

金　　　　額

科　　目 平成２８年度
（平成２９年２月２８日現在）

平成２７年度
（平成２８年２月２９日現在）

（資産の部）

６２１，８３７，４２１１１８，２２６，２５８１．信用事業資産

４９７，５８０，２７３６９，３１０，２３９　⑴ 現 金 及 び 預 金

１９，５５２，２３２７，４５７，２１５　⑵ 有 価 証 券

１０１，９８５，６９３４１，５７２，１４９　⑶ 貸 出 金

３，３６５，４２６５７５，９１０　⑷ その他の信用事業資産

６１４，２２５－　⑸ 債 務 保 証 見 返

△１，２３０，４２９△６８９，２５５　⑹ 貸 倒 引 当 金

６１４，７３８２２７，４６４２．共済事業資産

６０４，３８６２２１，９２３　⑴ 共 済 貸 付 金

１０，３６３２，６３１　⑵ その他の共済事業資産

△１１２，９０９　⑶ 貸 倒 引 当 金

４，０７８，９１１６６１，７０７３．経済事業資産

２，１５８，３０７４１３，２５９　⑴ 受取手形及び経済事業未収金

１３３，８１０６８，３４８　⑵ 経 済 受 託 債 権

１，５７４，４５６１７９，６９６　⑶ 棚 卸 資 産

２７４，６６５１０，９２８　⑷ その他の経済事業資産

△６２，３２８△１０，５２６　⑸ 貸 倒 引 当 金

１，１７３，８９９４０２，９０３４．雑資産

１４，３８６，６１５４，８９４，６７８５．固定資産

１４，２１５，７９２４，８５８，２６３　⑴ 有 形 固 定 資 産

９，６４７，２８６６，８４９，３０１　　 減 価 償 却 資 産

△１５，５９３，７６５△３，６０９，４９６　　　 減価償却累計額

４，５５９，４４１１，４８４，１７５　　 土 地

９，０６５１３４，２８３　　 建 設 仮 勘 定

１７０，８２２３６，４１４　⑵ 無 形 固 定 資 産

２３，０８１，８１４６，６０２，０８８６．外部出資

２３，１１０，１３５６，６１４，４２１　⑴ 外 部 出 資

△２８，２３１△１２，３３３　⑵ 外部出資等損失引当金

－－７．特別会計

４９５，３７０７８，２９１８．繰延税金資産

－－９．再評価にかかる繰延税金資産

２，７２０－１０．繰延資産

６６５，６７１，４９１１３１，０９３，３９９資産の部合計

金　　　　額

科　　目 平成２８年度
（平成２９年２月２８日現在）

平成２７年度
（平成２８年２月２９日現在）

（負債の部）

６２２，５６１，１０３１２０，２２４，３９３１．信用事業負債

６１５，２５６，１５２１１７，５６１，９２４　⑴ 貯 金

４，４７７，２４７１，７１８，５００　⑵ 借 入 金

２，２１３，４７８９４３，９６７　⑶ その他の信用事業負債

６１４，２２５－　⑷ 債 務 保 証

２，９９６，１４７９５９，２２１２．共済事業負債

６０４，２７２２１９，２８６　⑴ 共 済 借 入 金

１，２９３，４４０４６７，２７７　⑵ 共 済 資 金

１，０９８，４３５２７２，６５７　⑶ その他の共済事業負債

１，２６８，９１２２６２，４６０３．経済事業負債

１，０１８，０８３１８４，５０２　⑴ 支払手形及び経済事業未払金

２５０，８２８７７，９５７　⑵ その他の経済事業負債

１，５３７，８８６５１０，３１６４．雑負債

３，８１８，１３８５５１，２６２５．諸引当金

１６８，７６１６９，５２１　⑴ 賞 与 引 当 金

１，８７９，６１４４５７，６０９　⑵ 退職給付引当金

１，７６９，７６２２４，１３１　⑷ そ の 他 引 当 金

３４２，０６３９，６０９６．再評価にかかる繰延税金負債

６３２，５２４，２５０１２２，５１７，２６３負債の部合計

（純資産の部）

３１，９３６，６１８８，２８０，８９１１．組合員資本

８，５７８，１３３１，７４０，９１７　⑴ 出 資 金

２６８２６８　⑵ 資 本 剰 余 金

２３，４２６，７０２６，５５４，６４０　⑶ 利 益 剰 余 金

△６３，９６４△１０，９３４　⑷ 処 分 未 済 持 分

△４，５２１△４，０００　⑸ 子会社の所有する親組合出資金

１，２１０，６２１２９５，２４２２．評価・換算差額等

５２８，１５２２８７，１３６　⑴ その他有価証券評価差額金

６８２，４６９８，１０６　⑵ 土地再評価差額金

－－３．非支配株主持分

３３，１４７，２４０８，５７６，１３５純資産の部合計

６６５，６７１，４９１１３１，０９３，３９９負債・純資産の部合計
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ディスクロージャー誌　２０１７

　⑹　連結損益計算書 （単位：千円）

平成２８年度
（平成２８年３月１日～
平成２９年２月２８日）

平成２７年度
（平成２７年３月１日～
平成２８年２月２９日）

科　　目

１２，５０５，５１０３，４９０，５５５１．事業総利益

５，５２９，８８８１，３５２，２７３　⑴ 信 用 事 業 収 益

５，１３８，８３７１，２６６，７４６　　　 資 金 運 用 収 益

（２，９２３，４５６）（４６２，１９１）　　　 （うち預金利息）

（２５７，５５８）（８６，４８０）　　　 （うち有価証券利息）

（１，６６８，４５５）（６６０，０５６）　　　 （うち貸出金利息）

（２８９，３６６）（５８，０１９）　　　（ うちその他受入利息）

１６７，４５１５２，７１４　　　 役務取引等収益

２７５１，５２７　　　 その他事業直接収益

２２３，３２４３１，２８６　　　 その他経常収益

８４８，８４８１３６，１８７　⑵ 信 用 事 業 費 用

３２３，１８６７７，３１５　　　 資 金 調 達 費 用

（３１２，２０５）（７１，５６６）　　　 （うち貯金利息）

（７，２６６）（３，９４４）　　　 （うち給付補填備金繰入）

（３，７１４）（１，８０５）　　　 （うち借入金利息）

１０４，０１９２７，０２１　　　 その他事業直接費用

４２１，６４２３１，８５１　　　 その他経常費用

（△５２，７９２）（△１０４，１１１）　　　 （うち貸倒引当金戻入益）

４，６８１，０３９１，２１６，０８５信用事業総利益

３，７９０，３９６９３１，２０７　⑶ 共 済 事 業 収 益

３，５５８，１１２８６８，０８８　　　 共 済 付 加 収 入

２３２，２８４６３，１１７　　　 そ の 他 の 収 益

２９９，２０４７１，９８０　⑷ 共 済 事 業 費 用

２５３，２１９４６，３９０　　　 共済推進費及び共済保全費

１５，１０９５，２２９　　　 共済借入金利息

３０，８７６２０，３６０　　　 そ の 他 の 費 用

３，４９１，１９１８５９，２２６共済事業総利益

１４，８５５，１００３，８０５，６８３　⑸ 購 買 事 業 収 益

１４，６０６，３４４３，７７３，２８２　　　 購 買 品 供 給 高

２４８，７５５３２，４００　　　 そ の 他 の 収 益

１２，１４６，５６３２，７６２，３８２　⑹ 購 買 事 業 費 用

１２，０００，６８４２，７０５，４７１　　　 購買品供給原価

１９６，２０３３４，９４９　　　 購 買 品 供 給 費

△５０，３２４２１，９６２　　　 そ の 他 の 費 用

２，７０８，５３６１，０４３，２９９購買事業総利益

５，６３８，４４４１９２，４４６　⑺ 販 売 事 業 収 益

４，７８３，６１２１１，６１１　　　 販 売 品 販 売 高

４１３，３６３１２３，４３０　　　 販 売 手 数 料

４４１，４６７５７，４０５　　　 そ の 他 の 収 益

４，７７０，３８４１０５，８４２　⑻ 販 売 事 業 費 用

４，０５２，８１１１０，８１０　　　 販売品販売原価

３１２，０２３５９，３３０　　　 販 売 費

４０５，５５０３５，７０２　　　 そ の 他 の 費 用

８６８，０５９８６，６０４販売事業総利益

平成２８年度
（平成２８年３月１日～
平成２９年２月２８日）

平成２７年度
（平成２７年３月１日～
平成２８年２月２９日）

科　　目

７１，２８０２８，２３２　⑼ 保 管 事 業 収 益

４６，８１３７６８　⑽ 保 管 事 業 費 用

２４，４６７２７，４６４保管事業総利益

１８３１，４０９　⑾ 加 工 事 業 収 益

６９０１，７４９　⑿ 加 工 事 業 費 用

△５０６３４１加工事業総損失

６４７，０９３１７１，０４７　⒀ 利 用 事 業 収 益

３９１，９１１１０１，４２０　⒁ 利 用 事 業 費 用

２５５，１８１６９，６２７利用事業総利益

３２，５１２－　⒂ 旅 行 事 業 収 益

８，１４５－　⒃ 旅行供給事業費用

２４，３６６－旅行事業総利益

１，２７５，２６３４４２，５２０　 ⒄その他事業収益

９３８，０７２２１４，５４１　⒅ そ の 他 事 業 費 用

３３７，１９０２２７，９７７その他事業総利益

１，５０７，３１１１５０，３８３　⒆ 指 導 事 業 収 入

１，３９１，３２７１８９，７７４　⒇ 指 導 事 業 支 出

１１５，９８３△３９，３９０指導事業収支差額

１１，２７８，４０４３，４００，９２０２．事業管理費

７，５４２，１９９２，３０２，７２２　⑴ 人 件 費

３，７３６，２０５１，０９８，１９２　⑵ その他事業管理費

１，２２７，１０５８９，６３３事　業　利　益

５３１，０１５１７１，８０８３．事業外収益

１２，９４６１，２６１　⑴ 受 取 雑 利 息

２７６，０２６７９，１４４　⑵ 受 取 出 資 配 当 金

２４２，０４２９１，４００　⑶ その他の事業外収益

１４６，１４３△５，９３８４．事業外費用

－△２８，１４５　⑴ 支 払 雑 利 息

１４６，１４３２２，２０６　⑵ その他の事業外費用

１，６１１，９７７２６７，３８０経　常　利　益

４６７，３３２１１０，５９４５．特別利益

２，９１１１，４２６　⑴ 固 定 資 産 処 分 益

２４８，９０１４，０００　⑵ 一 般 補 助 金

２１５，５２０１０５，１６８　⑶ その他の特別利益

４８９，３９２１８７，２１６６．特別損失

２，７６８６６，１３８　⑴ 固 定 資 産 処 分 損

２４３，５３４２，０００　⑵ 固 定 資 産 圧 縮 損

－２３，３３６　⑶ 減 損 損 失

２４３，０８９９５，７４０　⑷ その他の特別損失

１，５８９，９１７１９０，７５９税金等調整前当期利益

５１８，５８７３５，６５９法人税・住民税及び事業税

△１４１，１４３４４，５６７法人税等調整額

３７７，４４３８０，２２６法人税等合計

１，２１２，４７３１１０，５３２当期剰余金



－91－

ディスクロージャー誌　２０１７

⑺　連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

平成２８年度
（自　平成２８年３月１日～
至　平成２９年２月２８日）

平成２７年度
（自　平成２７年３月１日～
至　平成２８年２月２９日）

科　　　　目

１．事業活動によるキャッシュ・フロー

１，５８９，９１７１９０，７５９税金等調整前当期利益

８００，６３７２３４，０９６減価償却費

５５７，３１３△１２８，３０１貸倒引当金の増減額

１５，９８８－外部出資等損失引当金の増減額

９９，２４０△４６，７２９賞与引当金の増減額

１，４２２，００５３２，２２０退職給付に係る負債の増減額

１０７，６８５△２５，８５３役員退職慰労引当金の増減額

△４，５９１，９１２△１，１８８，３７１信用事業資金運用収益

３２３，１８６７７，３１５信用事業資金調達費用

△１５，１５８△５，１７２共済貸付金利息

１５，１０９５，２２９共済借入金利息

△２８８，９７２△８０，４０５受取雑利息及び受取出資配当金

－△２８，１４５支払雑利息

－△２０，３５６有価証券関係損益（△）

△１４２６４，７１２固定資産売却損益（△）

（信用事業活動による資産及び負債の増減）

△６０，４１３，５４４６５８，２８４貸出金の純増（△）減

△４２１，０４２，５００１，６９１，５００預金の純増（△）減

４９７，６９４，２２８△２，４７６，３１６貯金の純増減（△）

２，７５８，７４７△８，２５０信用事業借入金の純増減（△）

△１５８，９６８５，９５０その他の信用事業資産の純増（△）減

１，０９７，３８８△１１２，５０４その他の信用事業負債の純増減（△）

（共済事業活動による資産及び負債の増減）

△３８２，４６３△３６，６８１共済貸付金の純増（△）減

３８４，９８６３４，３０３共済借入金の純増減（△）

８２６，１６３２９，７５７共済資金の純増減（△）

８１５，８９５△１０，７７４未経過共済付加収入の純増減（△）

２，０８６△４６８共済未払費用の純増減（△）

△８５０△２，８５６その他の共済事業資産の純増（△）減

３，８２３△３１４その他の共済事業負債の純増減（△）

（経済事業活動による資産及び負債の増減）

△１，７４５，０４８６５，２２８受取手形及び経済事業未収金の純増（△）減

△６５，４６２△１５，７５５経済受託債権の純増（△）減

△１，３９４，７６０２，３５８棚卸資産の純増（△）減

８３３，５８１△５６，０９４支払手形及び経済事業未払金の純増減（△）

１５０，０５４５６，６１７経済事業受託債務の純増減（△）

△２６３，７３７１，８３５その他の経済事業資産の純増（△）減

２２，８１６△１，４９３その他の経済事業負債の純増減（△）

（その他の資産及び負債の純増減）

△７３６，４６７△２６５，４０４その他の資産の純増（△）減

４５９，７９０１６１，７２０その他の負債の純増減（△）

７８，８２４△２１，１１８未払消費税等の純増減（△）

１，９６１，６２７１，２０８，６３４信用事業資金運用による収入

△１４３，２４７△７９，２２１信用事業資金調達による支出（△）

１１，１８６４，８９５共済貸付金利息による収入

△１１，１３６△４，９５２共済借入金利息による支出（△）

－△１４，２８４その他

２０，７７７，９０９△１０４，４０４小　　　　計
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（単位：千円）

平成２８年度
（自　平成２８年３月１日～
至　平成２９年２月２８日）

平成２７年度
（自　平成２７年３月１日～
至　平成２８年２月２９日）

科　　　　目

２８７，３９８８０，３３３雑利息及び出資配当金の受取額

－２８，１４５雑利息の支払額

△１００，９７０△８８，００１法人税等の支払額

２０，９６４，３３７△８３，９２７事業活動によるキャッシュ・フロー

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

△１４，８８７，６６５８，０８０有価証券の取得による支出（△）

－－有価証券の償還による収入

１，８９０，８７９４１２，０８３有価証券の売却による収入

－２，０００固定資産の取得による支出（△）

△１，２０７，７５１△１，６２８，５１６固定資産の売却・処分による収入

５５５，８５６△１９，０１１固定資産の売却・処分による収入

△５，１６０外部出資の取得による支出（△）

１３２－外部出資の売却等による収入

△１３，６４８，５４８△１，２３０，５２４投資活動によるキャッシュ・フロー

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

９５，５６６１１６，５８３出資の増額による収入

△３５，３３８△８４，５０９出資の払戻しによる支出（△）

△５２８，６６７△９，２１２持分の取得による支出（△）

４００，７３９９，２１２持分の譲渡による収入

△２０，０３３３３，００４出資配当金の支払額（△）

△５２１－その他

△８８，２５４△９３０財務活動によるキャッシュ・フロー

－－４．現金及び現金同等物に係る換算差額

７，２２７，５３４△１，３１５，３８９５．現金及び現金同等物の増加額（Ａ）

１２，２９２，７３９１３，６０８，１２８６．現金及び現金同等物の期首残高（Ｂ）

５２，７２４，９４０－７．合併に伴う現金及び現金同等物の期首残高

１９，５２０，２７３１２，２９２，７３９８．現金及び現金同等物の期末残高（Ｃ）
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⑻　連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

　連結される子会社の数は２社です。

　連結子会社名は「第１⑵連結子会社」に記載の

とおりです。

２．持分法の適用に関する事項

　子会社２社は、１００％ＪＡいわき市出資の子会

社であり、持分法の適用はありません。

３．連結される子会社の事業年度に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しています。

４．連結される子会社の資産および負債の評価に

関する事項

　連結される子会社の資産および負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しています。

５．連結調整勘定の償却

　該当項目はありません。

６．剰余金処分項目等の取扱いに関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会計期間において確

定した利益処分に基づいて作成しています。

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結される子会社　　　８社

株式会社ＪＡ郡山市農業受委託

株式会社ＪＡ郡山市協同サービス

株式会社ＪＡ郡山市食材サービス

株式会社ＪＡ郡山市燃料サービス

株式会社ＪＡいわき市協同サービス

株式会社ＪＡいわき市燃料サービス

株式会社ＪＡアグリサポートたむら

株式会社ＪＡ新聞センターたむら

　株式会社ＪＡ郡山市農業受委託、株式会社

ＪＡ郡山市協同サービス、株式会社ＪＡ郡山

市食材サービス、株式会社ＪＡ郡山市燃料

サービス、株式会社ＪＡアグリサポートたむ

ら、株式会社ＪＡ新聞センターたむらについ

ては、合併によりそれぞれ当連結会計年度か

ら連結子会社に含めることとしております。

２．持分法の適用に関する事項

　株式会社ＪＡ郡山市農業受委託の持分は９９．５％、

株式会社ＪＡアグリサポートたむらの持分は

９９．８％となっています。そのほかの子会社６社は

１００％ＪＡ福島さくら出資の子会社であり持分法

の適用はありません。

３．連結される子会社の事業年度に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しています。

４．剰余金処分項目等の取扱いに関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会計期間において確

定した利益処分に基づいて作成しています。
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７．連結キャッシュ・フロー計算書における現金

及び現金同等物の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲は、連結貸借対照表上の「現金」及び

「預金」中の当座預金、普通預金、及び通知預

金となっています。

・現金及び現金同等物期末残高と連結貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 ６９，３１０，２３９千円

定期預金 △５７，０１７，５００千円

現金及び現金同等物 １２，２９２，７３９千円

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）

②　子会社株式：移動平均法による原価法

③　その他の有価証券

ア．時価のあるもの：期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

イ．時価のないもの：移動平均法による原価法

　なお、取得価額と債券金額との差額のうち金

利調整と認められる部分については償却原価法

による取得価額の修正を行っています。

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法

購買品：売価還元法による低価法

その他の棚卸資産：最終仕入原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

①建物（建物付属設備を除く）

ア．平成１０年３月３１日以前に取得したもの

　旧定率法によっています。

イ．平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日ま

５．連結キャッシュ・フロー計算書における現金

及び現金同等物の範囲

①　現金及び現金同等物の資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲は、連結貸借対照表上の「現金」及び

「預金」のうち、「現金」及び「預金」中の当

座預金、普通預金及び通知預金となっています。

②　現金及び現金同等物期末残高と連結貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 ４９７，５８０，２７３千円

定期預金 △４７８，０６０，０００千円

現金及び現金同等物 １９，５２０，２７３千円

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）

②　その他の有価証券

ア．時価のあるもの：期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

イ．時価のないもの：移動平均法による原価法

　なお、取得価額と債券金額との差額のうち金

利調整と認められる部分については償却原価法

による取得価額の修正を行っています。

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法

購買品：売価還元法による低価法

販売品：総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

宅地等：個別法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）

その他の棚卸資産：総平均法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

①建物（建物付属設備を除く）

ア．平成１０年３月３１日以前に取得したもの

　旧定率法によっています。

イ．平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日ま
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でに取得したもの

　旧定額法によっています。

ウ．平成１９年４月１日以後に取得したもの

　定額法によっています。

②建物（建物付属設備を除く）以外

ア．平成１９年３月３１日以前に取得したもの

　　旧定率法によっています。

イ．平成１９年４月１日以降に取得したもの

　　定率法によっています。

③取得価額が３０万円未満の減価償却資産

　税法の定めにより次のとおり処理しています。

ア．上限３００万円に達するまでの金額：全額費

用処理しています。

イ．アを超える部分のうち１０万円以上２０万円未

満のもの：一括償却資産として全額費用処理

しています。

ウ．アを超える部分のうち２０万円以上３０万円未

満のもの：固定資産に計上し、定率法を採用

し、税法基準の償却率によっています。なお、

耐用年数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっています。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっています。

　なお、自組合利用のソフトウェアについては、

当組合における利用可能期間（５年）に基づく定

額法により処理しています。

⑶　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする

定額法により処理しています。

３．引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定

規程、経理規程及び資産の償却・引当規程に則り、

次のとおり計上しています。

でに取得したもの

　旧定額法によっています。

ウ．平成１９年４月１日以後に取得したもの

　定額法によっています。

②建物（建物付属設備を除く）以外

ア．平成１９年３月３１日以前に取得したもの

　　旧定率法によっています。

イ．平成１９年４月１日以降に取得したもの

　　定率法によっています。

　なお、平成２８年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しています。

③少額減価償却資産

　取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償

却資産については、一括償却資産として全額費

用処理しています。

⑵　無形固定資産

　定額法によっています。

　なお、自組合利用のソフトウェアについては、

当組合における利用可能期間（５年）に基づく定

額法により処理しています。

⑶　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とす

る定額法により処理しています。

３．引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定

規程、経理規程及び資産の償却・引当規程に則り、

次のとおり計上しています。
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　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生

している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと

同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（破綻懸念先）に係る債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら

れる額を計上しています。

　破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回

収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もる

ことができる債権については、当該キャッシュ・

フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

との差額を引き当てています。

　上記以外の債権については、貸倒実績率で算定

した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金額を

計上しています。

　この基準に基づき、当事業年度は租税特別措置

法第５７条の９により算定した金額に基づき計上し

ています。

　すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産

査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した査定監査部署が査定結果を監査しており、そ

の査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

⑵　賞与引当金

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当事業年度負担分を計上してい

ます。

⑶　退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末に発生していると認められる額

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生

している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと

同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（破綻懸念先）に係る債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら

れる額を計上しています。

　破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回

収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もる

ことができる債権については、当該キャッシュ・

フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

との差額を引き当てています。

　上記以外の債権については、貸倒実績率で算定

した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金額を

計上しています。

　この基準に基づき、当事業年度は租税特別措置

法第５７条の９により算定した金額に基づき計上し

ています。

　すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産

査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した査定監査部署が査定結果を監査しており、そ

の査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

　連結される子会社等の貸倒引当金は、主として

組合と同様の方法によっております。

⑵　賞与引当金

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当事業年度負担分を計上してい

ます。
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を計上しています。

⑷　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰

労金引当規程に基づく期末要支給額を計上してい

ます。

⑸　外部出資等損失引当金

　当組合の外部出資先への出資に係る損失に備え

るため、出資形態が株式のものについては有価証

券の評価と同様の方法により、株式以外のものに

ついては貸出債権と同様の方法により、必要と認

められる額を計上しています。

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、

会計基準適用初年度開始前に取引を行ったものに

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっています。

５．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。ただし、固定資産に係る控除対

象外消費税等は「雑資産」に計上し、５年間で均

等償却を行っています。

６．決算書類に記載した金額の端数処理の方法

　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示してお

り、金額千円未満の科目については「０」で表示

しております。

⑶　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰

労金引当規程に基づく期末要支給額を計上してい

ます。

⑷　外部出資等損失引当金

　当組合の外部出資先への出資に係る損失に備え

るため、出資形態が株式のものについては有価証

券の評価と同様の方法により、株式以外のものに

ついては貸出債権と同様の方法により、必要と認

められる額を計上しています。

⑸　ポイント引当金

　事業利用の促進を目的とする総合ポイント制度

に基づき組合員・利用者に付与したポイントの使

用による費用発生に備えるため、当事業年度末に

おいて将来使用されると見込まれる額を計上して

います。

⑹　災害損失引当金

　平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に伴

う復旧費用等の支出に備えるため、その見積額を

計上しています。

４．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。ただし、固定資産に係る控除対

象外消費税等は「雑資産」に計上し、５年間で均

等償却を行っています。

６．決算書類に記載した金額の端数処理の方法

　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示してお

り、金額千円未満の科目については「０」で表示

しております。

Ⅲ　会計方針の変更に関する注記

１．減価償却方法の変更

　法ਓ税法のվਖ਼に伴い、「平成２８年度税制վਖ਼
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Ⅲ　連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産に係る圧縮記帳額

　国庫補助金の受入により、有形固定資産の取得

価額から控除している圧縮記帳累計額は６５７，０１４

千円であり、その内訳は次のとおりです。

○建　　　物　　２２８，４６１千円

○構　築　物　　１０７，６５０千円

○機　械　装　置　　１９４，２７９千円

○車両運搬具　　　１４，２７０千円

○器具・備品　　　９３，１０１千円

○土　　　地　　　１９，２５３千円

２．リース契約により使用する重要な固定資産

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース

契約により使用している重要な固定資産として、

ＡＴＭ設備等（平成２１年２月２８日以前契約締結の

もの）、斎場及びガスメーター等があります。

３．担保に供している資産等

　担保に供している資産は以下のとおりです。

４．子会社に対する金銭債権、金銭債務の総額

⑴　子会社に対する金銭債権の総額 ７７４，３２８千円

⑵　子会社に対する金銭債務の総額 ４２９，０１５千円

に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会実務対応報告第３２号平

成２８年６月１７日）を当事業年度に適用し、平成２８

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

しています。

　この結果、当事業年度の事業利益、経常利益及

び税引前当期利益はそれぞれ１２，６０５千円増加して

います。

Ⅳ　連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産に係る圧縮記帳額

　国庫補助金の受入により、有形固定資産の取得

価額から控除している圧縮記帳累計額は４，０３０，６５０

千円であり、その内訳は次のとおりです。

○建　　　物　２，０１５，８８１千円

○構　築　物　　１２６，６０４千円

○機　械　装　置　１，７９３，２８４千円

○車両運搬具　　　１３，６９０千円

○器具・備品　　　８１，１９１千円

２．担保に供している資産等

　担保に供している資産は以下のとおりです。

３．子会社に対する金銭債権、金銭債務の総額

⑴　子会社に対する金銭債権の総額 ９４５，２４３千円

⑵　子会社に対する金銭債務の総額 １，２８９，１５９千円

担保に係る
債　務

担保に供している
資　産

期末
残高

内　容担保権の種類帳簿価格種類

―市公金
根質権

（郡山市収納代理金融機
関事務取扱担保ほか）

７，６００
千円

定期
預金

―
未決済
為　替

根質権
（為替決済担保）

２５，４１０，０００
千円

定期
預金

４，４００，０００
千円

手　形
借入金

質　権
４，７００，０００
千円

定期
預金

担保に係る
債　務

担保に供している
資　産

期末
残高

内　容担保権の種類帳簿価格種類

―
未決済
為　替

根質権
（為替決済担保）

２５，４１０，０００
千円

定期
預金

１，６６０，０００
千円

手　形
借入金

質　権
１，７００，０００
千円

定期
預金
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５．役員との間の取引による役員に対する金銭債権の総額

　理事、経営管理委員及び監事に対する金銭債権

 　　４２，１９０千円

６．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

　貸出金のうち、破綻先債権額は１４，１５６千円、延

滞債権額は１，４３８，４９１千円です。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が

相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償

却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸

出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和

４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由

が生じている貸出金です。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金です。

　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありま

せん。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものです。

　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は７，６００千

円です。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ

の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権

に該当しないものです。

　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権

額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１，４６０，２４８

千円です。

　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除

前の金額です。

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権の総額

　理事、経営管理委員及び監事に対する金銭債権

 ２１６，１４１千円

５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

　貸出金のうち、破綻先債権額は１９，３６８千円、延

滞債権額は２，１２０，５９３千円です。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が

相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償

却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸

出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和

４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由

が生じている貸出金です。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金です。

　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありま

せん。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものです。

　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６，３５９千

円です。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ

の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権

に該当しないものです。

　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権

額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２，１４６，３２２

千円です。

　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除

前の金額です。
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７．土地の再評価に関する法律に基づく再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月

３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」（平成１１年３月３１

日公布法律第２４号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価差額については、当該再評価

差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金

負債｣として負債の部に計上し、これを控除した

金額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計

上しています。

⑴　再評価を行った年月日

　平成１２年２月２９日

⑵　再評価を行った土地の当期末における時価が

再評価後の帳簿価格を下回る金額

　２５，００９千円

⑶　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３

月３１日公布政令第１１９号）第２条第３号に定める、

当該事業用土地について地方税法第３４１条第１０号

の土地課税台帳又は同条第１１号の土地補充課税台

帳に登録されている価格（固定資産税評価額）に

合理的な調整を行って算出しました。

Ⅳ　連結損益計算書に関する注記

１．子会社との取引高の総額

⑴　子会社との取引による収益総額 ７０，４２３千円

うち事業取引高 ３８，０８８千円

６．土地の再評価に関する法律に基づく再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月

３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」（平成１１年３月３１

日公布法律第２４号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価差額については、当該再評価

差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金

負債｣として負債の部に計上し、これを控除した

金額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計

上しています。

⑴　再評価を行った年月日

　平成１２年２月２９日

⑵　再評価を行った土地の当期末における時価が

再評価後の帳簿価格を下回る金額

　７５３，１６８千円

⑶　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３

月３１日公布政令第１１９号）第２条第３号に定める、

当該事業用土地について地方税法第３４１条第１０号

の土地課税台帳又は同条第１１号の土地補充課税台

帳に登録されている価格（固定資産税評価額）並

びに土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年

３月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定め

る、当該事業用土地について地価税法第１６条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価格を算定するために国税庁長官が定めて公表

した方法により算定した価格（路線価）に合理的

な調整を行って算出した価格及び土地の再評価に

関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第

１１９号）第２条第５号に定める、不動産鑑定士に

よる鑑定評価額としています。

　なお、合併により承継しました旧いわき市農業

協同組合（旧遠野町農業協同組合を除く）および

旧いわき中部農業協同組合の土地については、土

地の再評価を行っていません。

Ⅴ　連結損益計算書に関する注記

１．子会社との取引高の総額

⑴　子会社との取引による収益総額 ２７６，７２６千円

うち事業取引高 １６８，２３１千円
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うち事業取引以外の取引高 ３２，３３４千円

⑵　子会社との取引による費用総額 ２５，４４３千円

うち事業取引高 １３８千円

うち事業取引以外の取引高 ２５，３０５千円

２．減損会計に関する注記

⑴　資産をグループ化した方法の概要及び減損損

失を認識した資産又は資産グループの概要

　当組合では、投資の意思決定を行う単位として

グルーピングを実施した結果、営業店舗について

は支店（福祉センター含む）ごとに、また、業務

外固定資産（遊休資産と賃貸固定資産）について

は、各固定資産をグルーピングの最小単位として

います。

　本店および共同利用施設については、独立した

キャッシュ・フローを生み出さないものの、他の

資産グループのキャッシュ・フローの生成に寄与

していることから、共用資産と認識しています。

当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下の

通りです。

⑵　減損損失の認識に至った経緯

営業用店舗

　当該店舗の営業収支が２期連続赤字であると同

時に、短期的に業績の回復が見込まれないことか

ら、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減

少額を減損損失として認識しました。

⑶　減損損失の金額について特別損失に計上した

金額と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳

うち事業取引以外の取引高 １０８，４９５千円

⑵　子会社との取引による費用総額 １６６，５３２千円

うち事業取引高 １５４，５２７千円

うち事業取引以外の取引高 １２，００４千円

２．減損会計に関する注記

　当事業年度の減損損失の計上はありません。

その他種類用途場所

土地及び建物営業用店舗①夏井支店

土地及び建物営業用店舗②田人支店

（単位:千円）

固定資産種類毎の当該金額内訳減損損失

金額
場　所

土　地建　物

―７０１７０１①夏井支店

１６，７８６５，８４８２２，６３５②田人支店

１６，７８６６，５５０２３，３３６合　計
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⑷　回収可能額が正味売却価格の場合にはその旨

及び時価の算出方法、回収可能額が使用価値の

場合にはその旨および割引率

Ⅴ　金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針

　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を

原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ

貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けてい

るほか、国債や地方債などの債券等の有価証券に

よる運用を行っています。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク

　当組合が保有する金融資産は、主として当組合

管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であ

り、貸出金は、組合員等の契約不履行によっても

たらされる信用リスクに晒されています。

　また、有価証券は、主に債券であり、満期保有

目的及び純投資目的（その他有価証券）で保有し

ています。これらは発行体の信用リスク、金利の

変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されて

います。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスクの管理

　当組合は、個別の重要案件又は大口案件につい

ては理事会において対応方針を決定しています。

また、通常の貸出取引については、本店に金融部

審査課を設置し各支店と連携を図りながら、与信

審査を行っています。審査にあたっては、取引先

のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価

を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基

準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引

において資産の健全性の維持・向上を図るため、

資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権

については管理・回収方針を作成・実施し、資産

の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査

定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・

Ⅵ　金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針

　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を

原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ

貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けてい

るほか、国債や地方債などの債券等の有価証券に

よる運用を行っています。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク

　当組合が保有する金融資産は、主として当組合

管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であ

り、貸出金は、組合員等の契約不履行によっても

たらされる信用リスクに晒されています。

　また、有価証券は、主に債券であり、満期保有

目的及び純投資目的（その他有価証券）で保有し

ています。これらは発行体の信用リスク、金利の

変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されて

います。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスクの管理

　当組合は、個別の重要案件又は大口案件につい

ては理事会において対応方針を決定しています。

また、通常の貸出取引については、本店にリスク

管理部保全審査課を設置し各支店と連携を図りな

がら、与信審査を行っています。審査にあたって

は、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還

能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳

格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。

貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図

るため、資産の自己査定を厳正に行っています。

不良債権については管理・回収方針を作成・実施

し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資

産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産

測定方法場　所

正味売却可能価格を採用（不動産鑑定評価額）①夏井支店

正味売却可能価格を採用（不動産鑑定評価額）②田人支店
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引当規程」に基づき必要額を計上し、資産及び財

務の健全化に努めています。

②　市場リスクの管理

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなど

の市場性リスクを的確にコントロールすることに

より、収益化及び財務の安定化を図っています。

このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバ

ランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の

金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に

機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めて

います。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向

や経済見通しなどの投資環境分析及び当ＪＡの保

有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを

考慮し、理事会において運用方針を定めるととも

に、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開

催して、日常的な情報交換及び意思決定を行って

います。運用部門は、理事会で決定した運用方針

及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき

有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。

運用部門が行った取引についてはリスク管理部門

が適切な執行を行っているかどうかチェックし定

期的にリスク量の測定を行い経営層に報告してい

ます。

市場リスクに係る定量的情報

（トレーディング目的以外の金融商品）

　当組合で保有している金融商品はすべてトレー

ディング目的以外の金融商品です。当組合におい

て、主要なリスク変数である金利リスクの影響を

受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうち

その他有価証券に分類している債券、貸出金、貯

金及び借入金です。

　当組合では、これらの金融資産及び金融負債に

ついて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変

動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リ

スクの管理にあたっての定量的分析に利用してい

ます。

　金利以外のすべてのリスク変数がҰ定であると

Ծ定し、当事業年度末ࢦ、ࡏݱඪとなる金利が

の償却・引当規程」に基づき必要額を計上し、資

産及び財務の健全化に努めています。

②　市場リスクの管理

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなど

の市場性リスクを的確にコントロールすることに

より、収益化及び財務の安定化を図っています。

このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバ

ランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の

金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に

機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めて

います。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向

や経済見通しなどの投資環境分析及び当ＪＡの保

有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを

考慮し、理事会において運用方針を定めるととも

に、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開

催して、日常的な情報交換及び意思決定を行って

います。運用部門は、理事会で決定した運用方針

及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき

有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。

運用部門が行った取引についてはリスク管理部門

が適切な執行を行っているかどうかチェックし定

期的にリスク量の測定を行い経営層に報告してい

ます。

市場リスクに係る定量的情報

（トレーディング目的以外の金融商品）

　当組合で保有している金融商品はすべてトレー

ディング目的以外の金融商品です。当組合におい

て、主要なリスク変数である金利リスクの影響を

受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうち

その他有価証券に分類している債券、貸出金、貯

金及び借入金です。

　当組合では、これらの金融資産及び金融負債に

ついて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変

動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リ

スクの管理にあたっての定量的分析に利用してい

ます。

　金利以外のすべてのリスク変数がҰ定であると

Ծ定し、当事業年度末ࢦ、ࡏݱඪとなる金利が
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０．０３％上昇したものと想定した場合には、経済価

値が１，０１７千円減少するものと把握しています。

　当該変動額は、金利を除くリクス変数が一定の

場合を前提としており、金利とその他のリスク変

数の相関を考慮していません。また、金利の合理

的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、

算定額を超える影響が生じる可能性があります。

なお、経済価値変動額の計算において、分割実行

案件にかかる未実行金額についても含めて計算し

ています。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理

　当組合では、資金繰りリスクについては、運

用・調達について月次に資金計画を作成し、安定

的な流動性の確保に努めています。また、市場流

動性リスクについては、投資判断を行う上での重

要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性

（換金性）を把握したうえで、運用方針などの対

策の際に検討を行っています。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補

足説明

　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）に

は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額（これに準ず

る価額を含む）が含まれています。当該価額の算

定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が

異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項

⑴　金融商品の貸借対照表計上額および時価等

　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額は、次のとおりです。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものについては、次表には含めず⑶に記載

しています。

０．１０％下落したものと想定した場合には、経済価

値が９１６千円減少するものと把握しています。

　当該変動額は、金利を除くリクス変数が一定の

場合を前提としており、金利とその他のリスク変

数の相関を考慮していません。また、金利の合理

的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、

算定額を超える影響が生じる可能性があります。

なお、経済価値変動額の計算において、分割実行

案件にかかる未実行金額についても含めて計算し

ています。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理

　当組合では、資金繰りリスクについては、運

用・調達について月次に資金計画を作成し、安定

的な流動性の確保に努めています。また、市場流

動性リスクについては、投資判断を行う上での重

要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性

（換金性）を把握したうえで、運用方針などの対

策の際に検討を行っています。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補

足説明

　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）に

は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額（これに準ず

る価額を含む）が含まれています。当該価額の算

定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が

異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項

⑴　金融商品の貸借対照表計上額および時価等

　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額は、次のとおりです。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものについては、次表には含めず⑶に記載

しています。
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（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上し

ている職員厚生貸付金４５，８７９千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別

貸倒引当金を控除しています。

⑵　金融商品の時価の算定方法

【資　産】

①預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。満期のある預金については、期間に基づく

区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂ

ｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時

価に代わる金額として算定しています。

②有価証券

　債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっています。

③貸出金

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が

実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価

額と近似していることから当該帳簿価額によって

います。

　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及

び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリ

スクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップ

レートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して

時価に代わる金額として算定しています。

　なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、

未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリー

（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上し

ている職員厚生貸付金１５８，６１９千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別

貸倒引当金を控除しています。

⑵　金融商品の時価の算定方法

【資　産】

①預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。満期のある預金については、期間に基づく

区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂ

ｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時

価に代わる金額として算定しています。

②有価証券

　債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっています。

③貸出金

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が

実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価

額と近似していることから当該帳簿価額によって

います。

　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及

び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリ

スクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップ

レートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して

時価に代わる金額として算定しています。

　なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、

未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリー

（単位：千円）

差額時価貸借対照表計上額種　類

△６，６８６６８，３３５，５３０６８，３４２，２１６預金

有価証券

２７，１８１１，０００，４４４９７３，２６２　満期保有目的の債券

－６，４８３，９５３６，４８３，９５３　その他有価証券

－－４２，３９２，３５７貸出金(＊1)

－－△６９２，０１０　貸倒引当金(＊2)

６１７，８２６４２，３１８，１７３４１，６５４，６２１　貸倒引当金控除後

６３８，３２２１１８，１３８，１００１１０，６８８，６９３資産計

３１，８５９１１８，０００，９９２１１７，９６９，１３３貯金

３，０３０１，７２１，５３０１，７１８，５００借入金

３４，８９０１１９，７２２，５２３１１９，６８７，６３３負債計

（単位：千円）

差額時価貸借対照表計上額種　類

△１２５，１９７４９３，１０２，９１０４９３，２２８，１０７預金

有価証券

１６８，５０９４，２６７，７４２４，０９９，２３２　満期保有目的の債券

－１５，４２３，０００１５，４２３，０００　その他有価証券

１０１，９８５，６９３貸出金(＊1)

△１，２３３，９００　貸倒引当金(＊2)

２，７９２，３４８１０３，５４４，１４１１０７，７５１，７９３　貸倒引当金控除後

２，８３５，６６０６１６，３３７，７９３６１３，５０２，１３２資産計

１，３２０，１０３６１６，５７６，２５５６１５，２５６，１５２貯金

５３４，４７７，３００４，４７７，２４７借入金

１，３２０，１５６６２１，０５３，５５６６１９，７３３，３９９負債計
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レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に

対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除

した額を時価に代わる金額として算定しています。

　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪

失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金

を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負　債】

①貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場

合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。

また、定期性貯金については、期間に基づく区分

ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフ

リーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート

で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として

算定しています。

②借入金

　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は帳

簿価額と近似していると考えられるため、当該帳

簿価額によっています。

　固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分

した当該借入金の元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定

しています。

⑶　時価を把握することが極めて困難と認められ

る金融商品

　時価を把握することが極めて困難と認められる

金融商品は次のとおりであり、これらは⑴の金融

商品の時価情報には含まれていません。

（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以外

のものについては、時価を把握することが極めて

困難であると認められるため、時価開示の対象と

はしていません。

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に

対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除

した額を時価に代わる金額として算定しています。

　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪

失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金

を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負　債】

①貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場

合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。

また、定期性貯金については、期間に基づく区分

ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフ

リーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート

で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として

算定しています。

②借入金

　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は帳

簿価額と近似していると考えられるため、当該帳

簿価額によっています。

　固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分

した当該借入金の元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定

しています。

⑶　時価を把握することが極めて困難と認められ

る金融商品

　時価を把握することが極めて困難と認められる

金融商品は次のとおりであり、これらは⑴の金融

商品の時価情報には含まれていません。

（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以外

のものについては、時価を把握することが極めて

困難であると認められるため、時価開示の対象と

（単位：千円）

貸借対照表計上額

６，８０２，０８８外部出資（＊１）

６，８０２，０８８合　　計

（単位：千円）

貸借対照表計上額

２３，１１０，１３５外部出資(＊1)

　△２８，３２１

２３，０８１，８１４合　　計
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⑷　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後

の償還予定額

（＊１）貸出金のうち、当座貸越２１２，２８９千円につ

いては「１年以内」に含めています。また、期限

のない劣後特約付ローンについては「５年超」に

含めています。

（＊２）貸出金のうち、３カ月以上延滞が生じてい

る債権・期限の利益を喪失した債権等１，３２７，１０２

千円は償還の予定が見込まれないため、含めてい

ません。

（＊３）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金

額の一部実行案件１，２００千円は償還日が特定でき

ないため、含めていません。

⑸　借入金及びその他の有利子負債の決算日後の

返済予定額

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年

以内」に含めて開示しています。

Ⅵ　有価証券に関する注記

１．有価証券の時価及び評価差額に関する事項等

　有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次

のとおりです。

⑴　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借

対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。

はしていません。

⑷　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後

の償還予定額

（＊１）貸出金のうち、当座貸越７９１，０５０千円につ

いては「１年以内」に含めています。また、期限

のない劣後特約付ローンについては「５年超」に

含めています。

（＊２）貸出金のうち、３カ月以上延滞が生じてい

る債権・期限の利益を喪失した債権等４５１，６０１千

円は償還の予定が見込まれないため、含めていま

せん。

（＊３）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金

額の一部実行案件１５，９３７千円は償還日が特定でき

ないため、含めていません。

⑸　借入金及びその他の有利子負債の決算日後の

返済予定額

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年

以内」に含めて開示しています。

Ⅶ　有価証券に関する注記

１．有価証券の時価及び評価差額に関する事項等

　有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次

のとおりです。

⑴　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借

対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

－－－－－６８,３４２,２１６預金

有価証券

－２６２,５００２５,０００６１０,０００７５,０００
　満期保有

　目的の債券

３,６００,０００６００,０００５００,０００－４００,０００９９２,０００
　　その他有価証券の

　　うち満期があるもの

２９,３６４,３１９１,９７０,８２６２,０９０,１２９２,２１０,９３５２,３５３,４９２３,０２８,４７１貸出金(＊１，２，３)

３２,９６４,３１９２,５７０,８２６２,８５２,６２９２,２３５,９３５３,３６３,４９２６８,８９１,５５４合　　 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

－－－－－４９３,２２７,７５３預金

有価証券

１,５９８,８００１５２,８００１５２,８００１,０２５,３００２３７,８００８２２,８００
　満期保有

　目的の債券

５,９００,０００１,８００,０００３,０００,０００１,４００,０００１,５００,０００１,１００,０００
　　その他有価証券の

　　うち満期があるもの

６７,４７９,４１５５,２８０,０１０５,５５６,５２５６,０３５,５３３６,９２７,９１４９,８４５,３７３貸出金(＊１，２，３)

７４,９７８,２１５７,２３２,８１０８,７０９,３２５８,４６０,８３３８,６６５,７１４５０４,９９５,９２６合　　 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

―３７８,５５２４４４,４０７１,４７３,７８４２,０５２,７４６１１３,６１９,６３９貯金（＊１）

２１,０００７,５００７,５００７,５００７,５００１,６６７,５００借入金

２１,０００３８６,０５２４５１,９０７１,４８１,２８４２,０６０,２４６１１５,２８７,１３９合　 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

―１,１９８,０００１,４２６,６９１６,８２２,２９２２０,４０２,７７９５８６,６７０,５３３貯金（＊１）

２０,６６５１１,３５１１１,３００１１,３２６１１,６１６４,４１０,９８７借入金

２０,６６５１,２０９,３５１１,４３７,９９１６,８３３,６１９２０,４１４,３９６５９１,０８１,５２１合　 計

（単位：千円）

差　額時　価貸借対照表計上額種　類

２７,１８１１,０００,４４４９７３,２６２地方債
時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

２７,１８１１,０００,４４４９７３,２６２合　　計

（単位：千円）

差　額時　価貸借対照表計上額種　類

１６８,５０９４,２６７,７４２４,０９９,２３２地方債
時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

１６８,５０９４,２６７,７４２４,０９９,２３２合　　計
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⑵　その他有価証券で時価のあるもの

　その他有価証券において、種類ごとの取得原価

又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差

額については、次のとおりです。

（＊）なお、上記差額から繰延税金負債１０９，５１５千

円を差し引いた額２８７，１３６千円が、その他有価証

券評価差額金に含まれています。

２．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

はありません。

３．当事業年度中に売却したその他有価証券はあ

りません。

４．当事業年度中において、保有目的が変更に

なった有価証券はありません。

Ⅶ．退職給付に関する注記

１．退職給付制度の概要等

⑴　採用している退職給付制度の概要

　職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に

基づき、退職一時金制度を採用しています。

　また、この制度に加え、同規程に基づき退職給

付の一部にあてるため、一般財団法人全国農林漁

業団体共済会との契約による退職金共済制度を採

用しています。

⑵　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

⑵　その他有価証券で時価のあるもの

　その他有価証券において、種類ごとの取得原価

又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差

額については、次のとおりです。

（＊）なお、上記差額から繰延税金負債１９７，１３２千

円を差し引いた額５２８，１５２千円が、その他有価証

券評価差額金に含まれています。

２．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

はありません。

３．当事業年度中に売却したその他有価証券はあ

りません。

４．当事業年度中において、保有目的が変更に

なった有価証券はありません。

Ⅷ．退職給付に関する注記

１．退職給付制度の概要等

⑴　採用している退職給付制度の概要

　職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に

基づき、退職一時金制度を採用しています。

　また、この制度に加え、同規程に基づき退職給

付の一部にあてるため、一般財団法人全国農林漁

業団体共済会との契約による退職金共済制度を採

用しています。

⑵　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位：千円）

差額（＊）貸借対照表計上額取得原価又は償却原価種　類

２７７，１４６３，２６２，３９２２，９８５，２４５国　債

貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原
価を超えるもの

１１６，２１２２，０１８，２６７１，９０２，０５５地方債

－－－政府保証債

３，２９４１，２０３，２９４１，２００，０００金融債

－－－社　債

３９６，６５２６，４８３，９５３６，０８７，３００合　　計

（単位：千円）

差額（＊）貸借対照表計上額取得原価又は償却原価種　類

４２７，９３０７，９１６，８００７，４８８，８６９国　債

貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原
価を超えるもの

１９５，０９２４，４０４，４３０４，２０９，３３７地方債

１８，４９２６１８，２７０５９９，７７７政府保証債

１，１００６０１，１００６００，０００金融債

８２，６６８１，８８２，４００１，７９９，７３１社　債

７２５，２８４１５，４２３，０００１４，６９７，７１５合　　計

１，６９１，１１７千円①期首における退職給付債務

８２，５２３千円②勤務費用

１３，０２１千円③利息費用

△１７，１２４千円④数理計算上の差異の発生額

△１７５，９５０千円⑤退職給付の支払額

１，５９３，５８７千円⑥期末における退職給付債務

５，９２９，７９１千円①期首における退職給付債務

２８６，０４５千円②勤務費用

４７，６０５千円③利息費用

△１１７，９１２千円④数理計算上の差異の発生額

△７１４，６２１千円⑤退職給付の支払額

１０９，１１０千円⑥過去勤務費用の発生額

１４３，６７８千円⑦簡便法から原則法への変更に伴う影響額

５，６８３，６９６千円⑧期末における退職給付債務
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⑶　年金資産の期首残高と期末残高の調整表

⑷　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借

対照表に計上された退職給付引当金の調整表

⑸　退職給付費用及びその内訳項目の金額

⑹　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次

の通りです。

　①債権　　　　　　７９％

　②年金保険投資　　１８％

　③現金及び預金　　　３％

　　合計　　　　　　１００％

⑺　長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、

現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を

構成する多様な資産からの現在及び将来期待され

る長期の収益率を考慮しています。

⑶　年金資産の期首残高と期末残高の調整表

⑷　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借

対照表に計上された退職給付引当金の調整表

⑸　退職給付費用及びその内訳項目の金額

　上記のほか簡便法から原則法への変更により特

別損失に計上した退職給付費用１４３，６７８千円

⑹　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次

の通りです。

　①債権　　　　　　７４％

　②年金保険投資　　１９％

　③現金及び預金　　　６％

　④その他　　　　　　１％

　　合計　　　　　　１００％

⑺　長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、

現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を

構成する多様な資産からの現在及び将来期待され

る長期の収益率を考慮しています。

１，００６，８０６千円①期首における年金資産

１０，３１２千円②期待運用収益

△８８０千円③数理計算上の差異の発生額

６４，６８４千円④特定退職共済制度への拠出金

△９８，２５３千円⑤退職給付の支払額

９８２，６７０千円⑥期末における年金資産

１，５９３，５８７千円①退職給付債務

△９８２，６７０千円②特定退職共済制度

６１０，９１７千円③未積立退職給付債務

△１１０，９０６千円④未認識数理計算上の差異

△５７，７１７千円⑤会計基準変更時差異の未処理額

４４２，２９４千円⑥貸借対照表計上額純額

４４２，２９４千円⑦退職給付引当金

３，８５８，１４３千円①期首における年金資産

３８，１０２千円②期待運用収益

△１６，３６３千円③数理計算上の差異の発生額

２３７，３６１千円④特定退職共済制度への拠出金

△４８３，９７６千円⑤退職給付の支払額

３，６３３，２６８千円⑥期末における年金資産

５，６８３，６９６千円①退職給付債務

△３，６３３，２６８千円②特定退職共済制度

２，０５０，４２８千円③未積立退職給付債務

△９８，１９９千円④未認識過去勤務費用

△９７，７３８千円⑤未認識数理計算上の差異

１，８５４，４９１千円⑥貸借対照表計上額純額

１，８５４，４９１千円⑦退職給付引当金

８２，５２３千円①勤務費用

１３，０２１千円②利息費用

△１０，３１２千円③期待運用収益

２８，７７３千円④数理計算上の差異の費用処理額

５７，７１０千円⑤会計基準変更時差異の費用処理額

１７１，７１５千円合　　　　計

２８６，０４５千円①勤務費用

４７，６０５千円②利息費用

△３８，１０２千円③期待運用収益

４９，８２１千円④数理計算上の差異の費用処理額

１０，９１１千円⑤過去勤務費用の費用処理額

７４，４４８千円⑥会計基準変更時差異の費用処理額

４３０，７２９千円合　　　　計
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⑻　割引率その他の数理計算上の計算基礎に関す

る事項

２．特例業務負担金の将来見込額

　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険

制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を

図るための農林漁業団体職員共済組合等を廃止す

る等の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組合

（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費

用に充てるため拠出した特例業務負担金６４，６８４千

円を含めて計上しています。

　なお、同組合より示された平成２７年３月現在に

おける平成４４年３月までの特例業務負担金の将来

見込額は、３６１，５８３千円となっています。

Ⅷ　税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別

の主な内訳

繰延税金資産 

　貸倒引当金 １５８，２５０千円

　退職給付引当金 １２２，０１７千円

　賞与引当金 １３，３７１千円

　役員退職慰労引当金 ６，６６２千円

　外部出資損失引当金 ３，４０５千円

　未払費用否認額 ４，８０６千円

　固定資産減損損失及び減価償却超過額 ４５，４３１千円

　貸倒損失否認額 １０，０８７千円

　資産除去債務 １，４０８千円

　繰越欠損金 １６，１７０千円

　その他 １，７０９千円

　繰延税金資産小計 ３８３，３２１千円

　評価性引当額 △２０５，３８３千円

　繰延税金資産合計　（Ａ） １７７，９３７千円

繰延税金負債 

　その他有価証券評価差額金 △１０９，５１５千円

　資産除去債務に係る除去費用 △３７９千円

　繰延税金負債合計　（Ｂ） △１０９，８９５千円

　繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ６８，０４２千円

⑻　割引率その他の数理計算上の計算基礎に関す

る事項

２．特例業務負担金の将来見込額

　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険

制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を

図るための農林漁業団体職員共済組合等を廃止す

る等の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組合

（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費

用に充てるため拠出した特例業務負担金９３，９６０千

円を含めて計上しています。

　なお、同組合より示された平成２８年３月現在に

おける平成４４年３月までの特例業務負担金の将来

見込額は、１，３３０，８４０千円となっています。

Ⅸ　税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別

の主な内訳

繰延税金資産 

　貸倒引当金 ２６２，６２２千円

　退職給付引当金 ５０４，０５０千円

　賞与引当金 ４０，２２５千円

　役員退職慰労引当金 ２９，２６８千円

　外部出資損失引当金 ８，５１３千円

　未払費用否認額 ３８，２６２千円

　固定資産減損損失及び減価償却超過額 ２０５，０６７千円

　貸倒損失否認額 ９，９３０千円

　資産除去債務 ２，７６６千円

　災害損失引当金 １８１，２９３千円

　繰越宅地評価損 ６，０７１千円

　その他 １８，７９１千円

　繰延税金資産小計 １，３０６，８６４千円

　評価性引当額 △６１２，６３８千円

　繰延税金資産合計　（Ａ） ６９４，２２６千円

繰延税金負債 

　その他有価証券評価差額金 △１９７，１３２千円

　資産除去債務に係る除去費用 △１，７２３千円

　繰延税金負債合計　（Ｂ） △１９８，８５５千円

　繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ４９５，３７０千円

０．７７％①割引率

０．９５％②長期期待運用収益率

０．７７％①割引率

０．９０％②長期期待運用収益率
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平　成　２７　年　度 平　成　２８　年　度

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主

な原因

法定実効税率 ２７．６１％

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 ７．６２％

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △１１．７１％

　住民税均等割等 ２．０７％

　評価性引当金の増減 １３．３７％

　その他 △０．４６％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ３８．５０％

Ⅸ　重要な後発事象に関する注記

　当組合は、平成２７年９月２８日に締結した合併契

約に基づき、当組合を存続組合として平成２８年３

月１日に郡山市農業協同組合、たむら農業協同組

合、いわき中部農業協同組合及びふたば農業協同

組合と合併しました。

①合併の目的：組合員・地域社会に貢献するＪＡ

の実現

②合併比率及び算出方法：１対１の対等合併

③出資１口当たりの金額：１，０００円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主

な原因

法定実効税率 ２７．１８％

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 １．７６％

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △１．２８％

　住民税均等割等 １．２４％

　評価性引当金の増減 △７．２５％

　事業分量配当金 △０．８４％

　その他 ２．９３％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２３．７４％

Ⅹ　合併に関する注記

　当事業年度において、合併対象資産の全部につ

いて、当該合併直前の帳簿価額を付す合併が行わ

れています。

⑴被合併組合の名称：郡山市農業協同組合、たむ

ら農業協同組合、いわき中部農業協同組合、ふ

たば農業協同組合

⑵合併の目的：農業の振興と組合員・地域社会に

貢献するＪＡの実現

⑶合併日：平成２８年３月１日

⑷合併組合の名称：福島さくら農業協同組合

（旧：いわき市農業協同組合）

⑸合併比率及び算定方法　１対１の対等合併

⑹出資一口当たりの金額　１，０００円

⑺被合併組合から承継した資産、負債、純資産の

額の主な内訳

資　産　　５１４，３８８，１３２千円

　（うち預金　　　　　　４０４，９８７，７７７千円）

　（うち有価証券　　　　　１５，４４４，３６５千円）

　（うち貸出金　　　　　　５８，２９１，７３２千円）

　（うち経済事業未収金　　１，４８０，４２０千円）

負　債　　４９１，２３７，６３９千円

　（うち貯金　　　　　　４７８，５９０，７２７千円）

純資産　　　２３，１５０，４９２千円

　（うち出資金　　　　　　６，７４１，５６０千円）

　なお、上記については帳簿価額で評価していま

す。また、会計処理方法は統一しています。
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Ⅹ　その他の注記

　資産除去債務に関する注記

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上している

もの

⑴　当該資産除去債務の概要

　当組合の大浦集出荷倉庫の一部は、設置の際に

土地所有者との事業用定期借地権契約を締結して

おり、賃借期間終了による原状回復義務に関し資

産除去債務を計上しています。

⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法

　当事業年度末における当該資産除去債務の総額

５，１００千円

Ⅺ　その他の注記

１．リース取引に関する注記

オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は次のとおりです。

２．資産除去債務に関する注記

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上している

もの

⑴　当該資産除去債務の概要

　当組合の集出荷倉庫等の一部は、設置の際に土

地所有者との事業用定期借地権契約を締結してお

り、賃借期間終了による原状回復義務に関し資産

除去債務を計上しています。また、一部の建物に

使用されている有害物質を除去する義務に関して

も資産除去債務を計上しています。

⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法

　資産除去債務の見積もりにあたり、支出までの

見込期間は２年～８年、割引率は０．０％～１．４７３％

を採用しています。

⑶　当事業年度末における当該資産除去債務の総

額の増減

　　期首残高　　　　　　１５，１９７千円

　　利息費用計上　　　　　　８１千円

　　期末残高　　　　　　１５，２７８千円

貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

　当組合は、建物に関して、不動産賃借契約に基

づき、退去時における原状回復にかかる義務を有

していますが、当該建物は当組合が事業を継続す

る上で必須の施設であり、現時点で除去は想定し

ていません。また、移転が行われる予定もないこ

とから、資産除去債務の履行時期を合理的に見積

ることができません。そのため、当該義務に見合

う資産除去債務を計上していません。

合　計１年超１年以内

１４，５４５千円１１，０５４千円３，４９０千円未経過リース料

期末残高当該資産名

３，５２１千円たむら地区本部事務所

２，０６２千円中央集荷場

４，５９４千円旧ふぁせるたむら

５，１００千円大浦集出荷倉庫
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３．重要な非資金取引の内容

被合併組合より承継した資産及び負債の内容

　当連結会計年度に合併したＪＡ郡山市、ＪＡた

むら、ＪＡいわき中部、ＪＡふたばより承継した

資産及び負債の内訳は対のとおりです。

４６１，９９９百万円資産合計

４９１，００５百万円負債合計

平　成　２７　年　度 平　成　２８　年　度
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⑼　連結剰余金計算書 （単位：千円）

（注）１．破綻先債権

　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸

出金をいいます。

２．延滞債権

　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。

３．３ヵ月以上延滞債権

　元金又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金で、

破綻先債権および延滞債権に該当しないものをいいます。

４．貸出条件緩和債権

　債権者の再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者の有利となる取決めを行った貸出金で、

破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しないものをいいます

平成２８年度平成２７年度科　　　目

（資本剰余金の部）

２６８２６８１　資本剰余金期首残高

‐‐２　資本剰余金増加高

‐‐３　資本剰余金減少高

２６８２６８４　資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）

２２，１６６，３７５６，４８９，２６６１　利益剰余金期首残高

１，２８０，３６１１１２，６６１２　利益剰余金増加高

１，２１２，４７３１１０，５３２　　当期剰余金

‐２，１２９　　会計方針の変更による累積的影響額

４９２‐　　再評価差額金取崩額

６７，３９５‐　　目的積立金取崩額

２０，０３３４７，２８８３　利益剰余金減少額

２０，０３３４７，２８８　　配当金

２３，４２６，７０２６，５５４，６４０４　利益剰余金期末残高

⑽　連結事業年度のリスク管理債権の状況 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度区　　　分

１９１４破綻先債権額

２，１２０１，４３８延滞債権額

‐‐３ヶ月以上延滞債権額

６７貸出条件緩和債権額

２，１４６１，４６０合　　　　計
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⑾　連結事業年度の事業別経常収益等 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度項　目区　　分

５，５２９１，３５２事業収益

信 用 事 業 １，３５０１，２５２経常収益

６２１，８３７１１８，２２６資産の額

３，７９０９３１事業収益

共 済 事 業 ８５６８６０経常収益

６１４２２７資産の額

１４，８５５３，８０５事業収益

農業関連事業 △３９３△１，０７４経常収益

３，５１４０資産の額

５，６３８１９２事業収益

生活その他事業 ５１６△１９２経常収益

１５８６８資産の額

３，５３３７９３事業収益

営農指導事業 △７１８△５７０経常収益

３９，５４６１１，９８８資産の額

３３，３４７７，０７５事業収益

計 １，６１１２７６経常収益

６６５，６７１１３１，０９３資産の額

（注）事業収益は、銀行等の連結経常収益に相当するものです。

２．連結自己資本の充実の状況

連結自己資本比率の状況

　平成２９年２月末における連結自己資本比率は、１４．２８％となりました。

連結自己資本は、組合員の普通出資によっています。

　○普通出資による資本調達額

　当連結グループでは、適正なプロセスにより連結自己資本比率を正確に算出し、ＪＡを中心

に信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資

本の維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。

内　　　容項　　　目

福島さくら農業協同組合発行主体

普通出資資本調達手段の種類

８，５７８百万円（前年度１，７３７百万円）コア資本に係る基礎項目に算入した額
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⑴　自己資本の構成に関する事項 （単位：百万円）

経過措置に
よる不算入額

平成
２８年度

経過措置に
よる不算入額

平成
２７年度

項　　　目

コア資本にかかる基礎項目（１）
３１，７２４８，２３３普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額
８，５７８１，７３７うち、出資金及び資本剰余金の額

うち、再評価積立金の額
２３，４２６６，５５４うち、利益剰余金の額
２１６４７うち、外部流出予定額　（△）
△６３△１０うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に算入される評価・換算差額等
うち、退職給付に係るものの額

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

３４５１４２うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
３４５１４２うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
うち、回転出資金の額
うち、上記以外に該当するものの額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調
達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

３６８７
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

３２，４３８８，３８４コア資本にかかる基礎項目の額（イ）
コア資本にかかる調整項目（２）

１６６２９７無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
１６６うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む）の額

２９７うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
退職給付に係る資産の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

１６６７コア資本に係る調整項目の額（ロ）
自己資本

３２，２７２８，３７６自己資本の額（（イ）－（ロ））　（ハ）
リスク・アセット等（３）

２０４，１５３５４，３３９信用リスク・アセットの額の合計額
△２９，１５２△８，２７８うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

２９うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く）
うち、繰延税金資産
うち、退職給付に係る資産

△３０，１７６△８，３２１うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
１，０２４うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額

１７うち、上記以外に該当するものの額
２１，８８２５，１２８オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額

２２６，０３６５９，４６７リスク・アセット等の額の合計額（ニ）
連結自己資本比率

１４．２８％１４．０９％連結自己資本比率（（ハ）／（ニ））

（注）１．農協法第１１条の２第１項第２号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式に基づき算出
しています。

２．当連結グループは、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については
信用リスク削除手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用してい
ます。

３．当連結グループが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。



－117－

ディスクロージャー誌 ２０１７

⑵ 自己資本の充実度に関する事項

① 信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

所要

自己資本額

ｂ＝ａ×４％

リスク・

アセット額

ａ

エクスポージャー

の期末残高

所要

自己資本額

ｂ＝ａ×４％

リスク・

アセット額

ａ

エクスポージャー

の期末残高

００７，５０８００２，９９３我が国の中央政府及び中央銀行向け

００１２，３１６００２，９６０我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け

３９０１，４０７－－－地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け

３９０１，００４－－－我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

－－－－－－地 方 三 公 社 向 け

３，９５３９８，８３１４９４，１５５５２８１３，２０２６６，０１２金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

１５１３，７９４４，９９０１２３３，０８８３，１４４法 人 等 向 け

８７９２１，９７５３０，８９５２１８５，４５６７，９２４中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け

２１５５，３７５１５，５３９７６１，９０７５，５０１抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン

６７１，６７８１，７０１５９１，４９３１，５１２不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

３１７９２１，３９３３３８４９８３８三 月 以 上 延 滞 等

０９４７－－－取 立 未 済 手 形

１３６３，４２０３４，５３８６５１，６４８１６，５６２信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付

００６０４００２２１共 済 約 款 貸 付

８４２，１１２２，１１２２６６６４６６４出 資 等

２，８５５７１，３９６２８，５５８２１９５，４９１２，１９６他の金融機関等の対象資本調達手段

３４８６６３４６１６４２０１６８特定項目のうち調整項目に算入されないもの

－－－－－－
複数の資産を裏付とする資産（所謂ファン
ド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産

△１，１６６△２９，１５２－１４４－
経過措置によりリスク・アセットの額に
算 入 、 不 算 入 と な る も の

９１５２２，８７３２３，６６７８０３２０，０７７２０，１９３上 記 以 外

８，１６６２０４，１５３６６０，７８９２，１７３５４，３３９１３０，８８８標準的手法を適用するエクスポージャー別計

－－－－－－Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク 相 当 額 ÷ ８ ％

－－－－－－中 央 生 産 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

８，１６６２０４，１５３６６０，７８９２，１７３５４，３３９１３０，８８８信用リスク・アセットの額の合計額

（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポー
ジャーの種類ごとに記載しています。

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体
的には貸出金や有価証券等が該当します。

３．「三月以上延滞等］とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に
係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等において
リスク・ウエイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
５．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入、不算入となるもの」とは、他の金融機関等の対象資本調

達手段、コア資本に係る調整項目（無形固定資産、前払年金費用、繰延税金資産等）及び土地再評価差額
金に係る経過措置により、リスク・アセットに算入したもの、不算入としたものが該当します。

６．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以
外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未決済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間
接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額が含ま
れます。

７．当連結グループでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基本的手法を採用しています。
〈オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）〉
（粗利益（正の値の場合に限る）×１５％）の直近３年間の合計額

÷８％直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

所要自己資本額
オペレーショナル・リスク
相当額を８％で除した額

所要自己資本額
オペレーショナル・リスク
相当額を８％で除した額オペレーショナル・リスクに

対する所要自己資本の額

(基礎的手法 )
ｂ＝ａ×４％ａｂ＝ａ×４％ａ

８７５２１，８８２２０５５，１２８

所要自己資本額
リスク・アセット
（分母）合計

所要自己資本額
リスク・アセット
（分母）合計

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％ａｂ＝ａ×４％ａ

９，０４１２２６，０３６２，３７８５９，４６７
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⑶　信用リスクに関する事項

　①　リスク管理の方法及び手続の概要

　当連結グループでは、ＪＡ以外で与信を行っていないため、連結グループにおける信用

リスク管理の方針及び手続等は定めていません。

②　標準的手法に関する事項

　連結自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法によ

り算出しています。

　また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判定に当たり使用

する格付等は次のとおりです。

契　リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼

格付けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

適　格　格　付　機　関

株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）

株式会社日本格付研究所（JCR）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

スタンダード・アンド・プア一ズ・レーティング・サービシズ（Ｓ & Ｐ）

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

形　リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リ

スク・スコアは、主に以下のとおりです。

カントリーリスク・スコア適格格付機関エクスポージャー

日本貿易保険金融機関向けエクスポージャー

Ｒ&１ ，Ｍｏｏｄｙ’ｓ，ＪＣＲ，Ｓ＆Ｐ，Ｆｉｔｃｈ法人等向けエクスポージャー（長期）

Ｒ&１，Ｍｏｏｄｙ’ｓ，ＪＣＲ，Ｓ＆Ｐ，Ｆｉｔｃｈ法人等向けエクスポージャー（短期）

（注）「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出す

るための掛目のことです。
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③　信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別,残存期間別）及び三ヵ月以上延

滞エクスポージャーの期末残高 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

信用リスクに関するエクスポージャーの残高信用リスクに関するエクスポージャーの残高

三月以上延滞
エクスポージャー

うち債券
うち
貸出金等

三月以上延滞
エクスポージャー

うち債券
うち
貸出金等

１，１０８１８，８６１１０３，２５７６６４，３３８１，１４０７，０７９４２，７０８１３１，０３５信用リスク期末残高

１９４－９，５６０９，６３９５－３０４３０４農業

－－１９１９－－２２林業

－－５６５６－－－－水産業

－－２，１５６２，１５６－－３３３３製造業

－－１６１１６１－－－－鉱業

１５３０１２，４３５２，７３６３６－９２６９２６建設・不動産業

－－３５４３５４－－－－電気・ガス熱供給・水道業

－３００８９７１，１９８－－－－運輸・通信業

－２，４１０７，７６２４９９，７８７－１，２０１２，１９６６４，８６１金融・保険業

７４－２，８３５２，８３５３９－４６８４６８卸売・小売・飲食・サービス業

－１５，８４８５，９３６２１，７８７－５，８７８７６５，９５４日本国政府・地方公共団体

－－７１，０８２１２３，６０７１，０５８－３８，７００５８，４８４上記以外

１，１０８１８，８６１１０３，２５７６６４，３３８１，１４０７，０７９４２，７０８１３１，０３５業種別残高計

－１，６９０２，６１７４９６，８６２－９９３５３８６６，３４３１年以下

－３，９５９２，７４３６，７０３－１，０３７６９３１，７３１１年超３年以下

－４，８１０３，９２８８，７３８－１，４４０１，１０１２，５４１３年超５年以下

－４，６９９５，０９９９，７９８－２，８９５１，３１９４，２１４５年超７年以下

－１，４１６１４，３９４１５，８１１－７１２４，４１８５，１３０７年超１０年以下

－２，２８５７１，３９１７３，６７７－－３２，６９２３２，６９２１０年超

－－３，０８１５２，７４６－－１，９４６１８，３８２期間の定めのないもの

－１８，８６１１０３，２５７６６４，３３８－７，０７９４２，７０８１３１，０３５残存期間別残高計

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、

証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引を含み

ます。

　　２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外

のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。「コミットメント」

とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づき、金融機関が融

資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能

残額も含めています。

　　３．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日

から３ヵ月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。

　　４．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該

当します。

　　５．当連結グループでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別

の区分は省略しております。
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④　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 （単位：百万円）

⑤　業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額 （単位：百万円）

（注）当連結グループでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の

区分は省略しております。

平成２８年度平成２７年度

区　　分 期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高 その他目的使用その他目的使用

３４５３３２－３４５３３２１４２１４０－１４２１４０一 般 貸 倒 引 当 金

９６３１，０２６６２９６３１，０８８５７３６８０２３５７３７０３個 別 貸 倒 引 当 金

平成２８年度平成２７年度

区　　分 貸出金
償却

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高

貸出金
償却

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高 その他目的使用その他目的使用

－－－－－－－－－－－－農 業

法
　
　
　
　
　
　
　
　
人

－－－－－－－－－－－－林 業

－－－－－－－－－－－－水 産 業

－－－－－－－－－－－－製 造 業

－－－－－－－－－－－－鉱 業

－－－－－－－－－－－－建 設 ･不 動 産 業

－－－－－－－－－－－－電気･ガス･熱供給･水道業

－－－－－－－－－－－－運 輸 ･通 信 業

－－－－－－－－－－－－金 融 ･保 険 業

－－－－－－－－－－－－卸売･小売･飲食･サービス業

－２４１－－２４１－－２８１３４１２３７２９２上 記 以 外

１７２２－－７２２－－２９２６４６１１５３６４１１個　　　人

１９６３１,０２６６２９６３１,０８８－５７３６８０２３５７３７０３業　　種　　別　　計
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　⑥　信用リスク削減効果勘定後の残高及びリスクウエイト１２５０％を適用する残高

（単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

計格付なし格付あり計格付なし格付あり

２４，７５１２４，７５１－－－－リスク・ウエイト０％

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

－－－－－－リスク・ウエイト２％

－－－－－－リスク・ウエイト４％

３６，０１４３６，０１４－１，６４８１，６４８－リスク・ウエイト１０％

４９４，２０３４９４，２０３－１３，２０７１３，２０７－リスク・ウエイト２０％

１５，４０７１５，４０７－１，９０７１，９０７－リスク・ウエイト３５％

５５９５５９－８２８２－リスク・ウエイト５０％

２９，１５６２９，１５６－５，４５６５，４５６－リスク・ウエイト７５％

３５，７２７３５，７２７－１０，５２９１０，５２９－リスク・ウエイト１００％

２５，５３４２５，５３４－２８３２８３－リスク・ウエイト１５０％

－－－－－－リスク・ウエイト２００％

３４６３４６－２１，２２５２１，２２５－リスク・ウエイト２５０％

－－－－－－そ の 他

－－－－－－リスク・ウエイト１２５０％

６６１，７０１６６１，７０１－５４，３３９５４，３３９－計

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、

証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派

生商品取引の与信相当額を含みます。

　　２．「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用し

ているもの、「格付なし」にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において

格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格付機関による依

頼格付のみ使用しています。

　　３．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過

措置適用後のリスク・ウエイトによって集計しています。また、経過措置によって

リスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。

　　４．１２５０％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又

はクレジット・デリバティブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポー

ジャーなどリスク・ウエイト１２５０％を適用したエクスポージャーがあります。
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②　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額 （単位：百万円）

⑸　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当する取引はありません。

⑹　証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

⑷　信用リスク削減手法に関する事項

　①　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

　連結自己資本比率の算出にあって、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」に

おいて定めています。

　信用リスク削減手法の適用及び管理方針、手続は、ＪＡのリスク管理の方針及び手続き

に準じて行っています。

　ＪＡのリスク管理の方針及び手続き等の具体的内容は、単体の開示内容をご参照ください。

平成２８年度平成２７年度

保　　証
適格金融
資産担保

保　　証
適格金融
資産担保

５０３－－地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け

１００－－我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

　－　－－地 方 三 公 社 向 け

　－－－金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け

４０６５１５３１１法 人 等 向 け

６８５１９２４７０４３中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け

８８－抵 当 権 住 宅 ロ ー ン

　－－－不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

　－１－三 月 以 上 延 滞 等

　－－－中 央 清 算 機 関 関 連

　－　－　　－上 記 以 外

１，７０４７０８４８２５５合　　　　　計

（注）１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含

む）のことをいい、主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。

　　２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上

延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商

品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが１５０％になったエ

クスポージャーのことです。

　　３．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向

け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未

決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。
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　⑤　連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額

　　　（子会社・関連会社株式の評価損益等） 　（単位：百万円）

　③　出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益 （単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

償却額売却損売却益償却額売却損売却益

－－－－－－

　④　連結貸借対照表で認識され、連結損益計算書で認識されない評価損益の額

　　　（保有的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等） 　（単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

評価損評価益評価損評価益

－－－－

　②　出資その他これに類するエクスポージャーの連結貸借対照表計上額及び時価

（単位：百万円）

平成２８年度平成２７年度

時価評価額連結貸借対照表計上額時価評価額連結貸借対照表計上額

－－－－上 場

２３，１１０２３，１１０６，８１４６，８１４非 上 場

２３，１１０２３，１１０６，８１４６，８１４合 計

⑺　オペレーショナル・リスクに関する事項

　①　オペレーショナル・リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

　連結グループにかかるオペレーショナル・リスク管理は、子会社においてはＪＡのリス

ク管理及びその手続きに準じたリスク管理を行っています。ＪＡのリスク管理の方針及び

手続等の具体的内容は、単体の開示内容をご参照ください。

⑻　出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

①　出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

　連結グループにかかる出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理は、

子会社においてはＪＡのリスク管理及びその手続きに準じたリスク管理を行っています。

ＪＡのリスク管理の方針及び手続き等の具体的内容は、単体の開示内容をご参照ください。

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計

額です。

平成２８年度平成２７年度

評価損評価益評価損評価益

－－－－
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　（単位：百万円）

⑼　金利リスクに関する事項

　①　金利リスクの算定方法の概要

　連結グループの金利リスクの算定方法は、ＪＡの金利リスクの算定方法に準じた方法に

より行っています。ＪＡの金利リスクの算定方法は、単体の開示内容をご参照ください。

②　金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

平成２８年度平成２７年度

１３５△９１金利ショックに対する損益・経済価値の増減額
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財務諸表の正確性等にかかる確認Ⅶ

確　認　書

１．私は、当ＪＡの平成２８年３月１日から平成２９年２月末日までの事業

年度にかかるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸

表作成に関するすべての重要な点において、農業協同組合法施行規

則に基づき適正に表示されていることを確認いたしました。

２．この確認を行うに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制

が整備され、有効に機能していることを確認しております。

⑴　業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行す

る体制が整備されております。

⑵　業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切

性・有効性を検証しており、重要な事項については理事会等に適

切に報告されております。

⑶　重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されて

おります。

平成２９年６月１５日　　　　　　　　　

福島さくら農業協同組合　　　　　　

代表理事組合長　結　城　政　美
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【ＪＡの概要】
１．組織図（平成２９年３月１日現在）
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（平成２９年３月現在）

氏　　　名役　　　員氏　　　名役　　　員

横　田　吉　雄理 事結　城　政　美代 表 理 事 組 合 長

渡　辺　康　男理 事赤　塚　　　誠代 表 理 事 専 務

松　崎　正　夫理 事管　野　啓　二代 表 理 事 専 務

佐　藤　幸　次理 事若　月　芳　則代表理事復興対策本部長

根　本　幹　雄理 事齋　藤　元　明常 務 理 事

石　井　多津子理 事武　田　金　輝常 務 理 事

木　田　安　則理 事橋　本　剛　一常 務 理 事

木　幡　　　仁理 事金　成　祐　司常 務 理 事

松　本　清　記理 事山　口　　　栄常 務 理 事

蛭　田　秀　美理 事栁　沼　勝　弘常 務 理 事

根　本　静　江理 事宗　形　義　久地 区 本 部 長 理 事

山　内　茂　樹理 事根　本　俊　男地 区 本 部 長 理 事

松　本　　　勉理 事大和田　正　幸地 区 本 部 長 理 事

佐久間　正　敏理 事木　幡　　　治地 区 本 部 長 理 事

先　崎　保　彦理 事齊　藤　政　宏理 事

大　内　昭　喜理 事木　村　富　是理 事

宗　像　博　一理 事遠　藤　正　秀理 事

酒　井　順　司理 事古　川　一　郎理 事

矢　内　　　豊理 事生田目　三　雄理 事

鎌　田　誠　一理 事根　本　友　子理 事

鷺　　　喜　光理 事鈴　木　卯　市理 事

國　分　　　学理 事藤　沢　功　夫理 事

岩　谷　幸　一理 事新　田　秋　次理 事

吉　田　広　一理 事草　野　好　弘理 事

鈴　木　昭　栄理 事小　泉　雄　一理 事

石　井　清　隆理 事渡　辺　善二郎理 事

園　部　　　新理 事井　出　紀　雄理 事

根　本　一　雄代 表 監 事田　山　一　郎理 事

桂　　　好　夫常 勤 監 事馬　上　　　威理 事

鈴　木　隆　夫常 勤 監 事遠 藤 信 子理 事

渡　邉　守　久監 事川　見　幸　和理 事

神長倉　正　満監 事大　竹　公　治理 事

三　浦　和　宏監 事渡　辺　日出夫理 事

伊　藤　幸　二理 事

２．役員構成（役員一覧）

増　　減平成２８年度平成２７年度区　　　分

２９，４２１３９，２４０９，８１９正 組 合 員

２９，３３６３９，１０６９，７７０個 人

８５１３４４９法 人

２２，６５０３４，６９２１２，０４２准 組 合 員

２２，２５０３４，１７１１１，９２１個 人

４００５２１１２１法 人

５２，０７１７３，９３２２１，８６１合　　　計

（単位：人、団体）３．組合員数
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４．組合員組織の状況 

⑴　本店

構成員数代表者名組　　　織　　　名

５名佐久間　俊　一農 畜 産 物 振 興 協 議 会

８名堀　田　耕　司青 年 連 盟

１４名橋　本　孝　子女 性 部 協 議 会

８名三　輪　林　治年 金 友 の 会

⑵　郡山地区

構成員数代表者名組　　　織　　　名

１３名橋　本　茂　治地 区 本 部 運 営 委 員 会

１，３２４名１３　組　織支 店 運 営 委 員 会

３，５２４名佐久間　俊　一稲 作 部 会

５０名鈴　木　広　実種 子 生 産 部 会

４１０名伊　藤　城　治野 菜 部 会

１５０名谷　代　栄　一果 樹 部 会

１５名橋　本　光　春き の こ 部 会

２１名国　分　義　春加 工 ト マ ト 部 会

２５名宗　形　憲　明花 卉 部 会

６６０名小　山　忠　義フ ァ ー マ ー ズ マ ー ケ ッ ト 部 会

６名宗　像　　　重養 蚕 部 会

２８名柏　原　忠　仁酪 農 部 会

１４名武　田　晃　一肉 牛 部 会

１４０名増　子　豊　実和 牛 繁 殖 部 会

２名吉　成　一　夫養 豚 部 会

　２５３名安　田　潤　一青 年 連 盟

１，３８４名橋　本　孝　子女 性 部

９，１０４名古　川　亀　蔵年 金 友 の 会
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⑶　たむら地区

構成員数代表者名組　　　織　　　名

３９名渡　辺　正　恆地 区 本 部 運 営 委 員 会

１４８名１０　組　織支 店 運 営 委 員 会

８５名４　組　織営 農 経 済 セ ン タ ー 運 営 委 員 会

７００名安　部　昭　市園 芸 部 会

５６３名吉　田　　　繁畜 産 部 会

２団体・４４名今　泉　嘉　博稲 作 部 会

　　８名橋　本　多三郎養 蚕 部 会

４５０名岡　田　建　一農 産 物 直 販 部 会

１７団体壁　谷　和　男水 稲 連 絡 協 議 会

２４名郡　司　正　春水 稲 種 子 生 産 組 合

３７名佐久間　正　忠青 年 連 盟

４７７名安　瀬　良　子女 性 部

８８名会　沢　テ　ル夕 鶴 会

１１，８６５名三　輪　林　治年 金 友 の 会

１２名助　川　秀　俊資 産 運 用 部 会

１７２名神　田　昭　寿共 済 友 の 会
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⑷　いわき地区

構成員数代表者名組　　　織　　　名

　　　６０名猪　狩　和　一地 区 本 部 運 営 委 員 会

　　４１１名２４　組　織支　 店　 運　 営　 委　 員　 会

　　　９０名６　組　織営 農 経 済 セ ン タ ー 運 営 委 員 会

９，４１１名若　松　長　壽農 事 組 合 長 協 議 会

　　　９１名富　岡　幸　廣資 産 運 用 部 会

　　　５３名草　野　宗　弘稲 作 受 託 部 会

　　　２３名大和田　正　幸ハ ウ ス 部 会

　　　７７名松　本　明　能梨 部 会

　　　２７名根　本　盈　明い ち ご 部 会

　　１６２名小　宅　　　廣ね ぎ 部 会

　　　２５名会　原　　　浩い ん げ ん 部 会

　　　３１名佐　藤　好　弘い ち じ く 部 会

　　４６０名草　野　宗　弘フ ァ ー マ ー ズ マ ー ケ ッ ト 部 会

　　　　５名大　平　正　信高 久 蔬 菜 部 会

　　　１０名新　妻　信　夫と っ く り い も 赤 沼 生 産 部 会

　　　　６名戸　田　孝　好四 倉 花 卉 園 芸 組 合

　　　２９名仲　野　良　夫大 野 種 子 生 産 組 合

　　　　４名斎　藤　清　輝田 人 蔬 菜 施 設 部 会

　　　８４名斎　藤　栄　一和 牛 繁 殖 部 会

　　　　８名油　座　盛　明田 人 ぎ ん な ん 生 産 部 会

　　　　８名佐　藤　眞　一遠 野 町 野 菜 部 会

　　　　７名新　妻　常　廣ア ス パ ラ ガ ス 部 会

　　１６８名四　家　　　誠環 境 に や さ し い 米 づ く り 部 会

　　　　５名秋　元　進　二川 前 リ ン ド ウ 生 産 部 会

　　　５２名山　崎　司　郎産 米 改 善 協 議 会

　　　　７名田　子　仁　一ビ ニ ー ル ハ ウ ス 部 会

　　　　８名富　岡　昌　一特 産 部 会

　　４３３名山野邉　康　弘青　 　 　 年　 　 　 連　 　 　 盟　

　　７７９名草　野　京　子女　 　 　 　 　 性　 　 　 　 　 部

１１，５７２名鈴　木　　　静年 金 友 の 会
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⑸　ふたば地区

構成員数代表者名組　　　織　　　名

　　　２７名遠　藤　庄一郎地 区 本 部 運 営 委 員 会

　　１９２名９　組　織支　 店　 運　 営　 委　 員　 会

　　　３３名西　内　芳　徳営 農 振 興 推 進 員

　　１８０名－部 長 会

　　　３５名松　本　　　実生 産 組 合 長

　　１８３名－支 部 長

４，２６５名井戸川　幸　雄年 金 友 の 会

　　　１８名紺　野　　　宏青 年 連 盟

　　３３４名根　本　友　子女 性 部

　　　１６名池　田　光　秀和 牛 繁 殖 部 会

　　１９０名猪　狩　弘　道農 産 物 直 売 所 楢 葉 店 ・ 富 岡 店

　　　１５名塩　井　淑　樹平 坦 地 園 芸 部 会

　　　２１名横　田　和　希稲 作 生 産 部 会
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５．特定信用事業代理業者の状況

　該当する取引はありません。

６．地区一覧 

　　郡山市、いわき市、田村市

　　田村郡三春町、田村郡小野町、双葉郡広野町、双葉郡楢葉町、双葉郡富岡町

　　双葉郡大熊町、双葉郡双葉町、双葉郡浪江町

　　双葉郡川内村、双葉郡葛尾村

７．沿革・あゆみ

　平成２８年３月１日　　福島さくら農業協同組合　発足

旧郡山市農業協同組合

旧たむら農業協同組合

旧いわき市農業協同組合

旧いわき中部農業協同組合

旧ふたば農業協同組合
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（平成２８年３月現在）

８．店舗等のご案内

ＡＴＭ設置台数電話番号住　　　　　　所郵便番号店舗及び事務所名

０２４−９２２−３７３３郡山市朝日二丁目１４−７９６３−８５０２本 店

ＡＴＭ設置台数電話番号住　　　　　　所郵便番号店舗及び事務所名

０２４−９２１−０５０７郡山市朝日二丁目１４−７９６３−８５０２郡 山 地 区 本 部

１０２４−９５５−２５０１郡山市田村町守山字上河原１８９６３−１１５５田 村 総 合 支 店

１０２４−９７５−２０１７郡山市田村町栃本字坂ノ下１８−１９６３−１２４４二 瀬 支 店

１０２４−９４４−７５３０郡山市田村町御代田字外城２２−２９６３−１１６４御 代 田 支 店

１０２４−９４４−１５０３郡山市中田町海老根字明神前６９−２９６３−０７１２中 田 総 合 支 店

１０２４−９７２−２３１１郡山市西田町三町目字桜内２５２９６３−０９２２西 田 総 合 支 店

１０２４−９３２−１０４１郡山市富久山町久保田字久保田２０１９６３−８０７１富 久 山 総 合 支 店

１０２４−９４５−１９１０郡山市安積二丁目１１６９６３−０１０７安 積 総 合 支 店

１０２４−９３３−４８７６郡山市朝日二丁目１４−７９６３−８５０２郡 山 総 合 支 店

１０２４−９５１−０２４２郡山市富田町字愛宕前４６９６３−８０４１富 田 支 店

１０２４−９４４−２６５２郡山市芳賀二丁目１７−１３９６３−８８１３芳 賀 支 店

１０２４−９５１−１８６０郡山市大槻町字殿町６９９６３−０２０１大 槻 総 合 支 店

１０２４−９５８−２０３１郡山市日和田町字北ノ入６６９６３−０５３４日 和 田 総 合 支 店

１０２４−９５１−１５２０郡山市片平町字庚坦原７１１−３９６３−０２１１逢 瀬 片 平 総 合 支 店

１０２４−９８２−２２２９郡山市湖南町舟津字片貝堀３８４−１９６３−１４１１湖 南 東 総 合 支 店

１０２４−９８３−２２１１郡山市湖南町福良字前谷地６２３３９６３−１６３３湖 南 西 支 店

１０２４−９５４−２１０４郡山市三穂田町駒屋字舘ノ後２９６３−０１２８三 穂 田 総 合 支 店

１０２４−９５９−２０１０郡山市喜久田町堀之内字釜場西２９−１９６３−０５４１郡山喜久田総合支店

１０２４−９８４−３５３２郡山市熱海町熱海一丁目３０２９６３−１３０９熱 海 総 合 支 店

≪店舗外　ＡＴＭ設置場所≫

農産物直売所「旬の庭」久留米店　　郡山市久留米二丁目７７−１

郡山市役所西庁舎　　　　　　　　　郡山市朝日一丁目２３−７

郡山駅前アティ　　　　　　　　　　郡山市駅前一丁目１６番７号

安積町成田倉庫　　　　　　　　　　郡山市安積町成田字高田１２−３

逢瀬町多田野　　　　　　　　　　　郡山市逢瀬町多田野字北大界３２−１

（平成２９年５月現在）

［郡山地区］

（平成２９年５月現在）

ＡＴＭ設置台数電話番号住　　　　　　所郵便番号店舗及び事務所名

０２４７−８２−１２１２田村市船引町船引字南町通１６０９６３−４３９６た む ら 地 区 本 部

２０２４７−８２−２９３１田村市船引町船引字大日坊５−１９６３−４３１２船 引 支 店

０２４７−８６−２２１１田村市船引町上移字後田１１５９６３−４５４１移 支 店

１０２４７−８５−２７０２田村市船引町門沢字直道２−２９６３−４２０３七 郷 支 店

１０２４７−６２−２１３３田村郡三春町字大町１９３９６３−７７５９三 春 支 店

０２４７−６１−２５２５田村郡三春町大字鷹巣字瀬山３５６−１９６３−７７２５桜 支 店

１０２４７−７８−３３１１田村市滝根町神俣字関場１２２９６３−３６０２滝 根 支 店

１０２４７−７９−３１３１田村市大越町上大越字久保田６４９６３−４１１１大 越 支 店

１０２４７−７２−３１６１田村郡小野町大字小野新町字中通３４９６３−３４０１小 野 支 店

１０２４７−７５−２２２２田村市都路町古道字新町７０−１９６３−４７０１都 路 支 店

１０２４７−７７−２２４４田村市常葉町常葉字古御門３５９６３−４６０２常 葉 支 店

≪店舗外　ＡＴＭ設置場所≫

瀬川門鹿　　　　　　　　　　　　　船引町門鹿字新屋敷２９６

岩江　　　　　　　　　　　　　　　三春町大字上舞木字戸の内３４

御木沢　　　　　　　　　　　　　　三春町担橋二丁目１−３

田村市役所　　　　　　　　　　　　船引町船引字畑添７６−２

［たむら地区］
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（平成２９年５月現在）

ＡＴＭ設置台数電話番号住　　　　　　所郵便番号店舗及び事務所名

１０２４６−２８−９１００いわき市自由ヶ丘３９−２９７０−８０３３い わ き 地 区 本 部

１０２４６−２３−７５００いわき市平鎌田字大角１４−１９７０−８０２３神 谷 支 店

１０２４６−２４−１０９４いわき市平谷川瀬字泉町６４９７０−８０３６飯 野 支 店

１０２４６−３９−２２４６いわき市平下高久字水門１０８−３９７０−０２２１高 久 支 店

１０２４６−３４−３５３０いわき市平荒田目字中田４５９７０−０１０７夏 井 支 店

１０２４６−３４−２０３４いわき市平下神谷字出口４７９７０−０１０１草 野 支 店

１０２４６−２３−４６９７いわき市平下平窪字六角１−６９７０−８００３平 窪 支 店

１０２４６−２６−３０４２いわき市内郷高坂町大町８−２９７３−８４０８内 郷 支 店

１０２４６−３６−２７１１いわき市好間町中好間字下川原３９９７０−１１５２好 間 支 店

１０２４６−８３−１１２１いわき市小川町上小川字伊吾内１０９７９−３１２４小 川 支 店

１０２４６−８６−２１２１いわき市三和町下市萱字堀ノ内１−４９７０−１３７２三 和 支 店

１０２４６−３３−２２１１いわき市四倉町山田小湊字方礼２６９７９−０２２３大 野 支 店

１０２４６−８４−２２２１いわき市川前町下桶売字矢田谷地１４２−１１９７９−３２０２川 前 支 店

１０２４６−８２−２１２１いわき市久之浜町久之浜字南荒蒔８９７９−０３３３久 之 浜 支 店

１０２４６−３２−３０１１いわき市四倉町狐塚字小橋８６９７９−０２０６大 浦 支 店

１０２４６−６３−２４６２いわき市錦町大島９５−１９７４−８２３２い わ き 菊 田 支 店

１０２４６−６５−３１９１いわき市勿来町窪田町通三丁目５１９７９−０１４１勿 来 支 店

１０２４６−６９−２３０６いわき市田人町旅人字下平石１１１−１９７４−０１５２田 人 支 店

１０２４６−８９−２０１８いわき市遠野町上遠野字白幡１１５−１９７２−０１６１遠 野 支 店

１０２４６−５３−４１２５いわき市小名浜中町境９−１１９７１−８１６３小 名 浜 支 店

１０２４６−５８−２３５３いわき市小名浜住吉字冠木６−１９７１−８１２４玉 川 支 店

１０２４６−２９−２０５１いわき市鹿島町走熊字坪下３９７１−８１４１鹿 島 支 店

１０２４６−５６−４１１１いわき市泉町一丁目１０−２０９７１−８１８５泉 支 店

１０２４６−９６−６００８いわき市渡辺町田部字六反田３−１９７２−８３３４渡 辺 支 店

１０２４６−４３−２８７６いわき市常磐西郷町落合４７９７２−８３１６常 磐 支 店

≪店舗外　ＡＴＭ設置場所≫

南部福祉センター　　　　　　　　　いわき市勿来町関田西一丁目７−８

赤井ＡＴＭ　　　　　　　　　　　　いわき市平赤井字笹目田５１

いわき市役所ＡＴＭ　　　　　　　　いわき市平字梅本２１

［いわき地区］

（平成２９年５月現在）

ＡＴＭ設置台数電話番号住　　　　　　所郵便番号店舗及び事務所名

０２４０−２５−３７３７

０２４７−７３−８４８１

〔営農経済部〕

双葉郡楢葉町大字下小塙字大木下５−１

〔組織管理部・金融共済部〕

田村市船引町笹山字立石１

９７９−０５１４

９６３−４３２１

ふ た ば 地 区 本 部

１０２４０−２７−３１３１双葉郡広野町大字下北迫字苗代替１−１９７９−０４０２広 野 支 店

１０２４０−２５−３１３１双葉郡楢葉町大字下小塙字大木下５−１９７９−０５１４楢 葉 支 店

１０２４０−３８−２１２１双葉郡川内村大字上川内字町分１０６９７９−１２０１川 内 支 店

１０２４０−３４−２１２１双葉郡浪江町大字権現堂字下続町１８−３９７９−１５２１浪 江 支 店

１０２４０−２９−２００１双葉郡葛尾村大字落合字西ノ内４４−１９７９−１６０２葛 尾 支 店

０２４−９４２−０１８０郡山市小原田四丁目１３−２５９６３−８８３５
富 岡 支 店

（郡山サポートセンター）

０２４２−３２−５０００会津若松市町北町大字上荒久田字古屋敷１１７−３９６５−００５３
大 熊 支 店

（会津サポートセンター）

０２４６−２２−８８８３いわき市平谷川瀬字泉町７７−３９７０−８０３６
双 葉 支 店

（いわきサポートセンター）

０２４−５５４−３１０５福島市飯坂町平野字三枚長１−１９６０−０２３１
津 島 支 店

（安達サポートセンター）

［ふたば地区］
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